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開議 午前 ９時００分 

 

◎開  議 

○議長（中田隆幸君） ただいまから本日の会議を開きます。 

 

─────────────────────―  ◇  ───────────────────── 

 

◎議事日程の報告 

○議長（中田隆幸君） 本日の議事日程はお手元に配付のとおりです。 

  なお、説明員は12月10日の日と同様ですので、御了承願います。 

 

─────────────────────―  ◇  ───────────────────── 

 

◎諸般の報告 

○議長（中田隆幸君） 日程に入る前に諸般の報告を行います。 

  12月15日に、午前９時から情報通信基盤施設条例特別委員会を開催し、議案第51号、川根

本町情報通信基盤施設条例の制定についてを熱心に御審議していただきました。誠にありが

とうございました。 

  次に、監査委員から定期監査の結果について報告がありました。 

  なお、内容についてはお手元に配付のとおりです。 

  以上で諸般の報告を終わります。 

 

─────────────────────―  ◇  ───────────────────── 

 

◎一般質問 

○議長（中田隆幸君） 日程第１、一般質問を行います。 

  通告制により、通告された質問者は、鈴木多津枝君、太田侑孝君、芹澤廣行君、小籔侃一

郎君、薗田靖邦君、野口直次君、中澤莊也君であります。順番に発言を許します。 

  再質問については、議会運営の申し合わせにより一問一答方式とします。 

  なお、許された質問時間は30分ですので、的確に質問、答弁をするようにお願いします。 

  それでは、10番、鈴木多津枝君、発言を許します。10番、鈴木多津枝君。 

○１０番（鈴木多津枝君） 皆さん、おはようございます。日本共産党の鈴木多津枝です。 

  14日投開票の衆議院総選挙では、日本共産党は、「安倍政権の暴走ストップ」「日本の政

治の５つの転換」や「政党助成金の廃止」を訴え抜き、安倍政権と正面から対決するととも
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に、どんな問題でも国民の立場に立った対案を示して、国民との共同で政治を動かす「対

決・対案・共同」の政治姿勢を貫き、大きな共感をいただきました。比例代表で606万票、

20議席を獲得、小選挙区でも沖縄１区で赤嶺政賢氏の当選を勝ち取ることができ、改選時の

８議席を21議席へ、２倍半を上回る画期的な議席増を果たすことができました。 

  700億円と言われる多額の税金を投入して安倍首相により突然行われた解散総選挙は、こ

れから集団的自衛権行使で海外で戦争する国づくりや、原発再稼働など、財界やアメリカの

要望に応え国民への不安や痛みを伴う政治へ踏み込む足がかりとする目的があるにもかかわ

らず、自公はおろかマスコミも一緒になってアベノミクス効果に特化した宣伝しか行わず、

選挙結果も「自民圧勝」などと書き立てて、自公政権が国民よりあらゆる問題で白紙委任を

受けたと印象づける報道がされていますが、自民党は議席を減らしており、投票率も過去最

低を更新して、比例の得票は33％しか得ていません。圧勝の言葉とはほど遠い実態です。圧

勝報道が大きな間違いであるのは、沖縄の選挙で突きつけられた民意や日本共産党躍進に示

された民意を見ても明らかです。それは、安倍政権がこれから進めようとしている消費税

10％やアベノミクスのさらなる推進、集団的自衛権行使、原発再稼働、沖縄の新基地建設、

ＴＰＰ参加などなど、どれをとっても国民多数の民意に背くものであり、強行しようとすれ

ば大きな矛盾が噴き出すことは間違いないことです。 

  このように事実と異なる報道がまかり通っている現状を見ても、既に真実を伝えないマス

コミの姿勢に背筋が凍ります。投票率も過去最低を更新し、多くの国民が今の政治に期待を

持てなくなっていることをあらわしており、このことへの反省こそ、今きちんとさせること

がマスコミの責任ではないでしょうか。 

  日本共産党は、新しい国会で総選挙で獲得した新たな権利を縦横に活用して、「共産党を

伸ばしてよかった」と多くの皆さんから評価をいただけるよう、知恵と力を尽くして頑張り

抜くことをまず最初にお約束しまして、本題の一般質問に入ります。 

  今回の通告の柱は、１、介護保険制度の充実について、２、人口減少に歯どめを、３、情

報通信基盤整備事業についての３件です。 

  それでは、１件目の介護保険制度の充実について質問します。 

  今年６月に自公の賛成で可決、27年４月施行の医療・介護総合法は、医療費、介護費の抑

制を前提に、地域での医療と介護の総合的な確保の推進を掲げています。しかし、具体的な

内容は、軽度者の介護サービスを保険給付から外して市町村が行う地域支援事業とし、費用

を削減するために安上りのボランティアなど無資格者によるサービス提供を可能とするほか

にも様々なサービス削減と負担増が盛り込まれており、医療難民、介護難民が出るのではな

いかと危惧されています。 

  そこで、以下の点について質問します。 

  ①当町の要支援１・２の方の人数と、現在利用しているサービス及び来年度から外されて

町が行うことになる受け入れ体制はどうなるのか。 
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  ②特養への入所が要介護３以上に限定され、要介護１・２は入所を特例的に認めるとして

いるが、その内容は、当町への影響はどうか。 

  ③介護サービスの利用料が所得によって１割から２割負担に負担増となるが、当町での２

割負担増になる対象者の見込み数はどうか。 

  ④施設入所者の居住費と食費の負担軽減制度（補足給付）の要件はどうなるのか。 

  ⑤病院や施設への入院・入所を限定する代わりに、地域で医療や介護を提供する地域包括

ケアの構築が目標として挙げられているが、どのようなもので、当町ではどう対応するのか。 

  ⑥第６期、平成27年度から平成29年度介護保険事業計画策定の進捗状況はどうか。 

  ⑦策定に向けた利用者のアンケート調査は行ったのか、その結果から見えてきたものは何

か。また、計画にどう反映させるのか。 

  ⑧特養の待機者は何人か。うち必要性が高い人は何人か。どのような対応をしているのか。 

  ⑨訪問看護ステーション設置の見通しはどうか。 

  ⑩現在65歳以上の介護保険料の基準月額4,360円で、医療保険料や利用料と合わせると所

得に対する負担は限界を超えている。算定の所得段階を増やしたり、一般会計からの繰り入

れなどで負担の軽減を図るべきと考えるがどうか。 

  以上10点について答弁を求めます。 

  次に、２件目の人口減少に歯どめをに移ります。 

  これまでも繰り返し求めてきました、待ったなしの若者支援・子育て支援の推進で、人口

減少に何としても歯どめをかけてほしいとの観点からの質問です。 

  これまでもいろいろな先進事例などを示して取り組みを求めてきましたが、前向きな答弁

はなく、唯一、来年度予算に上げたいとの答弁がされただけで、具体的な提案は全て否定さ

れています。一体予算へどのように盛り込む考えか伺います。また、待ったなしの課題との

認識を持たれ実現するためにも、庁舎内に支援室を設けたり、町民や専門家を入れた支援会

議などを立ち上げて、具体的、継続的に取り組む考えはないか伺います。 

  最後に、３件目の情報基盤整備事業について３点の質問を行います。 

  ①端末機「かわねフォン」の維持費を１台月800円を運営業者へ支払うことが９月議会の

私の一般質問への答弁のときに初めて明らかにされました。15日の特別委員会では、プロポ

ーザルの計画書に既に書かれていたとの説明や３月の当初予算での説明でも行ったなどと言

われましたが、いつ、どこで、どのように説明したのか。その説明をしたときに配付した資

料も添えて明確な説明を求めます。 

  ②この事業を進めるのに想定される将来の町の財政負担について、今検討している利活用

なども含めてどのように想定しているのか伺います。 

  ③ＩＲＵ契約は、いつ、どのようにして、どんな内容を決めるのか。おおよそのひな形は

もうできているのか、議会の承認事項になると思いますが、いつ議会へは示されるのか。 

  以上の３点です。 
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  以上、通告に従い最初の質問を行いました。明瞭で前向きな答弁を期待しまして、実のあ

る一般質問となりますようよろしくお願いいたします。 

○議長（中田隆幸君） ただいまの鈴木多津枝君の質問に対し、町長の答弁を求めます。町長、

鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 皆さん、おはようございます。 

  きょうは、大変多くの皆さんの一般質問ということで、質問に対しましてお答えをさせて

いただきたいと思います。その中で、特に今回は再質問がないぐらい丁寧に質問にお答えし

たいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

  鈴木議員の一般質問に対し、お答えをさせていただきます。 

  １番目の質問です。要支援の対象者でございますけれども、平成26年11月末現在で要支援

１の方が56人、要支援２の方が37人となっております。要支援１・２の方が利用する訪問介

護と通所介護の二つのサービスが、介護保険サービスから町の行う地域支援事業に切り替わ

るもので、新しい総合事業と言われております。新しい総合事業への移行は、平成29年度ま

でに行うこととなっており、３年間の移行猶予期間があります。当町としましては、平成28

年度から移行に向け体制の整備等を進めようと考えております。 

  現在、介護予防サービスの訪問介護と通所介護を提供している事業所は、この新しい総合

事業においても、訪問介護と通所介護の提供事業所とみなし認定され、サービスの提供を行

います。このため現在の介護サービスと同等のサービス提供が必要な方については、これま

でどおり介護保険サービス提供事業所よりサービスの提供を受ける形となります。通所介護

については、現在３カ所ある生きがい対応型サービスを要支援の方にも御利用いただけるよ

う考えております。訪問による生活支援サービスについては、現在活動いただいておる「お

話し相手ボランティア」や高齢者見守りネットワーク等のボランティアに協力をいただき、

生活支援サービスを提供できるような体制を構築したいと考えております。 

  ２番目の質問ですが、特例的に認められる方は、国より指針が示されており、「認知症で

ある者であって日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られ

る方」、「知的障害・精神障害等を伴い、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎

通の困難さが頻繁に見られる方」「家族等による深刻な虐待が疑われること等により心身の

安全・安心の確保が困難な状態である方」「単身世帯である、同居家族が高齢または病弱で

ある等により家族等による支援が期待できず、かつ地域での介護サービスや生活支援の供給

が不十分である方」、以上の方が特例的な入所の要件となっております。 

  ３番目の質問です。今回の改正により、本人の合計所得金額が160万円以上が基本で、単

身世帯の場合は年金収入とその他の合計所得金額が280万円を超える方、２人以上世帯の場

合は第１号被保険者の年金収入とその他の合計所得金額が346万円を超える方が２割負担と

なりますが、当町では、平成25年所得で17人の方が２割負担の対象者になると見込まれてお

ります。 
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  ４番目の質問です。低所得者の施設利用者の食費、居住費を補塡する補足給付は、住民税

非課税世帯の方が対象となっており、現在184人の方に申請により減額認定証を発行してお

ります。今回の改正で預貯金が一定以上ある方、具体的には単身で1,000万円以上、夫婦世

帯では2,000万円以上ある方、世帯分離した場合でも配偶者が課税されている方は対象外と

なります。 

  ５番目の質問です。国の掲げる地域包括ケアは、重要な要介護状態となっても、住みなれ

た地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・

住まい・生活支援が一体的に提供されるものを言います。これまでどおり医療機関、町内の

介護サービス事業所、ＮＰＯ法人、ボランティア団体と協力、協働し、住みなれた地域で自

分らしい生活を送ることができるよう取り組んでいきます。また、新しい総合事業にも取り

組み、新たな生活支援の充実を進めていきたいと考えております。 

  ６番目の質問です。第６期介護保険事業計画の進捗状況ですが、現在３回の専門部会を開

催し検討を重ねてきました。来年１月には第４回目の専門部会を開催し、素案を完成させパ

ブリックコメント等の手続きを経て、計画を完成させたいというふうに考えております。 

  ７番目の質問です。第６期介護保険事業計画作成に当たってのアンケート調査は、本年１

月10日から１月24日の間で実施いたしました。一般高齢者アンケート対象者1,994人中回収

1,607人、回収率80.6％、在宅サービス利用者については、456人中回収292人、回収率64％

となっております。 

  その結果の主なものとして、一般高齢者へのアンケートでは、介護保険サービス充実によ

る費用負担額についての質問に「介護保険サービスを充実させるためには、保険料の負担が

その分増えるのはやむを得ないが、利用料の負担は現状維持とするがよい」が最も高くなっ

ておりました。高齢期を快適に暮らすためにどのような施策が重要と思うかの問いには、

「病院や診療所などの医療機関の充実」「外出支援サービス」「健康づくりに対する支援や

生きがい対応型デイサービスの充実」「寝たきりや認知症にならないための予防対策」が上

位になりました。 

  在宅サービス利用者へのアンケートは、費用負担額についての質問に、一般高齢者と同じ

く「介護保険サービスを充実させるためには、保険料の負担がその分増えるのはやむを得な

いが、利用料の負担は現状維持とするのがよい」が最も高くなっておりました。高齢期を快

適に暮らすためにどのような施策が重要かとの問いには、これも一般高齢者と同じ傾向で、

「病院や診療所などの医療機関の充実」「健康づくりに対する支援や生きがい対応型デイサ

ービスの充実」「外出支援サービス」「寝たきりや認知症にならないための予防対策」が上

位となりました。介護保険制度全般をどう思うかの問いには、47.1％の方が「満足してい

る」、42.1％の方が「どちらかと言えば満足している」と回答されました。 

  平成22年に実施したアンケート結果と今回御協力いただいたアンケート結果に大きな差は

見られませんでしたが、このアンケート結果を基礎資料とし、専門部会で御協議をいただき、
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計画に生かすことのできる取り組みをしていきたいというふうに考えております。 

  ８番目の質問ですが、本年１月１日現在の特養待機者数は72人になっております。うち15

人が必要性の高い人となっております。必要性の高い15人につきましては、５人が町外の介

護老人保健施設に入所して特養のあくのを待っております。他の10人につきましては、家族

と同居している方が３人、あとの７人は独居世帯ですが、いずれも通所介護、訪問介護、短

期入所等のサービスを組み合わせて利用しながら在宅で特養のあきを待っている状況でござ

います。万一、在宅での介護に支障が出てきた場合、担当のケアマネジャーと地域包括支援

センターが連携して入所施設を探し、さらにそちらに案内をしております。他の57人につき

ましても、介護保険サービスや配食サービス等を利用しながら待機していただいております

が、介護者の方が一人で悩まないよう、介護者の集いを開催し介護者の負担軽減を図ってお

ります。また、待機者の方の状況変化を見逃さないよう、民生委員と地域包括支援センター

が定期的に情報交換を行っております。 

  ９番目の質問ですが、６月議会にて訪問看護ステーション利用者交通費助成事業をお認め

いただき、現在その要綱に沿った形で訪問看護サービスの提供を受けております。利用者数

は、７月が９人、８月11人、９月９人、10月８人、11月９人となっております。町としても、

民間の事業者がサービスの提供を実施していただくことに対し非常にありがたく、また、民

間の力を大切にしたいというふうに思っており、今後は町内の事業所等の設置をしていただ

くためにどのような支援ができるか検討し、事業所設置を強く要望してまいりたいというふ

うに思っております。 

  10番目の質問ですが、以前から御説明させていただいているとおり、この介護保険制度は

国・県、町の負担割合による歳入に加え、利用者の保険料により財源が確保されております

ことは既に御承知のことと思いますけれども、この決められた保険料をいただくことで、こ

の制度が安定的に運営されており、現在策定中の第６期の介護保険事業計画につきましても、

現在と同様に制度のルールに基づいた保険料設定をしていきたいと考えております。なお、

第６期の介護保険料については、低所得者に対する軽減制度が拡充される予定となっており、

ルールの中で最大限の軽減ができるようにと考えております。 

  また、介護保険料の負担を減らすということにつきましては、本年、静岡県が発表した65

歳をスタート年齢として要介護度２以上にならない期間を示す「お達者度」において、川根

本町は女性が１位、21年10カ月、男性が３位、18年４カ月というよい結果が示されました。

これからも、今まで以上に地域包括支援センターを中心に介護保険の面に重点を置き、介護

認定者の増加や介護度の重度化を抑え、介護給付費の支出をできるだけ少なくしていくこと

により、結果的に保険料の上昇を最小限に抑えることを目指していきたいというふうに考え

ております。 

  今回お答えした介護保険関係の制度改正の内容については、現時点で把握している国が示

した案に沿ってお答えしたものであり、今後の国の動向により変更の可能性があることをお
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含みをいただきたいというふうに思っております。 

  次に、生活健康課からの訪問看護ステーション設置の見通しについてお答えをさせていた

だきます。 

  訪問看護ステーションにつきましては、町内開業医の先生方からも、当町の地域医療の現

状・課題を考えると、早いうちに訪問看護ステーションの導入や設置の必要性は高いという

お声をいただいております。 

  しかしながら、最も当町に近い訪問看護ステーション事業所は島田市内にあって、当町は

距離的に遠隔という問題もあり、訪問看護事業の展開可能な範囲は地名地区までと、限られ

た在宅療養者の方しか利用することができない状況にありました。今年に入り、島田市内の

訪問看護ステーション事業所さんから、訪問看護事業展開の可能な範囲を地名地区まででな

く川根本町内全域に拡大を図る意向であると大変ありがたいお話を伺いました。 

  長年、当町も訪問看護ステーションの必要性は大きく認識していたこと、また、訪問看護

を必要とする在宅療養者の方の存在もつかんでおりましたことから、町は、早速平成26年度

から、訪問看護ステーションによる訪問看護を必要とする在宅療養者の方に訪問看護に関す

る交通費を助成することで負担軽減を図ることを目的とした川根本町訪問看護ステーション

利用者交通費助成事業をスタートさせ、利用しやすい環境の整備の第一歩として着手をいた

しました。 

  利用者負担は、居住地区にかかわらず１回につき一律500円と定め、交通費負担分差額を

町が事業所に支払う形での助成となっております。６月から10月までの利用状況から見ます

と、交通費助成は１回につき平均して3,800円から4,300円になっており、このような状況と

して、訪問看護ステーションによる訪問看護の利用が必要とされる在宅療養者の方が存在す

ることで、現時点での需要を少しでも満たすことができるようにと、町外からの訪問看護ス

テーション事業さんの訪問看護を利用される方に交通費分の助成を行っているわけですが、

将来的にはますます高齢化の加速する中、本町内の身近な場所を拠点として展開する訪問看

護ステーションが確実に必要になると考えております。 

  平成27年４月施行の医療介護総合確保推進法の意義も、高齢化が加速する現状の中、医療

や介護が必要な状況となっても、できる限り住みなれた地域で安心して生活を継続し、その

地域で人生の最期を迎えることができる環境を整備していくこと、そして利用者の方々の視

点に立って、切れ目のない医療及び介護の提供体制を構築して、自立と尊厳を支えるケアの

実現と言われております。 

  当町の現状といたしましても、高齢化が進む中、高齢者夫婦のみ、高齢者独居等、高齢者

のみの世帯の増加が顕著であり、人生最期をお迎えの場所も救急車搬送先の病院であったり、

在宅医療や介護を支える社会資源の乏しさから、自宅に戻ることができずそのまま入院先の

病院で、または施設での療養の末お亡くなりになられる方の割合は、全体の３分の２を占め

ている状況であります。 
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  地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な方針・方向性として五つの

ことが挙げられておりますが、その中の一つに情報通信（ＩＣＴ）活用がうたわれておりま

す。この情報通信技術の活用についてですが、まさに当町は、皆さんの御理解、御協力をい

ただき、高度情報基盤を行うところまでこぎつけることができました。質の高い医療提供体

制及び地域包括ケアシステムの構築には、医療・介護サービス利用者である方も含めた関係

者間の適時適切な情報の共有が不可欠であり、この医療・介護・看護の現場においての情報

通信技術の活用は、情報の共有に有効な手段と言われております。 

  現在、町は、いやしの里診療所管理者である清水先生の御指導、御尽力のもと、いやしの

里診療所と県立総合病院、島田市民病院とつないだ遠隔診療支援事業を実施しております。

まだ一部の診療科目ではありますが、高齢者の患者さんも遠方の病院まで受診しなくても、

かかりつけの身近な診療所で専門科の医師の診療が受けられるという利点があります。高齢

化も加速する中で、当町全体の将来を見ても重要な施策と考え、今後、町は高度情報基盤の

医療面での利活用の一つとして、バーチャル・ホスピタル構想にも取り組んでまいりたいと

考えております。 

  今年の７月末に、当時の総務省上川陽子副大臣が、遠隔診療やＩＣＴを活用した医療体制

の実際の現場として静岡県立総合病院を御視察されました。そのとき、いやしの里診療所に

来院されていた患者さんが県立総合病院整形外科の医師による遠隔診療支援を受けられ、そ

の様子もごらんになられました。これまでもインドネシア、ベトナムほか多くの国から、日

本で言えば厚生労働省に相当する部署のお役人や医師による視察団がいやしの里診療所を訪

れておりますが、上川陽子議員も、山間地にある川根本町においてこのようなＩＣＴを活用

した地域医療ネットワークの整備が進められていくことは大変意義のあることで、ぜひモデ

ル地区となって頑張っていただきたいというようなエールもいただきました。訪問看護ステ

ーションも、将来的には当町のバーチャル・ホスピタル構想の中の重要な位置づけとして設

置していくことも、この地域医療を守っていく上では重要でないかというふうに考えており

ます。 

  それでは、２番目の人口減少に歯どめをという質問に対しましてお答えをさせていただき

ます。 

  少子化に対しましては、本町では次世代の子供を育成するために、町の第１次川根本町総

合計画や川根本町次世代育成支援後期行動計画に基づき、様々な施策を展開をしております。 

  福祉課で幾つかの施策もありますが、まず１点目に保育関連の事業があります。 

  町内には公立の保育園が２園、私立の保育園が１園、さらに私立幼稚園が１園ありますが、

現在福祉課で所管している三つの保育園につきましての現状を説明させていただきます。 

  平成27年４月に保育園に入園を希望している児童数でありますが、まず桜保育園が定員40

人に対し34人、充足率は85％、三ツ星保育園が定員70人に対して61人、充足率は87.1％、聖

母保育園は定員30人に対して38人、充足率は126.7％であります。また、町外である島田市
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の保育施設に入園を希望している方がお二人おりますので、合計いたしますと135名の児童

が入園を希望しております。 

  同じく子育て中の若い親世代の支援を目的に、町内藤川地区で子育て支援施設を開設して

おり、子育てに係る様々な悩みなどの相談事業のほか、生活健康課との合同による「あそび

の教室」なども開催しており、月平均の延べ利用組数は180組の利用があり、若い子育て世

代の方々の交流の場ともなっております。町内に２カ所開設している放課後児童クラブです

が、現在35人の児童の利用がございます。 

  このほか、現在町で行っている子育てに関する支援といたしましては、ただいま申し上げ

ました福祉課の施策のほか、生活健康課の所管であります各種の予防接種費用助成や乳幼児

の健診、中学生までの医療費の無料化などの経済的な支援も実施をされております。 

  少子化対策の一つとして、若者の人口流出を食いとめるための就業先雇用の確保や経済的

な負担軽減を図って子育てを支援する施策等を議論・検討されていることが多いわけですが、

この「地域少子化対策強化事業」では、将来の我が町や地域における少子化対策の強化を図

るため、結婚、妊娠、出産、育児に切れ目のない支援を先駆的に取り組むというものであり

ます。教育委員会及び本川根・中川根中学校、そして町内にある県立川根高校に御理解、御

協力をいただき、今回この事業の対象者を中学生、高校生とし、「中学生・高校生が自分の

未来を考える講座」や「中学生のための育児ふれあい体験事業」等を展開中であります。 

  本日18日ですが、県立川根高校において、静岡厚生病院から産婦人科医師と助産師を講師

に招き、安全な妊娠、出産を学ぶために、子宮頸がん予防、疾病の早期発見・早期治療の重

要性等、医療面から情報提供や啓発のための学習講座を開講しております。卵子や精子にも

老化があります。また、ウイルス感染が原因となって発症するウイルス性子宮頸がんによっ

て、いざ子供を産み育てたいと思う年代になって子宮を失うというつらい思いをする方々も

おります。お互いの性に対する思いやりの気持ちを持って交際のできる力を養うために、医

療面から男女の性の特徴について学び、将来の結婚や妊娠・子育てについてなど、自分の人

生のプラン等も考えることができ、将来結婚し、子供を産み育てることのできる人づくり事

業を本日やっているわけであります。 

  さらに、地域力を高める育成事業として、地域で生きがいや張り合いを持って活躍してい

る身近な町内の先輩方に講師をお願いし、中学生や高校生が自分の地域を見直し、愛する心

を高め、将来この町・地域に残り、または戻ってきて結婚や子供を産み育てたいと思っても

らえることに期待した事業も実施を予定中であります。必要な正しい知識を学ぶ事業は単年

度事業で終わらず、今後も続けていきたいというふうに考えております。 

  企画関連の人口減少に歯どめをについて御説明をさせていただきます。 

  ９月の第３回定例会でも御説明をさせていただきましたけれども、結婚祝い金・出産祝い

金支給事業について、定住・移住促進対策の一つですが、純粋に新しい夫婦の門出を祝福し、

明るい家庭を築き、次代を担う子供の誕生を祝うため、祝い金という形で町から支給するこ
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とが本来の目的というふうに考えております。このことから、来年度については、支給額の

変更はなく、26年度同様の予算規模の計上を予定をしております。今後、経済状況、町の財

政事情、他市町の取り組み等鑑みながら、支給額については検討していきたいというふうに

考えております。 

  次に、空き家バンクの事業でございますけれども、空き家改修事業費補助金を含め26年度

同様予算計上を考えております。平成27年度については、今年度空き家実態調査を行ったこ

とで、所有者への意向調査を行う予定であります。空き家バンクに登録されている件数は、

25年度実績では５件の登録でしたが、26年度５件増加し、現在では10件となっております。

過去２件、売買契約が締結をされているところであります。 

  また、前々から定住・移住、このことに加え、就業支援について窓口を一本化ということ

を申し上げてきました。26年度企画課では、物件情報の提供、生活情報の提供、就業情報の

提供、これらにつきましては空き家バンク、空き家改修補助、また、住生活関連情報、地域

情報、それからハローワークとの連携等々を一括して実施をいたしまして、県が主催する

「都心部での移住・定住相談会」にも積極的に参加をしておるところであります。 

  今後は、相談窓口の徹底した体制づくりが必要だというふうに考えておりますが、専門的

に実施できていないのも事実でございます。自治体が実施できない機能を補完するパートナ

ーと連携し、移住・定住促進窓口の体制づくりを行うことが重要だというふうに考えており

ます。このことは、27年度においても各事業を継続しながら検討していきたいというふうに

考えております。 

  田舎暮らし体験事業につきましては、26年度までは、農業体験を通じて移住・定住促進を

図ってきましたが、27年度につきましては、趣向を変え様々なメニューで体験していただき、

移住・定住につながるようにしていきたいというふうに考えております。 

  今まで述べてきましたけれども、27年度の予算については、各課様々な施策の予算化を予

定しております。人口減少の問題につきましては、静岡県全体では、住民基本台帳人口から

平成26年１月１日現在で25年と比べ総計で２万228人の減となっております。一方、町では

172人の減となっております。その内容は、出生・死亡等の自然的な要因として102人の減、

転入・転出等の社会的な要因として70人の減という統計となっております。今後も人口減少

が続くと予想されておりますが、このことを踏まえて、議員の質問にあります、支援室、支

援会議などを立ち上げて、具体的・継続的に取り組む考えはないかということでございます

が、町の第１次総合計画が平成28年３月31日に完了します。このことから29年４月からの第

２次総合計画をスタートさせるために、27年度からは基本構想、基本計画策定に向けて準備

を開始したいというふうに考えております。この策定の中で、人口減少という大きな課題に

対して、町民ワークショップ、庁内検討委員会、総合計画審議会などにおきまして十分な議

論を重ねて対応していきたいというふうに考えております。 

  次に、情報基盤整備のお答えをさせていただきます。 
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  告知端末機「かわねフォン」の利用料金につきましては、住民登録されている世帯、公的

な施設、地区集会所、医療・福祉・教育施設、10人以上の大規模事業所などで利用される１

台分の基本料金を町が負担することとしております。この基本料金以外の050ＩＰ電話サー

ビス利用料の300円やインターネット利用料金につきましては、利用される方がサービス提

供する運営事業者と直接契約し利用料金をお支払いしていただきます。また、住民登録され

ていない方や一般の事業者の皆様については、この端末機の基本利用料を直接運営事業者に

お支払いをしていただくことになります。 

  この１台分の利用料金につきましては提案書に記載されており、３月13日に議員の皆様に

配付した予算特別委員会資料の５ページに「町内ＩＰ電話サービス月額500円、通話料は無

料」と記載し、サービス内容について説明をさせていただきました。町政懇談会時において

も、住民の皆様に対し、利用者に月額500円程度の負担をしていただくと説明してきたもの

であります。提案書に記載された800円については、こうした町内ＩＰ電話利用料金に加え、

告知端末機のサポート料金も含まれております。当初はそうしたサポート料金は委託料とし

て別契約を考えておりましたが、今回条件を満たしている方々の１台分に限り、基本料金に

サポート料金を含めた利用料金を町が全額負担することで、整備された告知端末機を有効に

活用し、高齢者の方同士や地元の商店などとも会話しやすい環境をつくることができます。

お互いが無事に過ごせていることの確認ができることで、この町で安心して暮らしていける

ことについてつなげていきたいというふうに考えております。 

  町が今回整備する設備を維持管理していくための将来的に負担していく費用として、設備

光熱費、支障移転費、電柱共架料金、占用料金、電波利用料、サーバー管理料、回線監視費、

障害時保守費用、通信機器保守費用、修繕費用などがあります。このうち庁舎内に設置され

るサーバーの管理費、センター設備から各世帯までの回線の監視費、障害が発生した場合に

現地に２時間以内に駆けつける体制を確保する障害時保守費用、局舎内に設置する通信機器

の保守費用などの保守管理費用については、運営事業者からの賃借料との相殺を前提に協議

を進めております。 

  なお、以前から町議会の一般質問においても御指摘のある設備の更新費用については、基

金の創設などにより、いっときに大きな財政負担が発生しないよう準備をしていくという考

えを持っております。 

  利活用については、その方法、利用対象者、予算措置など詳細な計画を策定していく必要

があります。各担当課において計画を樹立し、財政負担を含めて町民の皆様の同意を得てい

く手順を踏んでいくことになります。 

  ＩＲＵ契約と呼ばれている契約自体は、町が整備する施設の賃貸借契約です。ＩＲＵ契約

とは、余りなじみのない契約の名称ですが、基本的にはサービス提供する事業者が長期に安

定的なサービス提供を確保するために、一方的に契約を破棄することができないことを契約

内容に定め、施設の使用契約期間を10年以上とすることが原則となっております。契約の締
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結時期は工事完了後になります。これは、貸し出す施設・設備の個数など、具体的に確定さ

せる必要があるからであります。その内容は、賃貸借する物件の種類や個数、一方的に契約

破棄できないという使用の原則、原則10年以上とする使用契約期間、賃借料、保守管理にか

かわる規定などになります。ひな形ではありませんが、先日の条例特別委員会時に一般的な

契約書の形として資料を提出してございます。 

  以前の全員協議会で説明いたしましたけれども、契約自体は議会の承認案件ではありませ

んが、締結する前に議会の皆様方にも説明をさせていただきたいというふうに思っておりま

す。 

  以上です。 

○議長（中田隆幸君） 答弁が終わりましたので、再質問を許します。10番、鈴木多津枝君。 

○１０番（鈴木多津枝君） 鈴木です。 

  まず最初に、１件目の介護保険制度改正についてですけれども、大変詳細な答弁をいただ

き、また、町の介護事業、福祉事業が、いかに一人一人の町民と顔を合わせながら温かい血

の通ったサービスが行われているか、それがアンケートでも90％近い満足を示しているとい

うことにあらわれているということをただいまお聞きしまして、本当に職員の皆様、担当の

方々、御努力に心から敬意と感謝を示すものです。 

  ただ、この制度、今回の国のほうの制度の改正によっては、低介護者、要支援１・２の人

を介護保険からは外してしまうということで、町の姿勢によっては、そこに介護のサービス、

いろいろな支援が行き届かなくなるということで、全国で大変心配されているものですが、

ただいまの町長の説明を聞きましても、本当にうちの町は一生懸命力を入れているんだなと

いうことがわりました。必ずそれを継続してくださるでしょうし、介護難民など絶対つくら

ないという御覚悟を皆さん本当に持っていらっしゃるんだろうとうれしく思いました。 

  １点、町長は、私が通告していない情報基盤の整備で、医療・介護をさらに充実させるこ

とができるというバーチャル診療あるいは遠隔診療など述べられましたので、お答えくださ

いましたので、その点で、今、うちの町で一番心配なことというのは、これも私通告してい

ないんですけれども、やっぱりお医者さんの確保が一番大きな問題だと思うんです。何をや

るにしても、地元に今やってくださっているお医者さんがいらっしゃらなくなる、上長尾の

診療所でも、先生もそういうお話を以前からされていた。こういうことで町民の人たちは、

今とても心配をして、先ほど全協でも言いましたけれども、お医者さんが１日、２日いなく

なっただけで、もう町民の人たちの不安は大きく膨らんでいくと思います。このことについ

て、どうやってお医者さんがいない、安定的な確保を考えておられるのか、このことをお聞

きいたします。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 私、以前も申し上げましたけれども、平成10年に本川根の町長になっ

たときに、近所でお葬式がありました。そのときに、町長は要らないけれども、医者を早く
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連れてきてくれというような言葉を第一声としてお聞きしたという経緯がございまして、そ

れ以来、私は、医師の確保というのは非常に大変だけれども、一番大事なことであるという

ふうな認識を今でも引き続いて持っています。 

  その中で、今具体的に診療所の名前が出ましたけれども、そのような情報も何回かお話し

して対応しなきゃいけないということで、一番大事なのは、榛原郡に医師会というのもござ

いますし、県の医師会もあります。やはり上部の団体の皆さんの意向等も聞きながら対応し

なきゃいけない、また確保しなければいけない。 

  それから、専門誌にいろいろ、これまでも補正でもお願いしました医師の確保のための募

集の関係、これも、これまでもいろいろな専門医の雑誌、いわゆる先生方がお読みになる専

門誌なんですが、そういうところにもお願いをしたという経緯もありますし、また今現在は、

県立総合病院が大変全国のモデル的になるではないかと言われるぐらいの、清水先生が一生

懸命、島田先生と一緒に対応していただいているということで、県立総合病院から、今度は

県のほうにもある程度相談をかけながら確保していく必要があるということで、まだ具体的

にこういう先生がお見えになるという話はありませんけれども、そのような努力を各課の職

員も含めて、また、榛原郡の医師会も含めて、そのような対応を現在させていただいている

ところであります。早いうちに、やはり診療所の先生が、油谷先生ですが、おっしゃってい

たもんですから、その対応は切れ目のないようにしないと、大変多くの患者さんが通ってお

られるということも承知しているもんですから、スムーズに移行できるような先生も探した

いというふうに思っておりまして、なるべくそのようなことのないようなことで、切れ目の

ないようなスムーズな移行ができるようなことを今あちこちへお願いしている状況です。ま

だ皆さんにはお知らせできませんけれども、努力をしていることだけはお伝えをしておきた

いというふうに思います。 

○議長（中田隆幸君） 答弁が終わりましたので、再質問を受けます。10番、鈴木多津枝君。 

○１０番（鈴木多津枝君） そういうことで、もし上長尾診療所にということになれば、また

いやしの里診療所みたいに町立ということもあり得るとお考えですか。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） まだどういう先生がお見えになるかわからないということもあります

し、以前からこれは正直言いますと、先生の考え方に従うしかないんではないかというよう

なことが、私自身は本川根当時から感じておりました。といいますのは、旧の中川根地区に

は、個人でやられている方、公設の方いろいろおるもんですから、それが一律にこうである

ということにはできないだろうということで、やはりせっかくこちらへ来ていただける先生

の意向を尊重した上で対応をするしかないんじゃないかなというふうに考えておりますし、

そのような方法でやらない限りは、先生の確保は難しいだろうというふうに考えております。 

○議長（中田隆幸君） 10番、鈴木多津枝君。 

○１０番（鈴木多津枝君） 招聘の待遇改善なども含めて、全力でやっていただきたいと心か
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らお願いいたします。 

  次に、２点目の待ったなしの若者支援・子育て支援の推進で人口減少に歯どめをという点

で、本当にこれも町のいろいろなきめ細かな取り組み、たくさん紹介していただきました。

それでも町民の人たちからは、もっと人口減少を食いとめるための目に見えた支援をしてほ

しいと。あれもこれも全て一遍にということは言わないけれども、毎年一つずつだけでも、

今年はこれをやる、来年はこれをやる、そういう町が本当に支援を取り組んでいるんだとい

う様子、姿勢を示してほしいという声がたくさん寄せられます。 

  それで、私もこれまで何回も質問、要望をしてきたわけですけれども、ほとんどできない。

そして、今も結婚、出産の支給額についても増額は来年度はないとはっきり言われましたし、

学校給食などにも、それでしっかり、それできちっと人口が増えるんなら、子供が増えるん

ならやってもいいような答弁がさきの議会でありましたし、本当に前向きに取り組んでいる

ということが町民にはなかなか伝わらない状態であるということをまず認識していただき、

待ったなしだということで、第２期総合計画ですか、その策定に合わせてなどと言わずに、

本当に来年度、もう待ったなしの取り組みで、何から始めようか、今年は必ずこれをやろう

というものを決めていただきたいと思います。そのためにいろいろやれることはあると思う

んですけれども、絞っていくためにも、そういう検討委員会、町民を巻き込んでといいます

か、子育てのお母さんたちに聞いてもいいし、若者を集めてもいいし、とにかく意見を聞い

て、これをやろうという優先順位といいますか、ここからやろうという決意を示してほしい

んですけれども、どうでしょうか。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） これをやれば全てが解決できるというのはないということは承知して

おります。その中で、今言われたように、あれもこれもいろいろやって、どれか当たるじゃ

ないかという方法もあろうかと思います。しかし、今までもいろいろな課において、それぞ

れそのようなことでやってきたけれども、なかなか実績として上がらなかったということが

ございましたけれども、私は、地名地区をある程度モデル的に見ていいではないかというふ

うに考えております。あそこは、あの地域だけですが、子供が増えた、若者が定住してくれ

たということがあるもんですから、それは何が効果があったということをやはり詳細に見き

わめる必要があるではないかということで、より具体的に来年度には対応していきたいとい

う中で、もう一つ大事なことは、先ほども議員からも言われましたけれども、やはり医療体

制がしっかりしていないといけない、それから、学校の教育関係もしっかりしていなければ

いけない、それと、やはり働く場所が確保できなければ、なかなか町外からは来てくれない

だろうと。 

  その中で、高度情報基盤も一つのツールではあるというふうに私自身は思っておりますし、

やはり若い人に魅力のあるこの町へ来ていただく。これでいろいろな、誰でもいいという話

じゃなくて、いろいろなそれぞれがこの雄大な自然の中で生活したい、子育てをしたいとい
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う方も数多くいることは承知しています。しかし、それがなかなかマッチングしていないと

いうことがあるもんですから、情報基盤を整備しながら、それらについても対応を考えてい

って、ここに魅力は十分あるもんですから、その魅力を発信していくことも相当必要ではな

いかと。具体的にここで何をやるではなくて、やはりそういう発信の機能も、もっと展開を

していく必要があるというふうに思っております。 

  いずれにしましても、やはりいろいろな課が連携を持って対応しない限りは、なかなか一

つのことで完結するというふうには思っておりませんので、いろいろなお知恵を拝借しなが

ら、それをまとめていくということが重要であるというふうに思っております。これは当然

ながら、企画サイドで相当まとめないと、まとまらないだろうというふうには考えておりま

す。 

○議長（中田隆幸君） 10番、鈴木多津枝君。 

○１０番（鈴木多津枝君） 確かに魅力の発信は足りていないと思います。知らないことが町

民の方々もたくさんあるんじゃないか、町でやっているいろいろな取り組みもそんなに知ら

れていないんではないか。広報などに時々出ますけれども、なかなか知られない、それが町

民の方々への認識になっていかないということもありますけれども、新しいことがそこに一

つ加わると、町民の方々もそこに注意がいくということもあります。ですから、ぜひそうい

う新しい取り組みも入れていただきたいと思います。町の努力は大いに認めるところですけ

れども、さらなる努力で、本当に待ったなしの人口減少対策ということでは、よく国会で身

を切るなどという言葉が出てきますけれども、みんなで一丸となってやっていかなければい

けないことだろうと思いますので、ぜひよろしくお願いいたします。 

  それでは、最後の情報基盤のことについて、町長、１件目も２件目も、情報基盤の整備を

何とかまちづくりに生かしていきたいんだということを先ほどから熱心に述べられておりま

す。それで私も、工事請負契約、最終的に賛成をして、私もこの事業が本当に町民に喜ばれ

る、町民がうちの町はこんなにすばらしい町だよと言える事業にしなくてはならないという

覚悟は持っています。でも、余りにも町のこれまでの進め方が逆さまだったんではないか、

町民の人たちがそこに不安の気持ち、不安の声をなかなか解消することができないでいる、

そういう状態を私はこれまでもずっと行政に届けてまいりました。 

  今回、一般質問に出させていただいたのは、その中でも、先ほど町長も答えていただきま

した800円という端末機の維持管理費を町が運営業者へ払うということについて、15日の特

別委員会で初めてプロポーザルの中にもそういう計画が入っていたんだということを聞きま

した。そして３月議会の、先ほど町長は３月16日のときの資料にも、予算の資料でも配付し

てあると言われました。でも、多くの議員が私はそのことを気がつかなかったんではないか

と思うんです。私も気がつきませんでした。まだ時間がなくて、その資料も探すことができ

ませんが、私の認識の中では、ＩＰ電話をつけた場合は500円負担がかかりますよ、そうい

う認識が私には記憶があります。でも、町がＩＰ電話を全戸に配布するとした時点で、町民
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にはただですよと言った、そのことで私はただになるんだという認識しかありませんし、町

がその代わり800円払います、あるいはその分の500円を払います、そういう説明はなかった

んじゃないかと思うんです。 

  なぜなら、６月議会の一般質問のとき、私は、運営業者となる東海ブロードバンド社の運

営費について、中国ブロードバンド社は安芸高田市で端末機の使用料を月500円で１万3,000

世帯から7,800万円ほど入っているが、当町では端末機は無料ということで、運営業者には

インターネット収入と月60万円ほど、年間にして720万円ほどの情報依頼費、町が払う1,600

万円の経費しか入らないけれども、もし赤字経営になった場合、行政はどう対応するのかと

質問しましたが、提供するサービスへの加入者を増やすことを目的とする施策などを行い、

経営そのものへ助成をするということは考えていないという答弁、また、ＩＲＵ契約でどの

部分を運営業者とやりとりするかとか、実際の運営費などについてはこれからの話となるな

どと言われ、現状５年間は、会社としては資本金を食ってもやりますという話ですとの答弁

しかなかったわけです。私が一生懸命心配して聞いても、この答弁しかなかったわけです。

端末機の維持管理費を町が払うなどという答えは全くされませんでした。 

  実際３月議会で配付されました資料で、高度情報基盤整備事業維持管理費用負担の一覧表

というのが配付されましたけれども、そこにはサーバー管理費、回線監視費、障害時保守費、

通信機器保守費は町が業務委託費として運営業者に支払うものだが、ＩＲＵ契約で業者が町

に支払う賃貸借料の相当額となり、相殺されて実際の金銭のやりとりはありません。運営業

者の支出経費は、上位回線費用、人件費、販売促進費、これらは運営業者が持つ費用で、町

の負担は、設備光熱費、支障移転費、電柱共架料、占用料、電波利用料で約1,100万円と修

繕費用500万円の1,600万円ぐらいを考えているという説明しかなかったわけです。ここでは

通信機器保守費はＩＲＵ契約で相殺されるものに入っており、それからも端末機の維持管理

費を町が払うなどという説明は、９月議会の一般質問への答弁まで一切されませんでした。 

  昨年12月のプロポーザル時に計画に書かれていたということであれば、そのことが15日の

特別委員会でも、先ほどの町長の答弁でも言われたわけですけれども、なぜ６月議会のこの

私の一般質問のときに説明をされなかったのか伺います。 

○議長（中田隆幸君） 企画課長、山本銀男君。 

○企画課長（山本銀男君） それでは、お答えいたします。 

  今回の800円ですけれども、２月21日、事業者が今回の提案につきまして説明を行ってお

ります。そのときには資料の配付は行いませんでした。運営事業者が来て、社長がその中で

一連の今回の内容についての説明をした中に、基本料金ということで、ＩＰ告知端末機、電

話に係る分、告知端末機の基本料金として800円という説明、プロポーザルと同じ内容です

けれどもそのような説明を行っております。 

  それで、３月13日の議会の当初予算の説明会の中で出ておりますのは、運営事業者が提供

するサービス内容と料金体系ということでお示しをしてございます。これは、基本的には利
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用者が支払う分としての資料でございました。基本料金、光のプランによる料金、法人向け

のブロードバンドサービス、その他インターネット関係のウエブメールサービス等の資料が

ございます。そして、ＩＰ電話サービスということで、３番目に町内ＩＰ電話サービス、

050ＩＰ電話サービスということで出ておりました。そのときは利用者の方、住民の方に、

あくまでも月額料金、そのときは500円を一つのめどとしてお支払いをいただこうというの

が町としての方針でございました。 

  その後、町としてＩＰ告知端末を各世帯に設置をしていただくにはどうしたらいいかとい

うことを十分検討をしてまいりました。町からの情報発信をするのにＩＰ告知端末が入る世

帯と入らない世帯がある。町の情報をとらない世帯がある。電話では、断れば電話を使わな

くて町からの情報だけでいいのか。その方は何も払わないで、電話料金を払わないでＩＰ告

知端末機だけあれば町の情報は得られるのかというような、そのような当初予算のヒアリン

グ等の中でも御質問がありました。町としては、各世帯につけて情報を共有していただきた

い、緊急時の情報も得ていただきたい、地区の中での新しい住民のコミュニケーションのツ

ールをつくっていただきたいということで考えていく中で、ＩＰ告知端末、電話サービスも

含めて、またその告知端末をサポートする、使っている方から、困ったときに電話対応をし

ていく体制をつくっていく。そのことで皆さんが、全世帯が入りやすくなる。それによって

入る方と入らない方がいて混在をするような形を避けようということで求めた形が800円、

町でサポートも含めた全ての料金を町が持ちますよという形、方針を決めさせていただきま

した。それが９月のときにお話をした800円という数字となります。 

  それと、赤字はどうするのかということですけれども、そのときには赤字の補塡はどうす

るのか、経営への支援はというお話でございました。経営への支援という形は考えておりま

せんでした。インターネットサービスをＩＲＵ契約によって運営事業者が運営していく。そ

こには恐らく想定する、当時は900件ということもたしかお答えをしているかと思います。

900件の方が加入してやっていく。そのほかの部分は、ＩＰ告知端末の電話料金等も含めて

の話だと思いますけれども、当然町からお願いをする、業務として、役務の提供としてお願

いをする分は委託料としてお支払いはしなくてはいけない。それはＩＲＵ契約による相互で

相殺をする部分には入っておりませんので、それは町として、当然サービス提供する上で町

がお支払いしてサポートする、管理運営をしていく部分としての必然的な料金という考えで

ございます。 

  ただ、入らなくて、人が増えなくて、なおかつその赤字の部分はどうするのかということ

は、その時点ではお答えようがございませんでしたので、そこは考えておりませんという、

そういう趣旨での私のほうの発言でございます。決して５年間、今回も５年間の経営計画等

を提案していく中では示しておりますけれども、それは決して今、実際どうなるか、正直言

ってわかりません。今回運営が始まってからの話となります。その中で、先に赤字が出たら

補塡しますよというようなことは、それは当然言えることではないし、今は考えられないこ
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とですので、当時、私のほうのお答えとしては、それは考えておりませんというふうにお答

えをしております。 

○議長（中田隆幸君） 10番、鈴木多津枝君。 

○１０番（鈴木多津枝君） 全く私の質問に答えていないですよ。町長どうですか、今の説明

を聞いていて。町長は当選して、各地区へ、24カ所ですか、説明に回ったときに何と言われ

ましたか。今度のこの事業は、使わない人、必要ない人は負担はないんだと。必要な人だけ

からもらうんだから、何も必要ない人からはもらわないんだよ、そういって説明をされたじ

ゃないですか。覚えていますか。 

（「覚えています」の声あり） 

○１０番（鈴木多津枝君） 覚えていますでしょう。 

  だけど、12月のプロポーザルで800円が書かれていた。それは、今の課長は、最初は町民

からもらう方針だったと言われましたよ。町長の説明したのと課長の今の答弁と全く違うじ

ゃないですか、どうなんですか。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 結果的に町民負担はなしにしようということでまとまったということ

で、当初の目的どおり町民の負担はないということで、間違いないというふうに思っていま

す。 

○議長（中田隆幸君） 10番、鈴木多津枝君。 

○１０番（鈴木多津枝君） では、町長はプロポーザルの業者の計画書を見なかったんですか。

800円の負担について。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 当然ながら見ています。それが全てが頭に入ったとは言いませんけれ

ども、見て対応はしたつもりでいます。 

○議長（中田隆幸君） 10番、鈴木多津枝君。 

○１０番（鈴木多津枝君） その上で町民の人たちに、使わない、利用しない人たちは端末機

をつけてもただですよ、町が出しますよ。そこでもう12月から１月にかけての説明会でおっ

しゃっているわけですよ。なぜ、全然課長の説明と違うじゃないですか。 

○議長（中田隆幸君） 企画課長、山本銀男君。 

○企画課長（山本銀男君） ＩＰ告知端末、電話を使わなくても維持費はかかるということで

す。町長がおっしゃったのは、ＩＰ告知端末を世帯にやりますよ、電話を使わなければ利用

者の方は、前にも言っていましたように、戸別受信機に代わるものだから、そこの部分で言

えば、町からの緊急情報をとるために利用者は何も払わなくていいですよと。電話も使わな

ければ、そのまま利用者の負担は一切ございませんよという、そういう意味では、利用者の

負担はないということです。 

  ただ、機器の保守管理は当然かかってくるものです。それは町としても見なくてはいけな
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い部分なので、当然町としては見るということで。だから、電話に加入する方は500円の負

担をというのは、おっしゃったところは同じだと思いますけれども。 

○議長（中田隆幸君） 10番、鈴木多津枝君。 

○１０番（鈴木多津枝君） 誰がおっしゃったんですか、500円をと。 

○議長（中田隆幸君） 企画課長、山本銀男君。 

○企画課長（山本銀男君） 説明会のときにも、利用者の方から、パンフレットの後ろには電

話を使う場合には料金はいただきますよと。それはもう最初の説明会のときにも示してござ

いました。ですので、そのときには利用者からいただきましょうというその姿勢は出ており

ましたので、今回その電話料金も全て町が見ますよという形です。 

○議長（中田隆幸君） 10番、鈴木多津枝君。 

○１０番（鈴木多津枝君） 山本課長が憎いわけで言っているわけではありません。課長の優

しい誠実な姿勢に私はほだされて、本当に誠実に進めてくださっていると信頼をして、８月

の工事請負入札契約に山本課長や総務課長の前向きな、入札会も公開したりとかそういうこ

とで、本当に町が町民に正しい情報を出していくんだという姿勢を私は信じて賛成をしまし

た。 

  でも、その後になって、それまで心配していた運営業者の運営経費について、800円、町

が払います、そういうことを９月議会で言うまで実際に答えなかったんですよ。６月議会で、

先ほど長く聞きましたよね、質問で述べましたよね。そのときに一言も答えなかったじゃな

いですか。いえ、業者は端末機の800円が町から入りますとなぜ言わなかったんですか。 

○議長（中田隆幸君） 企画課長、山本銀男君。 

○企画課長（山本銀男君） そのときには、町が全て見るということは決定をしていなかった

ので、町が出すとは言い切れなかったということです。 

○議長（中田隆幸君） 10番、鈴木多津枝君。 

○１０番（鈴木多津枝君） じゃ、いつ全て出すと決定したんですか。また堂々めぐりですよ。

12月のプロポーザルでもう示されていたという答えだったんですよ、15日の委員会では。と

ころが今は、まだ決定していないから６月の議会では出せなかったって、また違う答えにな

りましたよ。いつ決定したんですか。 

○議長（中田隆幸君） 企画課長、山本銀男君。 

○企画課長（山本銀男君） 一つ大きな点は、利用者が出すか町が出すかのその判断基準の決

定の時期が６月では決められていなかったということです。利用者からいただくという話が

あって、皆さんに説明をしてきた経緯がありますので…… 

○１０番（鈴木多津枝君） いや、そんなことはないです。 

○企画課長（山本銀男君） そうです。当初、我々が10月に歩いたときには、もう無料ですよ

とはっきり言っていますけれども、当初、町長、12月から入ったときには、ＩＰ告知端末の

電話料金等は利用料金がかかりますよと。それは、そのことに関しては間違いないです。今
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回、電話料金も含めて町が見ますよとはっきり決定したのは、この前の９月で私が言ったそ

のときです。ですから、６月の時点では、町が全て見ますというようなことは、そこまでは

まだ決定はしていなかったということです。 

○議長（中田隆幸君） 10番、鈴木多津枝君。 

○１０番（鈴木多津枝君） ということは、町長は12月から１月、２月の最初にかけて一生懸

命寒い中を回られましたよね、懇談会に。そして町民の人たちに、町民の負担は使わなけれ

ばかからないよとおっしゃって歩きましたよね。使わなければかからないと。使わなくても

基本料金500円はもらおうかなと思っていたなら、使わなくてもかかるじゃないですか。な

ぜ使わなくてもかからないと言われたんですか。最初はそういうふうに、町民からもらう可

能性もあると課長は言われましたよ。町長は、それなのにかからないよと説明して歩いた。

決まっていなかったことを説明されたんですか。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 使わなければ町民の負担はありませんよということは申し上げて24カ

所回りました。間違いないです。 

○議長（中田隆幸君） 10番、鈴木多津枝君。 

○１０番（鈴木多津枝君） ということは、基本料金500円の請求はないよということですよ

ね、そのことを言ったわけですよね、町長は言われたわけですよね。使わなくても基本料金

はかかりますよとは一言も言われなかった。でも、今の山本課長の説明では、最初は町が出

すのか町民からもらうのかまだ決まっていなかったから６月まで言えませんでしたと言って

いますよ。それを町長は、使わない人にもかかるかもしれない、まだ町が決定していない、

そのことを町民の人、使わなければ全然かかりませんよと。基本料金かかるかもしれない、

そういう状況のときに言われたということですよ。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 町民から負担はいただきませんよという話をして、使う方には利用料

を払っていただくという説明を24カ所でしました。それだけです。 

○議長（中田隆幸君） 10番、鈴木多津枝君。 

○１０番（鈴木多津枝君） だから、山本課長が説明している、基本料金は町民からいただく

かどうか町が全部ですのかは、決まっていなかったから、６月議会の私の質問で、町が800

円出しますよということは言えなかった、全額町が出しますよとは言えなかったという、先

ほど言われたじゃないですか。６月まで基本料金を町が出すのか、町民が出すのか決まって

いないときに、町長は、基本料金はなしで、使ったときだけしかかからないよと説明をした

んじゃないですかと私は言っているんです。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 本質的に出発点が、同報無線に代わるものを全戸に入れたいという思

いがあるから町民から負担はいただきませんという話をして、光を使う場合には、当然利用
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者は、使う方は払っていただくのは当然。ですから、町民の負担のないような同報無線、最

低の整備をするということをずっと一貫して申し上げてきて、それに対しては町民の負担は

ないということを申し上げて、今現在そのような方向で進んで今いると。全然一貫している

と思いますけれども。 

○議長（中田隆幸君） 10番、鈴木多津枝君。 

○１０番（鈴木多津枝君） 町長の一貫した姿勢に対して、担当課ではそうではなかったわけ

ですよ。町民からいただくことも考えていたとおっしゃったじゃないですか、先ほど。だか

ら、６月まで全額町が見ますという答えはできなかった。運営会社にそのお金が行くんだよ

ということを言えなかったと山本課長は言われましたよ。町長の一貫した姿勢を私は支持を

してきました。だから賛成したんです。だけど、町から、私は当然ＩＲＵ契約の通信機器保

守管理費というところに入っているんだと思いました、だから端末機の費用は。それが相殺

されてしまうと、業者に入るお金は1,600万円と私は勘違いしていましたけれども、それは

払っていかなければいけないお金だから、運営業者が運営費として使えるお金ではない。あ

とは、町が委託する毎月の放送委託料みたいな、制作委託料みたいな60万円、年間720万円

と、それから修繕費の積立金、もしかしたらかからないかもしれないその500万円、そうい

うのと、あとはインターネットに加入していただいた経費が運営業者に入るだけで本当にや

っていけるんですかということを私は本当に全協でも本会議でも聞いたわけですよ。３月に

も聞きました、３月議会でも聞きました、６月議会でも聞きました。 

  でも、担当課長から、いえ、町が払う考えもありますとか、払うことを検討していますと

か、そういう説明は一度もなかったことを、私はそこで通ってきて、町を、私はすごく信頼

してきたところで工事請負契約の締結が出され５億円も安くなった。ああこれなら町は大き

な負担を将来背負わなくていいだろう。だから、本当に町長が言われるように、町の将来の

ために、若い人たちも欲しいと言っている人たちもいらっしゃるし、高齢者の方でも強く欲

しいと言われる方もいらっしゃいます。要らないという方もいらっしゃいます。でも、要ら

ない人には、負担がかからないならいいんじゃないか、町の負担もそんなに大きくないから

いいんじゃないか、そう判断して賛成をしたんですよ。でもその後に、そうではない、

3,000万円も町が毎年毎年払い続ける。3,000万円のお金をそんなに簡単に軽く考えているん

ですか、議会にも報告もしないで。私はそこが議会軽視だと言い続けているんです。3,000

万円の支出をどう考えているんですか。 

○議長（中田隆幸君） 企画課長、山本銀男君。 

○企画課長（山本銀男君） 3,000万円の支出、全町民に同じ条件ではございませんけれども、

光と無線の違いはありますけれども、全世帯に設置をして同じサービスを受けられる、１世

帯年間１万円、それを町で見ていく。私は大変貴重な財源を使って各世帯に平等にサービス

提供ができるということは、町のこれからも財源を手当てしながら続けていく必要がある貴

重なものだと考えております。 
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○議長（中田隆幸君） 許された質問時間は30分を過ぎましたので、ここまでといたします。 

  これで10番、鈴木多津枝君の一般質問を終わります。 

  ここで40分まで暫時休憩をしたいと思います。 

 

休憩 午前１０時３０分 

 

再開 午前１０時３９分 

 

○議長（中田隆幸君） それでは、休憩前に引き続き会議を再開します。 

  ７番、太田侑孝君、発言を許します。７番、太田侑孝君。 

○７番（太田侑孝君） ７番、太田侑孝です。 

  通告に従いまして、３点ほど一般質問をさせていただきます。 

  情報基盤整備の関係、耕作放棄地の関係、それから小中学校の教育ビジョンについての３

点であります。 

  まず、情報基盤整備事業の工事の進捗状況についてでありますが、今年６月議会の初日に

工事関係の補正予算３億8,000万余を追加、急遽議決して、総務省への申請を早めたいとい

うことで急いでやったわけですけれども、その後、８月６日に指名競争入札を行いまして、

８月から来年の27年３月までの足かけ８カ月で工事を完了して、４月１日より稼働してサー

ビスを提供していきたいというような流れの説明が基本になって進捗しているわけでありま

すが、今現在の工事の状況について説明を求めるわけでありますが、わかりやすく言います

と、多分2,000本前後の電柱共架、あるいは170カ所ぐらいの無線の支柱、あるいは光ケーブ

ルの共架というのがあるわけでありますが、今現在それらがどの程度どういうふうに進んで

いるのかを伺います。 

  また、そのほかには、局舎の設備センター、あるいは町内全域の伝送設備、利用者宅への

引き込み等々、工事予定時期についてどんなふうになっているのかもお伺いします。 

  二つ目の質問は予算についてでありますが、この情報基盤整備の関係では、一般会計の予

算では12月の補正後、町の予算は83億6,000万円以上に膨れ上がって、膨大なかつてない予

算になっているわけでありますが、平年の65億前後のころと比べますと、情報基盤整備のも

のが膨らんで大きくなっているわけであります。 

  そういう中で、情報基盤整備の工事のほうは18億6,000万余の予算となっていたわけであ

りますが、幸いにして指名競争入札によって12億9,300万円となったわけであります。その

差額は約５億6,000万ぐらいありますけれども、町にとっては非常に貴重な財源であります

ので、この差額をいつ減額補正するのかを伺いたいということでございます。 

  次に、耕作放棄地についてでございますが、耕作放棄地といいましても、ほとんどが放棄

茶園であろうかと思いますが、ここ四、五年、年々増え続けておりまして、今年あたりは相
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当増えているではないかと思います。多分ここ四、五年の調査データしかないと思うんです

けれども、今現在の今年の状況について報告をお願いしたいと思います。 

  放棄茶園になるという要素としては、川根本町の少子高齢化や人口減少、後継者不足の問

題があるかとは思うんですが、大枠ではそういった事情があるとは思うんですけれども、実

際どのような要因で放棄茶園が発生しているかということを、改めて説明できたら報告をお

願いしたいと思っています。 

  実は、昨年11月、町長と町内の南部のほうの農業視察を行ったわけでありますけれども、

また、お茶の凍霜害にも出かけたわけでありますけれども、そのころから町長のほうとして

は、農業政策としてお茶の篤農家の支援、あるいは転換作物への支援、それから、放棄茶園

対策というような、大きく三つに分けて政策をお考えであったかと思っております。 

  私は、きょうの質問としては、この放棄された茶園をどうするかということについて提案

しながら質問していきたいというふうに思っております。 

  実は５年くらい前になりますけれども、町の農林業センターで５種類の緑肥という「緑」

の「肥え」、草ですけれども、これをテスト栽培していただきました。その５種類の中で、

もうみなさん御存じかと思うんですが、ナギナタガヤというのが一番有効性が認められまし

た。このナギナタガヤの種をまいておけば、通常の雑草が侵入してくること、あるいは雑草

の繁殖を防ぐわけでありまして、そこへナギナタガヤが生えてくれば、果樹園としてもでき

ますし農地の保全ができるというものであります。 

  梅高区内におきましては、四、五年前から私がいろいろ教えてあげたりしてやってきまし

て、その成長ぶりを区民の皆さんは見ていますから、今現在、梅高区内で10カ所くらいはも

うこれでやっております。お茶をこいでナギナタガヤをまいて果樹を植えているというよう

なところが10カ所ぐらい今ありますので、梅高の区内での主要道路沿いには放棄茶園は１カ

所もありません。山沿いに１カ所ある放棄茶園が、栗の木と梅の木が植えられているという

程度でございます。これは、産業課でも当然知っているわけでありまして、今後これを広め

ていっていただきたいなと思っておりますので、産業課でも御存じのとおり、これを補助要

綱として要綱をつくって町民の皆さんに広めていっていただければ、非常にこれは有効で、

とりあえずすぐできる手当てじゃないかなと思いますので、ぜひこの点について、どんな状

況で考えられているかを伺います。 

  それからもう１件は、転換作物等ありますので、農業機械の関係について、やっぱり補助

金の要綱を整備し直して見直していただきたいというところでございます。特に今までは乗

用型の大型お茶刈り機は補助要綱があったわけでありますが、今、転換作物で必要としてい

るのは、若い人たちが転換作物をやろうとする場合には、トラクターの大きいのが必要にな

ってくるわけであります。かなりこれは高額なものが多いわけでありますので、中古でも結

構ですので、対応できる要綱で補助金を出していただけたらと思いますし、自然薯でいえば

土の掘り上げ機等も必要になってきますので、そういう新しい転換作物で頑張る方々に、機
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械が一番合理的で重要な存在でありますので、これの要綱を整備していただきたいという考

えをお聞きしたいと思います。 

  それから、３番目のところは、川根本町の小中学校の教育ビジョンについてお伺いします。 

  当町には、現在四つの小学校と二つの中学校があります。少子化が進む中、平成21年ころ

だと思うんですが、小学校の複式授業が始まるとの心配とか不安が大変広まった時期がござ

いました。学校の統合についても、この辺から議論が沸き起こってきた経過でございます。 

  実際には、23年度から南部小学校の２、３年生が複式授業が、教室が始まったというのが

実例でございます。この複式授業の学習の効果や友だちづくりあるいはスポーツの関係等、

学校生活の効果について心配する声も高まっておりますけれども、一方この５年間、約５年

近く、実は教育長が不在であったという点も非常に不安感を助長するようなことになってい

たというふうに思います。そうした流れの中で、昨年、幸いにして大橋教育長に御就任いた

だくことができました。教育長には川根本町での在住がまだ浅いと思われる中でありました

けれども、大変無理なお願いをして就任していただきました。しかもここ１年、急速充電で

充電をしていただいたという経過でございますので、そういう経過の中で、充電中にこの１

年間、川根本町の教育長としての施策、創意が十分行われたと見ておりますので、川根本町

の教育についての基本的な考えあるいは所信についてお伺いいたしたいと思います。演壇に

立つのは、正式には初めてじゃないでしょうか。所信表明だと思ってぜひお願いしたいとこ

ろであります。 

  二つ目としては、当然御存じかと思うんですが、複式授業とか学校統合等の心配を一掃す

るような一気飛びで、川根本町独自の教育ビジョンとして学力向上ネットワークプラン、こ

れを策定されました。とりわけＲＧ授業とキャリア教育には、既に大きな期待と注目が注が

れております。この教育ビジョンについて説明をいただき、一般質問をさせていただきます

ので、よろしくお願いします。 

  以上でございます。 

○議長（中田隆幸君） ただいまの太田侑孝君の質問に対し、町長並びに教育長の答弁を求め

ます。町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） それでは、太田議員の一般質問に対しましてお答えをさせていただき

ます。なお、３番目の教育関係につきましては、教育長のほうから答弁をさせていただきま

すのでよろしくお願いしたいと思います。 

  先ほどの鈴木議員の質問とダブる面があるかもしれませんけれども、答弁をさせていただ

きます。 

  本年８月12日に、臨時議会において工事請負契約の承認をいただき、これまで工事に着手

するための準備をしてまいりました。今回の工事の主要部分は、光ファイバーケーブルの敷

設と無線局設置です。特に光ファイバーケーブルの敷設につきましては、中部電力やＮＴＴ

西日本の既設電柱に共架等することになりますので、まず申請、許可の手続が必要になりま
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す。本工事を発注する前の調査・設計業務の中で、この申請業務に着手し、幹線部分の電柱

使用について関係事業者に申請手続をしてまいりました。 

  ＮＴＴ西日本につきましては、既に全ての電柱の使用許可をいただき、工事に着手できる

状況になっておりますけれども、中部電力につきましては、本数も多いということもござい

ますけれども、一部の地域で想定した期日を過ぎても許可の回答がもらえず、重ねて早期回

答についてのお願いをしているところであります。既に許可をいただき、工事に着手できる

地域については、年末になってしまいましたけれども来週よりケーブル敷設等に取りかかる

という予定になっております。 

  また、大井川鐡道の施設や設備をお借りして施工する箇所については、大井川鐡道の社員

が工事に立ち会う必要があります。１月より工事に着手することで、大井川鐡道との調整を

進めているところであります。 

  それから、予算執行についてでございますけれども、高度情報基盤整備事業に係る予算の

うち工事請負費につきましては、先ほどお話ありました18億2,500万、それに対し落札が12

億9,000万、同じく委託料については、施工監理業務料は2,700万円の予算に対しまして

2,100万で委託契約を締結しております。工程管理、各種の検査立ち会い、工程会議の開催、

関係機関との調整や変更図書、完成図書の作成を業務としております。現在の進捗状況でご

ざいますけれども、30％程度というふうに考えておりますので、御理解をいただきたいとい

うふうに思います。 

  それから、先ほど差額の関係はどうするんだというようなお話がありました。これにつき

ましては、当然ながら今後工事の変更等も出る可能性もあるという中で、全額ではありませ

んけれども、基金等にも新たに立ち上げるというような方法も検討する必要があるのかなと

いうふうには考えておりますけれども、まだ具体的にこうするということは決定しておりま

せん。これにつきましても皆さんと相談しながら対応させていただきたいというふうに思っ

ております。 

  それから、耕作放棄地についてでございますけれども、これは先ほどもお話ありました。

私も太田議員ともども町内の農地を視察してまいりました。まず大変耕作放棄地、いわゆる

放棄茶園が多いなということを痛感したというのが当時視察をしたときの印象でございます。 

  平成25年度における、農業委員会が把握している耕作放棄地と言われる農地の面積は

32.1haございます。今年度も農業委員会により調査を進めておりまして、集計の段階に入っ

てはおりませんが、面積としてはかなり増加した調査結果になると考えております。 

  町においては、平成21年度から第１期耕作放棄地利用再生事業に取り組み、５カ年間で

504ａの解消が行われてきました。そのほかに、町単独事業の特産物振興事業により、茶園

改植や耕種転換により農業振興と耕作放棄地の解消が行われた事例も若干ございます。担い

手という視点を捉えますと、耕作放棄地解消に取り組もうとしている農業者が出てきており

ます。個人農家のほか、農業生産法人でございます異業種からの参入も予定をしているとい
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うことも聞いております。 

  町といたしましては、耕作放棄地を発生させないことが第一と考え、耕作地のまま農地を

利用する農業者に移行していく流動化に取り組みます。その受け皿として、農業者の育成を

同時に行ってまいりたいというふうに思っております。この基本となる計画が川根本町人・

農地プランであり、このプランは平成24年度に策定をしてございますが、３月までの再精査

を指示しております。 

  耕作放棄地再利用事業に取り組もうとする農業者は、同時に経営拡大志向のある事業者で

もあります。耕種としてもお茶だけではなく、先ほど申しておりましたように、川根本町の

地理条件や気象、気候条件に適した作物との複合経営が経営手法となっていくと考えられま

す。このことから、複合農業により経営を拡大しても安定した農業ができる町の農業の担い

手として育成をしていくための支援の拡充を図っていく必要があるというふうに考えており

ます。 

  農業者の意欲が最も重要と承知しておりますので、農業者が意欲的に農業に取り組める環

境を町・農協と協力をして、さらに農業委員の皆さんの知見をもって、適切に監督していた

だけるようにしていきたいというふうに考えているところでございます。 

  先ほど具体的にナギナタガヤの関係、それから５種類の品目があるというお話、柚子の関

係、それから今、柿も初めておりますし、いろいろな作物、以前調べましたら20品目ぐらい

の作物を今転換しているということも承知しておるもんですから、そのような中で、やはり

１カ所ぐらいはモデル地域をつくって、町が全面的にバックアップしてつくるそのようなモ

デル、転換作物をやっているモデルを町として認定するといいましょうか、ＰＲするような

ところも必要ではないかというふうに考えております。やはり一つのモデルがあれば、それ

をごらんになって、梅高へ行ってみるという方よりは、もっと沿道でそういうところがあれ

ば、そういうところもつくっていければ、将来の転換のモデルになるではないかというふう

な考え方も持っておりますので、またいろいろな知恵をいただければありがたいというふう

に考えております。 

  当然喫緊の課題でございますので早急な対応と、そのほかにも具体的な農機具の関係もご

ざいましたけれども、それらも全面的にバックアップする、それが意欲につながればという

ふうに思っておりますので、また御指示をいただければありがたいというふうに思っており

ます。 

  ３番につきましては、教育長のほうから。 

○議長（中田隆幸君） 教育長、大橋慶士君。 

○教育長（大橋慶士君） 太田議員のほうから、最初に質問ございました。その中で所信表明

のつもりでということだったんですけれども、私、登壇したのは昨年12月に就任して早々こ

こに登壇させていただきました。御祝儀相場で今後の小中学校のあり方についてどうかとい

うことの質問がたしかあったかと思います。そのときお答えをしましたけれども、私自身の
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基本的スタンスというのは、実は地方分権が進む中では、これは地方の教育というのは地方

が考えてなきゃいけないと。今までのように文科省のものというのは、文科省はもう既に教

育の弾力化ということに進んでおります。したがって、その中では、文科省が申し上げるい

ろいろな施策というのは、これはいわゆるミニマムスタンダードということです。ですから、

そういう中で、それぞれの地方に合った教育というのをしていかなければならない。そして

同時に、教育の基本的なスタンスは子供の立場に立つということでやらなきゃいけないだろ

うという、そういう思いで私は教育長に就任させていただきました。 

  その中で、当然昨年12月に御質問ありましたように、あり方協議会というのが立ち上げら

れていて、その中で複式学級とか、それから小規模化をしていく。その小規模化の中で、い

わゆる子供に対する教育についての問題、これは必ずしも検証された事実ではないんですけ

れども、積極性に欠けるとか競争力がないとかいうような、それから固定化をしているとい

う、こういう問題というのがいわゆる一般的には出てきたわけです。 

  その中で私自身は、小中学校、もちろん高等学校もそうですけれども、それについての教

育の専門家ではありませんでした。大学教育には携わったことがございましたけれども、小

中高についての教育は携わったことございませんでしたので、その間、この１年ぐらいをか

けてというよりも、実際には１年なんかかけていませんでしたけれども、いろいろな各地の

教育の方法、それからいろいろな大学の教員が発表している論文等を読んで、ここの川根本

町、中山間地に合った教育というものがどのような方法が一番いいのか、単純に統廃合とい

うことを捉えるだけでなくて、この地域に合ったものをどう構築をしていくかということの

研究をさせていただきました。 

  そういう中で、今回、太田議員のほうから質問があった、いわゆる小中学校の教育ビジョ

ンという、学校教育ビジョンというものをつくらせていただきました。そして、その教育ビ

ジョンについては、既に幾つかの試行を重ねております。そして来年度から本格的に実施を

するということで、１年の間で何とか構築をできました。これは、ここの町内の小中学校の

校長さんをはじめ、教職員の方の協力があってのことです。実は、教育というのは現場の教

員の協力なしには、これは行えないということです。そういう意味で、全面的にここの学校

教育ビジョンについては協力をしていただけると。 

  それからもう一つ、これは当然のことながら、そういう学校ビジョンに関しての教育を展

開していく中で、これは大事なのは、当然、県の教育委員会がございます。県の教育委員会

のほうにも、川根本町の学校教育ビジョンというものを説明いたしました。そして、県の教

育委員会の中の義務教育課長ですね。この方は今、文科省から来ておりますけれども、この

方にもきちっとお話をしたところ、全面的に県の教育委員会も指示をするし、支援をします

ということで進んでいるものであります。そういう意味で、太田議員の言われた所信表明と

いうわけではありませんけれども、私の基本的なスタンスをまず申し上げて、それで、太田

議員の質問に答えたいと思います。 
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  第３番目の質問ですけれども、現在策定中の教育ビジョンというのは、学校教育とそれか

ら社会教育で構成をされております。次回の教育委員会での承認に向けて、今取り組んでい

るものです。 

  それでは、太田議員から質問のありました学校教育ビジョンに関して答弁をいたします。 

  平成17年の町発足時、町立小中学校６校に600人以上在籍した児童生徒数は、現在約350人

まで減少しております。町内の小学校２校においては複式学級の編制を余儀なくされており

ます。 

  こうした現状を危惧して、昨年度実施した学校の教育あり方協議会において、本町の今後

の学校教育について非常に不安視する声がたくさん出されておりました。これら保護者や地

域の方々の不安感を払拭し、そして川根本町のよさを生かした学校教育を展開するために掲

げたのが学校教育ビジョン「学力向上ネットワークプラン」であります。 

  町の子供たちは明るく純朴で、各学校において伸び伸びと学校生活を送っております。私

は、この子供たち一人一人を町の未来を担う宝物であると捉えております。また、本年度、

６小中学校に約70人の県費負担の教職員が配置されており、子供たちの教育を担っておりま

す。教員１人当たりの児童生徒数は６人以下と、県内一恵まれた状況にあり、このことは町

にとって大変大きな財産であると考えております。 

  学校教育ビジョンは、こうした「子どもたちは町の宝物」「教職員は町の財産」という理

念のもとに構築をされており、町全体の学校を緩やかな一つの学校と見立てて、これまで行

われてきた小規模校による個に応じたきめ細かな取り組みもさらに積極的に推進します。 

  具体的には、一人一人の自立に向けた「キャリア教育」と学校間の連携による授業実践

「ＲＧ授業」、先ほどの連携の授業ですけれども、これを二つの大きな柱として展開をし、

子供たちの生きる力を育むとともに、確かな学力の定着を図ってまいります。 

  キャリア教育では、単に卒業後の進路決定のための取り組みではなく、平成26年度から導

入したキャリアノートを活用し、全校的な取り組み体制により、組織的・計画的に具体的な

取り組みを積み上げます。個々に適したキャリア教育の９年間の積み重ねにより、子供たち

に自己肯定感や自尊感情をはぐくみ、学ぶ意欲と積極的な学習態度を養うとともに、子供た

ちの一人一人の社会的・職業的自立に必要なキャリア発達を促します。 

  ＲＧ授業、連携グループ授業は、学習内容に応じ、最適規模の効果的な学習の場をつくり

出す、町の財産である教員を最大限に生かした取り組みであります。学習内容や個々の習熟

度によって、同じ校種間の連携で最適人数の授業を創出するＹＲＧ、つまり横の連携グルー

プの授業、小中学校の連携による高い学習効果を狙った授業や活動を行うＴＲＧ、縦の連携

グループ授業を行い、基礎的な学力の定着を図るとともに、人的な交流学習の中で豊かな感

性と人間性を育んでいきます。ＲＧ授業の実践により、学ぶ楽しさを実感しながら、確かな

学力の定着が図られるとともに、学校の枠を超えた新しい人間関係の構築される中で、子供

たちの自尊感情や自己有用感、自己効力感が大きく膨らんでいくことになります。 
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  こうした小中学校９年間を見通した計画のもとに、教育実践を継続・蓄積することにより、

子供たち個々の自立に向けた確かな道筋を生み出してまいります。この教育ビジョンにより

身につけた能力や態度は、まさに本町の子供たちの未来を保障するものであり、中学校卒業

後の個々のキャリア発達の基盤になるものと確信しております。 

  既に申し上げたように、本年度試行をしております。それから、来年２月には、これはあ

る意味で、試行を踏まえた上での最終的なものを実施をするということで今進めております。 

  以上でございます。 

○議長（中田隆幸君） 答弁が終わりましたので、再質問を許します。７番、太田侑孝君。 

○７番（太田侑孝君） 情報基盤整備については30％程度というお答えでありましたけれども、

年末も押し迫っておりますので、１月、２月、３月、多分３月20日の木曜だったと思うんで

すけれども、わかりやすく言いますと、約3,000カ所への引き込み工事がありますよね。延

べ日数でいけば80日だか70日ありますけれども、平日だけでいくと55日ぐらいしかないわけ

なんですね。これを引き込みをやったり無線の受信機をつけながらやっていきますと、１日

50件前後の計算になるわけですよ、単純にしても。果たしてそこまで消化し切れるかどうか

という不安を持っておるもんですから、相当工事を急がせないと工期に間に合わないんじゃ

ないかという、まだ早いかもしれませんけれども、私はそういう心配をしております。 

  ですから、私が課長や室長に早くやれと言うんじゃなくて、工事関係者にそれこそ毎日行

ってでもどの程度の進行状況なのか、毎週行って急かさないとなかなか追いつかないんじゃ

ないかなという、大変な心配、不安を持っていますので、ぜひこれは進めていただかないと

大変なことになるんじゃないかなと思っています。その辺をさらに具体的に、どんな状況か

をお聞きしたいと思います。 

○議長（中田隆幸君） 企画課長、山本銀男君。 

○企画課長（山本銀男君） お答えいたします。 

  先ほど太田議員の質問の中にありました工事の予定の時期ですけれども、局舎につきまし

ては、１月、年明けからの工事を予定しております。それと、無線の基地局ですけれども、

当初130局を予定しておりました。そのうち既設の屋外スピーカーで46局、84局を新設する

ということでしておりましたが、無線エリアを光エリアにする、無線の中継局から各家庭に

線で光ケーブルで引くという、そういうような見直しの可能性を、今、総務省と協議してお

ります。その形になりますと、29局の新規の新設が減となりまして、最終的には55局の新設

というようなことも今想定されます。現在、用地の交渉中でありまして、用地交渉が終わっ

たところからは12月の末よりマストを立てていくというような計画でございます。 

  それと、引き込み工事ですけれども、既設の電柱への使用の申し込み、各世帯への訪問を

して同意をいただいているところでございます。できたところから１月下旬ごろより着手を

したいという形となります。 

  それと、中部電力の電柱への共架の申し込みの状況でございます。全部で共架調査の申込
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書の提出は19地区19冊になります。回答書の受領は11いただいておりまして、現在共架の申

し込みが９カ所で812の申し込みを行っております。応諾書のほうも、今月の末までにはそ

の９カ所がいただけるものと考えております。それから本契約になって進めていくこととな

ります。 

  実際この後の小籔議員の質問等にも進捗状況等ということで質問内容がございますけれど

も、確かにそういう意味では、期間的なものでは町のほうでも非常にちょっと危機感を感じ

ているのは事実でございます。 

○議長（中田隆幸君） ７番、太田侑孝君。 

○７番（太田侑孝君） 前回、９月にもちょっとその辺はお話ししたかと思うんですが、総務

省あるいは東海総通の関係でいきますと、補助金の関係でいくと、やっぱり年度内完了とい

う前提で補助金が出されているわけですから、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律というところにはまっちゃいますから、厳しくこれは執行してやっていただきたいと思

うんです。 

  それから、追質でもう１点は、９月にも質問したんですが、その後、Ｊ－ＡＬＥＲＴの敷

設についてはどのようになっているかお聞きします。 

○議長（中田隆幸君） 企画課長、山本銀男君。 

○企画課長（山本銀男君） Ｊ－ＡＬＥＲＴにつきましても、国、総務省のほうとの協議の中

に入っておりますけれども、基本的にＪ－ＡＬＥＲＴは町単独の設置の事業となります。で

すので、今の情報基盤の中の事業とではなくて、別のものとしてのＪ－ＡＬＥＲＴの設置の

工事が必要になると思います。本年度予算の中で対応していくということも考えております。 

  ただ、県等、またそういうところともいろいろ情報交換をしていく中で、Ｊ－ＡＬＥＲＴ

といいましても、金額的にもかなりのレベルの違いがあると聞いております。ですので、そ

この、どのような形のＪ－ＡＬＥＲＴの機能を引き続いていくような施設にするかは、防災

担当とも協議をしながら進めていくこととしたいと考えております。 

○議長（中田隆幸君） ７番、太田侑孝君。 

○７番（太田侑孝君） 今度の情報基盤整備については、防災というのが、あるいは住民の生

命、財産をどう守るかという緊急対応というのが、最近の広島の雨の関係でも、徳島の雪の

関係にみえましても、非常に差し迫ったことだと思います。Ｊ－ＡＬＥＲＴだけでなくて、

早目に全て整えていただきたいと思うんですけれども、私がなぜ予算の関係、執行について、

減額補正を言ったかというのは、これはまさしくＪ－ＡＬＥＲＴを別件でやっていくという

ことでいきますと、この18億数千万円の予算の中で消化するという性格のものではないじゃ

ないかなというふうに思っているからなんです。ですから、Ｊ－ＡＬＥＲＴを独自でやるな

らば、独自の企画提案をして、独自の補正予算なり新予算を組んでいくというようなめり張

りのきいたことをやっていただきたいというふうに思っておりますので、ぜひともお金の関

係の取り扱いは、前にもありました電柱の承諾書取りもそういうことでありますので、十二
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分に取り扱いについては注意してやっていただきたいと思いますので。 

  それからもう一つは、ＯＮＵのバッテリーの関係も、これは当初仕様書に入っていないと

思うんですよね。その点の取り扱いについて、今の件を含めて考えているところを説明して

ください。 

○議長（中田隆幸君） 企画課長、山本銀男君。 

○企画課長（山本銀男君） ＯＮＵのバッテリーにつきましては、それも総務省のほうとの協

議をしております。当然、ただ、補助対象とはなりませんので、つけることはいいんですけ

れども、ただ、その数、また、全ての世帯につけるかとかといろいろな問題はまだあるかと

は考えております。ただ、今どのような機器としてできるかということで、事業者のほうか

らの提案もいただいておりますけれども、やはり金額的には万単位、１基につきですね。そ

ういうような金額もかかるし、機器の大きさも、結構各世帯に置くにはちょっと大きなサイ

ズを提案されておりますので、その点も含めて改めて協議をしていきながら進めていきたい

というふうに考えております。 

○議長（中田隆幸君） ７番、太田侑孝君。 

○７番（太田侑孝君） それは停電対策ということなんですけれども、前回もちょっと触れた

と思うんですが、放送本部ですよね、発信基地、キー局ですよね。そちらの停電対策という

のはどうなっていたかもう一度確認したいんですが、お答えいただけますか。 

○議長（中田隆幸君） 企画課長、山本銀男君。 

○企画課長（山本銀男君） 当然センターのほうにはバッテリーもありますし、庁舎のほうに

も充電器が設置してありますので、いざ停電のときには設備はそちらのほうから電気をとる

というような仕組みを想定しております。 

○議長（中田隆幸君） ７番、太田侑孝君。 

○７番（太田侑孝君） 停電になるなというときは、大概かなりの災害状況が想定されるわけ

ですね、台風にしても何にしても。ですから、ちなみにキー局という、テレビ局でいいます

と、停電すると同時にディーゼルエンジンの発電機がうなり出すという対応になっています

ので、ぜひその辺も検討していただかないと、バッテリーの充電ぐらいじゃ間に合わないで

はないかなという気持ちも、今の徳島県の雪の災害を見ても思いますんで、それらも含めて

検討していただきたいと思います。その辺はどうでしょうか。 

○議長（中田隆幸君） 企画課長、山本銀男君。 

○企画課長（山本銀男君） 役場の庁舎のほうにはディーゼルエンジンが設置してございます、

２基ございます。ですので、そちらのほうの電源を確保するという対策をとることは可能だ

と考えております。 

○議長（中田隆幸君） ７番、太田侑孝君。 

○７番（太田侑孝君） それから、減額補正については具体的にはどうなんでしょうか、時期

的に。もう考えておりますか。 



－78－ 

○議長（中田隆幸君） 企画課長、山本銀男君。 

○企画課長（山本銀男君） ただいま総務省のほうと協議している中には、先ほどちょっと触

れましたけれども、無線エリアにおける各世帯への引き込み、それを無線受信機ではなくて

光ケーブルで引くということが、そのほうが将来的に樹木が大きくなって無線の障害になら

ないようにするにはいいことだろうということで、総務省のほうとも協議をして今やりとり

をしてございます。そのような設計変更等を得た上での補正対応となります。また、財源的

にも全体の事業費が固まっていく中で、合併特例債、基金等の繰り入れ等で県の補助金等の

絡みがございますので、事業の変更契約等が必要になってそちらのほうの数字が固まらない

と、最終的には数字が出せられないと思います。ですので、３月の補正対応の形になるので

はないかと現在は推計をしております。 

○議長（中田隆幸君） ７番、太田侑孝君。 

○７番（太田侑孝君） いや、そういう心配な点があるもんだから聞いたんですよ。というの

は、無線が危ない、機器が大きくなったりして。これを光にしておいたほうがいいと。それ

は初歩的な話でしょう。それのかかわる金額がどの程度かかってくるかまだわかんないと思

うんですが、それによっては、じゃ、基本設計は何だったのかということになるね、調査、

設計は。そういうことになると思いますよ。それは、川根本町のこの山の中で、木がいっぱ

いあるところで、今ごろそんなことを言って追加工事なり修正するというのは、もう少し説

明をしてもらわないと今後理解できない話じゃないかな。また振り出しに戻るような話にな

って、基本設計は何かということになっちゃいますよ。どうですか。 

○議長（中田隆幸君） 企画課長、山本銀男君。 

○企画課長（山本銀男君） 無線エリアまでは当然無線で飛ばして、中継局から飛ばします。

それで、各無線エリアとなる地域内の集落の中の各世帯をつなぐに当たって、当然将来的な

障害としてどうなのかということは、国との間でも協議は進めていく中で、案としてはござ

いました。それで最終的に、やはり今その無線エリアの中の光ケーブルで結ぶということが、

まず光の安定性についてもそのほうがいいだろうということと、あとは、やはり無線の受信

機に係る経費、そちらのほうが非常に多額なものがあるので、そことの絡みもございます。

ただ、やはりどうしても無線エリアの中におきまして、新たな電柱の共架する本数が増えて

きます。そういうことでいいますと、そこの経費は若干調査費等も増えてくるとは思ってお

りますけれども、最終的に無線エリアでも光ケーブルをつなぐことによって安定的なサービ

スの提供ができるであるというそこの点で、国との協議として、その変更内容について現在

やりとりをしているところです。 

○議長（中田隆幸君） ７番、太田侑孝君。 

○７番（太田侑孝君） いや、山の中で、山から山へ飛ばすと思っていたら、集落の中でのそ

ういうことだということになると、余計必要性があるのかというふうな疑問を持ちますし、

そのほうが安くいくというのは、工事請負業者がそれで16億が要は13億だから安くいくとい
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うような、私はへそ曲がりの受けとめ方しかできなくなっちゃいますので。どうなんですか、

そこは。 

○議長（中田隆幸君） 企画課長、山本銀男君。 

○企画課長（山本銀男君） 当然そこは変更契約の中で増える分と減る分は示していって、国

にも示さなくてはいけないところなので、それは必要な手続をとって進めますので、そのよ

うに間違いなくやっていきます。 

○議長（中田隆幸君） ７番、太田侑孝君。 

○７番（太田侑孝君） 結論の出る話じゃありませんので、１月下旬の全協でまた話ができる

ように準備をしておいていただきたいと思うんです。 

  次に、放棄茶園のことなんですが、実際これは、課長のほうではデータをとっていると思

うんですが、放棄茶園を粉砕して、茶樹を粉砕して伐根して、トラクターで整地してナギナ

タガヤをまくとすれば、大体10ａ当たりどのぐらい経費がかかるか教えていただきたいんで

すが。 

○議長（中田隆幸君） 産業課長、後藤泰久君。 

○産業課長（後藤泰久君） ナギナタガヤを入れて、今現在ですけれども、農産物特産事業補

助金ということで、10ａ当たりの補助の限度額が25万円ということになっておりまして、地

形にもよりますが、25万円前後ではないかと考えております。 

○議長（中田隆幸君） ７番、太田侑孝君。 

○７番（太田侑孝君） そういうことを町民の皆さんにはやっていただきたいんですけれども、

補助率はどのぐらい考えるんですか、町長。 

○議長（中田隆幸君） 産業課長、後藤泰久君。 

○産業課長（後藤泰久君） 現在の補助率ですが、基本的に２分の１、認定農家の方が６割と

いうことになっております。 

○議長（中田隆幸君） ７番、太田侑孝君。 

○７番（太田侑孝君） それで、これは農地の保全にもなりますし、実例でいけば、梅を植え

たり、梨を植えたり、ミカンを植えたりと、あるいはレモンを植えたりというような傾向、

柿も最近は多くなっていますが、このまま転換作物を植栽した場合は条件が変わってきます

か。どうなんですか。 

○議長（中田隆幸君） 産業課長、後藤泰久君。 

○産業課長（後藤泰久君） 現在の要綱では、補助対象者が中核農林漁業者となっておりまし

て、55歳以下の方または55歳以下の後継者がいる方、それから、１回の事業量が10ａ以上と

いうふうになっております。 

○議長（中田隆幸君） ７番、太田侑孝君。 

○７番（太田侑孝君） お茶をやめる方というのは、お年寄り夫婦で、もう年でお茶刈りも持

てないよと、作業ができにくいよ、あるいは、もう片方しかいなくなったもんでできないよ
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とか、高齢化による耕作放棄が多いという点と、それから、お茶刈って協同へ出しても赤字

になっちゃうよ、何なら年金つぎ込んでいるよというのは、結構そういう声が聞かれるわけ

ですよね。後継者がいないとか、それから家の周りの狭い茶畑だけれども困るよということ

が結構多いもんですから、認定農家だ何とかかんとかと言わないで、身近なところでどうい

うふうに認定するか。その実情に合わせた、あるいは町から見ても、観光から見ても、例え

ば横郷だったら、とてもうっちゃっておけないよというところに早目に手を打つというよう

な弾力的な要綱でないと、この少子高齢化の川根本町の中では、逆に転換作物もお茶の篤農

家も育ちにくいというふうに思いますので、その辺の考え方について町長はどうでしょうか。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 先ほどお答えしたときに、モデル的にやりたいという話をさせていた

だきました。これはいわゆる放棄茶園というのは、今言われたように、後継者がいない、や

る気がない、仕事ができないという方が非常に多いということでございますので、やはり今

の制度でいくと、なかなか限定されちゃって広がっていかないだろうということで、ある程

度の規制を緩和して対応しない限りは全体がよくならないだろう。特に、先ほど申し上げた

モデルというのは、やはり大井川鐡道の沿道、それから道路の沿道と、非常に見苦しいとい

うことで、果たしてそれでいいのかという方が非常に多いもんですから、その辺は特別に対

応する必要があるだろうというふうに思っております。 

  それには、この作業をする人といいましょうか、グループも必要になってくるという中で、

私、何かの雑誌等を読んでおりましたら、シルバー人材で若い人が対応してそのような作業

をやっているということを見ました。それは今、確認はできていないんですが、そのような

ことで、仕事はあるけれども人がいないという中では、当然ながら新しい展開を町として考

える必要があるということで、そういう作業チームといいましょうか、農業の後継者でもい

いんですが、そういう皆さんに新しく組織をつくっていただいて対応するというようなこと

も必要ではないかということで、それは新しいモデルとしてのやり方を少し検討してみたい

というふうに思って、今、指示をしているところであります。 

○議長（中田隆幸君） ７番、太田侑孝君。 

○７番（太田侑孝君） いや、少し検討ぐらいじゃなくて、とにかくどんどんやらないと増え

ちゃうですよ。私は、今年も横郷のところが大分、お茶粉砕してあると思うんですが、やが

て伐根していくと思うんです。下長尾のディサービスかわね、介護施設の。あの辺の周辺も

結構やっているんですよ。それで、通るたび、いや、もうちょっと待って早く要綱をつくれ

ば助かったのになとか、そう思う点が梅高の実例を見ていて思うんで、それは27年度、来年

４月１日に要綱が発表できるようなぐあいに、かなり弾力的に要綱を整備していただきたい

というお願いです、これは。トラクターのことも含めて、中古でも、うちのほうのネギ畑に

しても、若い衆が来ても、なかなか農林業センターのトラクター、大型、順番待ちだとか、

思うように使えないところもあるんですよ。柚子畑にしてもどこにしても、大型の消毒機械
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も、これは必ず欲しいわけなんですよね。ですから、柚子畑の中をトラクターが引っ張って

いくような動噴の形態も欲しいわけですので、あらゆるところにそういう機械補助をやって

いかないと、若い人を逆に呼び込めない点があるもんですから、ぜひそれも加えてお願いし

たいと思います。どうですか。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 今言われたことはそのとおりだと思っています。それをどのような形

で対応するかという具体的なことを聞きたいという御意見だと思いますけれども、27年度か

ら、当然ながら早急に対応する必要があるというふうに思っておりますし、機械の補助等に

ついては少し問題点も多少はあります。その辺も解消しながら対応をしていきたいというふ

うに思っておりますし、もう一つ、これも考えていただきたいのは、例えば放棄茶園を町で

やった場合に、いろいろな作物がなります。その対応をどうするかという細かい点も出てき

ますので、その辺の権利義務みたいなところも詳細を詰めながら、27年度に間に合うように

対応していきたいというふうに思います。 

○議長（中田隆幸君） ７番、太田侑孝君。 

○７番（太田侑孝君） 以前、町長は農業委員会のあり方、ありよう、活性化の点を言ってお

られたんですけれども、先だっては太陽光を視察にたしかいらっしゃっていたんですけれど

も、委員会の中で、ナギナタガヤの視察なり、柚子園の視察なり、幅広くアクションを起こ

すような活動をぜひお願いしたいと思いますし、そういう改革をしていただきたいと思うん

です。要綱の説明にしても、なかなか浸透していないんじゃないかなという気がしますので、

ぜひ重要な点で、農業委員会のほうも活用いただけたらと思います。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 農業委員会のほうの皆さんも大変心配している方が多いということも

承知しておりますし、現場を視察したときも、そのようなこともおっしゃっておりました。 

  その中で、今言われた転換作物についても、やはりこの町に合った対応を具体的に進めて

いる方が大勢おるもんですから、その皆さんをどう一堂に会して対応をしていくかというこ

とは大変重要なことだし、将来の川根本町の農業につながるというふうな意味も込めまして、

それぞれの委員会がたくさんこの町にはあるもんですから、それをばらばらでなくて、一体

感を持った対応ができるような組織づくりも必要というふうに考えておりますので、また御

指導いただければありがたいと思います。 

○議長（中田隆幸君） ７番、太田侑孝君。 

○７番（太田侑孝君） 次に、教育ビジョンの関係ですけれども、今度のビジョンは、県教委

のほうも大変全面的に支援するということで心強い限りであるわけですけれども、このビジ

ョンについては、県内とか全国的に見て同じようなことをやっているところというのはある

んでしょうか、どうなんでしょうか。 

○議長（中田隆幸君） 教育長、大橋慶士君。 
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○教育長（大橋慶士君） 私、冒頭に申し上げましたけれども、いろいろな全国のものを、教

育方法を研究させていただきましたということで、実はこの教育ビジョンの下地というのは、

議員の方々も視察に行かれました、宮崎県五ヶ瀬町のＧ授業というのが一つのモデルであり

ます。それともう一つは、五ヶ瀬のビジョンというのは、これが兵庫県香美町でも行われて

いるということです。そういう意味では、これから中山間地の教育については、こういうＧ

授業、いわゆる連携型の授業というのは一つのモデルになるだろうということを考えており

ます。県内では初めてだと思います。 

  この前、ちょうど伊豆の西伊豆とか東伊豆なんかも同じように小規模校があるわけですね。

そこの教育長さんと話していたら、それはいいねと。ぜひともこれは市町のいわゆる教育長

の会議でも発表してほしいという話がありました。来年度、幸いにも川根本町が市町教育長

の会議の発表の町としての当番校でありますので、そこで発表させていただく予定でおりま

す。 

  以上です。 

○議長（中田隆幸君） ７番、太田侑孝君。 

○７番（太田侑孝君） やはり県内でもそういうことでかなり注目されますし、これを定着さ

せるということでは非常に大変な仕事になるかと思うんですが、当然ながら教職の方も不安

や心配もあるでしょうし、なかなか理解できるようでいてできない点もあるでしょうし、戸

惑いもあろうかと思うんですが、そういう点では、町長は機構改革をやるって、やらないみ

たいなんですけれども、教育委員会の中に、このＧ授業プランを定着させて進行していくた

めには、進行管理室といいますか、指導室を置いたほうが、専門的に各４小学校、２中学

等々対応できるんじゃないかなと思いますし、人材もそこに置いて専門的にやっていく必要

があろうかなと。少なくとも定着する四、五年は必要じゃないかななんていうふうに私は勝

手に考えたんですけれども、その点についてはどうなんでしょうか。 

○議長（中田隆幸君） 教育長、大橋慶士君。 

○教育長（大橋慶士君） 今の件ですけれども、実は五ヶ瀬も、いわゆる教育委員会が主導で

はやっておりません。ビジョンについての大まかな大枠は出しておりますけれども、実際、

やっぱり教育というのは、現場の教員が納得をしてやらない限りは進みません。そういう意

味で、ここの川根本町でも、このＲＧ授業を進めるに当たって、きちっと教員の組織を教員

間でつくっていただきました。教員の間の組織の中で進めていくということで、教育委員会

は大枠しかタッチをしないということで、全面的に進めていくんですけれどもその点では十

分教員間の組織で対応できると思っております。 

○議長（中田隆幸君） ７番、太田侑孝君。 

○７番（太田侑孝君） といいますのは、そう言うから、別にもうそれ以上言うことはない気

がするわけなんですけれども、だけれども、来年、御存じのとおり、４月１日で地方教育行

政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律ということで、これは一部を改正する
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と言っているんですけれども、地方にとっては大変な改正になっているんですね。町長の立

場もかかわってきますし、身を乗り出してやらなきゃならんと思っていますけれども。そう

いう点からいきますと、学校運営に関連するものについては、教育委員会単独の組織図でい

いのか、会議をつくったほうがいいのかとか、いろいろあると思うんですよね。ですから、

その辺の整合性といいますか、新しい形の教育行政のあり方という点での組織の構え方とい

うのが変わってくるかと思うんですが、その点はどうなんでしょうか。 

○議長（中田隆幸君） 教育長、大橋慶士君。 

○教育長（大橋慶士君） 今の件は、いわゆる、簡単に言えば教育委員会制度の改正なんです

けれども、これについては、首長が教育に関するいわゆる最終的な責任者であるということ

が明確にされております。その中で、首長部局の中に総合教育会議というのを設けるという

ことです。そのメンバーは、首長と教育委員会、教育委員から構成されるということです。

それと教育長ですね。新教育長、新しい制度における教育長から構成をされるということに

なっております。ですから、そこで協議をしたり調整をしたりということで、町の教育とい

うものを進めるということでございます。 

  そういう意味で先ほど言った町長部局の中にあります。ただし、これ今回の一部改正とい

う意味合いは、実はいわゆる国会でも非常に議論がありました。これは、一つは、民主党な

んかは教育委員会制度を廃止しろと言ったんですね、当初。そういう意味で、教育委員会制

度を残しつつ、首長に最高責任を持たせるという、そういう意味で、ある意味では折衷的な

案かもしれませんけれども、従来の制度のよさを残しながらという意味合いでつくられたも

のであるということです。そういうことで、総合教育会議の中で、いろいろ今後の町の教育

についての方針というものが設定されてくると思います。ですから、町長独自の考え方では

いかないという、そう言うと町長が、町長独自の考え方じゃなくて、やっぱり合議で行われ

るということだけは申し上げておきます。 

○議長（中田隆幸君） ７番、太田侑孝君。 

○７番（太田侑孝君） 今度のその教育ビジョンについては、大変私も期待しておりますし、

注目されていくことと思います。それにつけても27年度からということで、もう間もなく動

くと思うんですが、やはり教育委員会はもとより、学校関係者も理解されて意欲的だとは思

うんですけれども、まだまだＰＴＡの皆さんとか保護者の皆さん、あるいは地域の皆さんが

どのようにこれを理解していただいて、また注目していただくかということが非常に重要に

なってきますので、地域の方々に見守っていただき育てていただくためにも、地域での説明

会をどのように計画されているのか、ぜひそこのところを最後にお聞きしたいと思います。 

○議長（中田隆幸君） 教育長、大橋慶士君。 

○教育長（大橋慶士君） 昨日、校長会がありましたので、校長会のほうで、まず議員の方々

にお示しをした学校教育ビジョンについてのコピーをそれぞれ保護者の方の数だけ渡して、

それぞれの学校の校長さんから保護者の方に説明をしていただくということにしております。 
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  あと、地域の方々ということに関しては、今後一つの方法を考えたいと思いますけれども、

町の教育研修会等を通してその中で呼びかけをするということも考えております。まだ具体

的には決まっておりませんけれども、周知徹底をするという方向性では、教育委員会として

も考えております。 

  以上でございます。 

○議長（中田隆幸君） ７番、太田侑孝君。 

○７番（太田侑孝君） いろいろ御答弁いただきまして、ありがとうございました。 

  以上で質問を終わらせていただきます。 

○議長（中田隆幸君） これで太田侑孝君の一般質問を終わります。 

  ６番、芹澤廣行君、発言を許します。６番、芹澤廣行君。 

○６番（芹澤廣行君） ６番、芹澤廣行です。 

  事前通告に従って、平成27年度の川根本町の観光事業の振興について、３項目にわたり質

問を行いたいと思います。 

  その前に、この間、長きにわたり、他の観光地と同様、本町への観光客の入り込み人数、

宿泊客の減少は、残念にも継続し続けております。これが現実だと私は認識しております。 

  しかし、この低迷する観光産業の再度の隆盛、復活を模索する中で、光明を見出すことが

あったことも事実であります。一つには、一昨年、「死ぬまでに一度は渡ってみたいつり

橋」と紹介された寸又峡の夢のつり橋を目指して、紅葉の時期に多くの観光客が来町してく

れたことは記憶に新しいことであります。二つ目として、本年大井川鐡道に導入されたかの

トーマスの営業運転開始より、７月12日から追加運行が終了した10月22日までの間、金谷、

新金谷、千頭に至る大井川鐡道本線及び並行して走る県道、国道沿線の車両の数は増大し、

大井川鐡道の収益の向上、千頭駅周辺、奥大井温泉の宿泊客の増加、県道、国道沿線の観光

客を対象とした商店の売り上げは予想以上に向上したと聞いております。また、12月16日、

一昨日に決定したと聞いておりますが、来年度のトーマス号、新規参入のジェームス号の営

業運転日は、トーマス号74日間148便、ジェームス号14日間32便と大幅に増便したとのこと、

大変うれしいニュースだと思っております。イギリス生まれのトーマス、ジェームスが大井

川線を走り、ヒロたちが千頭駅に待っているということは、地元静岡県のみならず全国的に

有名になることと私は確信しております。 

  思えば今から46年以上前、昭和43年３月に寸又峡で勃発した事件の内容の是非はともかく

としても、金嬉老立てこもり事件以来の大きな出来事だと私は考えております。遠く北海道

から沖縄に至るまでの人々が、大井川鐡道、金谷、新金谷、千頭、奥大井の正確な地図上の

認識はないにしても、当地域が再び全国的に有名になり得たということは、まごうことのな

い事実であります。 

  一例をとらせてもらえば、先月11月24日、身内の者の祝い事が東京渋谷表参道で行われた

際、私の自己紹介の折、一言「住まいは、かのトーマスの終着駅千頭駅の付近」と述べたと
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き、東京都並びに関東地区の多くの方が驚きと興味を持たれたことも事実であります。私た

ちが、さっぽろ雪まつり、京都の三大祭りとメディア上で見知り、一生に一度は見に行って

みたいと思うように、何人かの方は、ぜひトーマスに乗ってみたい、見てみたいということ

を話しかけられたことは大変うれしく思ったところでありました。 

  トーマス、ジェームスが向こう２年間は大井川を走り続ける中、また、全国的には強烈な

インパクトを投げかけることができたとは断定できませんが、光岳をはじめとした南アルプ

スエコパークに本町が認定されたという、ある意味、観光面での絶好な機会を逃すことなく、

本町がこれからの観光振興対策をどのように推し進め構築していくかという視点に立って、

本題の質問に入りたいと思います。 

  １番目に、町有の資料館やまびこの活用について。 

  平成25年度のやまびこ入館料は32万7,820円と、今年の決算委員会で報告がありました。

私は、この入館料32万7,820円という金額が決して少ないとは思いませんが、一つの提案と

して、入館料を無料化し、現在、夏の駐車場としての機能ばかりが目立つ資料館に多くの入

場者を増大させ、奥大井の自然、文化、かつての生活産業を認識していただき、奥大井のよ

さを再認識していただき、最大、最々大の機会をつくる必要があると考え、無料化の必要が

あると考えております。27年度の予算と絡めて町長の考えをお伺いいたします。 

  次に、資料館やまびこの敷地、建屋の一部を町民が無料で利用することを前提として、接

岨地区をはじめとした川根本町全町民への、お茶をはじめとした、先ほどもちょっと議論に

なりましたけれども地場産物の販促を伴ったイベント会場にする気はあるのか、町長に伺い

ます。 

  ２番目として、平成15年国民体育大会会場となった、平田のカヌー競技場の観光面での再

活用、再利用を行う考えはあるのか伺います。 

  例えばの例として、長島ダムの湖面を利用したカヌーのタイムトライアル、初心者でもチ

ャレンジできるカヤックのタイムトライアル、仲間、グループによるＥボート等のタイムト

ライアルなど、１泊２日あるいは２泊３日での競技の開催を設定し、結果として奥大井の宿

泊者数を増大させ、オートキャンプ場の利用拡大等を目指して、海洋センターを中心に様々

なアイデアを生み出す必要があると考えております。町長はどのように考えるのか、これに

ついてお伺いいたします。 

  最後に、寸又峡左岸の改修による、南アルプスエコパークの象徴と私たち川根町民が考え

ている光岳のアタックについて伺いたいと思います。 

  かつてマイクロバスが運転通行可能な車両道路はほとんど崩落していることは聞いており

ますが、車道でなくても、人が歩いて通行できる山道、参道の整備のための調査費について、

平成27年度予算にぜひ計上できる可能性があるか、町長に伺いたいと思います。 

  また、いわゆるお立ち台と言われる場所においては、光岳は遠望することはできないと私

は認識しておりますが、とにもかくにも光岳が遠望できる場所までの山道、参道の開拓は必
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要と考えます。町長の考えを伺います。 

  この質問の趣旨は、全国の山を愛し自然を愛する人々を数多く寸又峡に誘致し、宿泊を伴

った観光事業の一翼を担う事業となり得ることと私は考えておりますので、国有林の中を道

路整備するという極めて厄介な作業が残されておりますが、上部機関、国に対してどのよう

な妥協案、解決案を提示していくのか、町長の前向きな考えと答弁を伺います。 

  以上です。 

○議長（中田隆幸君） ただいまの６番、芹澤廣行君の質問に対し、町長の答弁を求めます。

町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） それでは、芹澤議員の質問に対しましてお答えをさせていただきます。 

  最初に、町有の資料館やまびこの活用についてでございます。 

  御存じのとおり、平成４年に開館し、地域の民俗文化、昆虫類、蝶類、大井川と林業の様

子などが展示をされております。 

  入館料につきましては、川根本町資料館条例により、高校生以上が200円、小中学生は100

円、団体割引20人以上については高校生以上が160円、小中学生は80円となっております。

また、研修室等の使用料も決められております。 

  今、質問の中でもありましたけれども、平成25年度の入館者は2,064人、入館料は32万

7,820円となっております。平成４年から25年度までの累計入館者数は14万1,432人となって

おります。現在、資料館の運営につきましては、２名の職員にお願いをして館内の説明や管

理をお願いしているところでございます。入館者数は、近年2,000人前後で推移をしており

ます。なお、夏休みの期間や紅葉シーズンのときには、バスによる駐車場の利用は多くあり

ますが、館内への入館者数は比例をしていない、少ないというのが現況であります。 

  資料館やまびこ施設は、中の展示物を見学いただくことや職員が説明させていただくこと

によって、より深く地域を理解していただくことにつながるというふうに考えております。

今後もわかりやすい説明を行っていきたいというふうに思っております。 

  入館料につきましては、社会教育施設の円滑な運営を図ることを審議していただく川根本

町社会教育施設運営委員会の御意見や、地元と密接に関係している施設でもありますので接

岨地区の皆さんの御意見も伺いながら、無料化に向けて検討したいというふうに考えており

ます。 

  接岨峡地区の活性化のための基地としろというような御質問でございますけれども、資料

館やまびこは、長島ダムふれあい館とともに、南アルプスエコパーク登録により、国際的に

自然や文化を担保している可能性のある重要な施設とされております。自然や文化を利活用

して経済的な活動を営む移行地域ともなっております。また、川根本町社会教育ビジョンの

中でも、基本的施策の中の施設の充実、連携、有効活用の部分で、エコパークとの連携が必

要なこととしております。ユネスコエコパークの登録を受けまして、地域の歴史や文化のほ

か、環境学習及び南アルプスの自然環境の学術的拠点施設となり得ることが予想されます。
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また、次世代を担う子供たちや多くの方の環境学習に役立てることが期待をされております。 

  今後も資料館やまびこや長島ダムふれあい館を拠点施設として、より多くの利活用をする

ことが地域の発展に寄与する一つになるというふうに考えております。 

  カヌーの競技場の観光面での利活用をどう思うかという質問でございます。 

  接岨湖の湖面管理は、国土交通省長島ダム管理事務所が行っております。御存じのとおり、

長島ダムは地域に開かれたダムとして、湖面利用も様々な利活用が可能なダムとなっており、

カヌーに限らずエンジン付きボート等の利用も事前に利用申請を行うことにより可能な状況

で、数多くの方々が利活用される状況にあります。町が関連する利用状況は、エコツーリズ

ムネットワークによる接岨湖でのカヤック、レジャーカヌーを利用したエコツーリズム事業

を実施しており、その状況は、平成25年度には20回開催し209名の参加がございました。今

年度は11月末時点で24回開催して223名の参加を得ております。 

  このように平成15年度の国体を開催したカヌー競技場に関しましては、既にカヤックによ

る観光、特にエコツーリズム事業の場として利用していただいておりますけれども、今後エ

コツーリズム事業の推進を図っていく中で、さらなる活用方策等を関係機関等とともに協議

を進めていく必要があるというふうに考えております。これらにつきましては、それぞれの

カヌー連盟等の御指示等もございまして、やはり全国規模の大会も接岨湖で開催するという

ような施設はあるもんですから、誘致をしていきたいというふうに思っております。 

  ３番目の質問でございますけれども、寸又川左岸の改修による光岳へのルートであります

が、光岳周辺部は、当町の全域が指定された南アルプスユネスコエコパークにおいて、特に

自然環境保護に努める地域としての指定である核心地域に指定されたエリアであり、御存じ

のとおり、本州唯一の原生自然環境保全地域に、また、その隣接地域は南アルプス国立公園

に指定された地域となっております。 

  御質問のあった光岳方面へのルートである寸又左岸林道に関しましては、管理者である静

岡森林管理署において、森林管理業務に支障を来さない範囲での維持管理が行われておりま

すが、その地形、地質等の厳しい自然状況から、通常の交通を確保することすら難しい状況

になっております。特にお立ち台付近より上流部分の崩壊は著しく、もはや林道の形態すら

残っていない箇所が数多くあり、同ルートを経由して光岳への登頂を試みる登山愛好家から

もアタックが困難なルートとされている状況であります。 

  しかしながら、当町にとって唯一の南アルプスユネスコエコパーク核心地域である光岳を、

再度多くの町民に地域の貴重な自然資源であることを再認識していただく機会とするととも

に、多くの方々に川根本町の豊かな自然をアピールしていくためにも、寸又左岸林道地域の

利用促進を図ることは大変重要であると認識をしております。 

  現在、森林管理署のみならず、環境省、県とも様々な観点から協議検討を行ってきており

ますが、さきに述べたように、厳しい自然条件から利用に際しての安全確保等の面、自然環

境保全の面等様々な課題を抱えているところであります。今後、当然ながら関係機関等と協
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議を重ねて、より早く方向性を見出すよう検討、努力をしていきたいというふうに思ってお

ります。 

  以上でございますけれども、お立ち台から奥の現況を少しパネルで持ってきておりますの

でごらんいただきますと、上から下までが崩壊地ということもあるもんですから、林野庁の

対応も、環境省も、なかなか県も厳しい態度でいるということは現況でございます。しかし

ながら、将来的には、当然ながら歩道でもいいからつなげて、光岳へ静岡県側から登ってい

ただくということもやっていきたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（中田隆幸君） 答弁が終わりましたが、ここで暫時休憩をしたいと思います。 

  １時まで休憩とさせていただきます。 

 

休憩 午後 零時０５分 

 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（中田隆幸君） それでは、休憩前に引き続き会議を再開します。 

  答弁が終わりましたので、再質問を行います。６番、芹澤廣行君。 

○６番（芹澤廣行君） それでは、午前中の町長の答弁に対しまして、個々の質問をさせてい

ただきます。 

  まず最初に、やまびこ資料館の無料化について。町長の答弁にあるように、それを検討す

る委員会並びに地元の皆様の声を聞いた上でということでありましたけれども、無料という

可能性は100％あるでしょうか。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） これで100％と言うと、委員会を軽視したと言われるもんですから言

いませんけれども、方向性としてはそのような方向で検討をしていただくことをお願いして

いきたいというふうに思っております。 

○議長（中田隆幸君） ６番、芹澤廣行君。 

○６番（芹澤廣行君） 重ねて委員会のほうをよろしくお願いいたします。 

  続きまして、やまびこ敷地及び建屋内の、接岨の町民の皆さんだけでなく、先ほど来、各

議員から質問がありましたように、町長の答弁もありましたように、お茶に代わる転換作物

ということをよく耳にしたんですけれども、このような川根本町で産生できる産物の販売を

この場所でできるかどうか、その辺、いかがなもんでしょうか。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 今、販売の関係については、農協の関係へ出荷している皆さんもあり

ます。その皆さんにも、当然ながら町が補償しております。それから、先ほどトーマスの話



－89－ 

等々ありましたけれども、大変車でいらっしゃる方も多いという中では、お茶街道という命

名がしてある街道でございますので、お茶とともにそのような作物を売る場所等々、四季の

里含めて何カ所かあるもんですから、それらをもっと拡大していく必要があるのかなという

感じ、これは直売に絡みます。出荷とはちょっと違うかもしれませんけれども、農家にとっ

てはそれが出荷になるというような思いから、やはり実質的にはお金に多少でもなるという

ような直販所等々のことも拡大をしていくことが必要と。特に千頭駅周辺でも特産品振興会

の皆さん、そのほか多くの皆さんが来てバザー等もやっておりますけれども、そのような席

で、当然ながらせっかく来ていただいた方がお金を落とす場所がないと言われないように、

やはりお金を落としてもよかったと思われるような作物を販売する場所は拡大していく必要

があるというふうに思っております。 

○議長（中田隆幸君） ６番、芹澤廣行君。 

○６番（芹澤廣行君） そのような法的な縛りがないということであれば、ぜひ前向きに検討

していただきたいと思います。 

  千頭のＪＡの支店長も、地元の婦人部の方がまんさいかんへ持っていくほどのロットもな

い。かといって近所に配っても、なかなかせっかく種代、もみ代、肥料代が回収できないか

ら、ＪＡの敷地を借りてやれないかという、ちょっと総会があったときにＪＡの支店長に頼

んだら、大いに結構だと、やってくれということなもんですから、町のほうも、先ほどの町

長の答弁どおり前向きにやっていってもらいたいと思います。 

○議長（中田隆幸君） 生涯学習課長、山下安男君。 

○生涯学習課長（山下安男君） 資料館の敷地での物品販売、町長が言われたようにこれは可

能でございます。しかしながら、建物内は、これは展示物がございますので、展示物の保護

がありますので、建物内はちょっとできないということになっています。 

  以上です。 

○議長（中田隆幸君） ６番、芹澤廣行君。 

○６番（芹澤廣行君） 了解しました。 

  ２番目の質問事項のカヌー場の再利活用という点ですね。先般この質問に当たり、生涯学

習課長のほうから、Ｂ＆Ｇに所有しているカヌーはじめカヤックの数はおおむねお聞きして

おります。総合計38艇ということで、これをぜひ前向きに利用していただきたいと。 

  そういう中で、一つこういう質問を行いたいと思うんですけれども、現在、Ｂ＆Ｇが中心

となって年間何十回となくそういうイベントを行っているということをお聞きしましたけれ

ども、何とかそういうレベルよりももう一段進んで、競技場的な、競技をするような場とし

て位置づけて、また参画していた方の序列を争うというか、１着、２着、３着というふうな、

そういうことをぜひ１泊２日、２泊３日ぐらいの競技の設定をして、寸又峡、接岨峡の宿泊

客を増やす、あるいは、たくさんあるオートキャンプ場の利用率を高めるというふうなこと

を、ぜひＢ＆Ｇを中心に、生涯学習課を中心に、あるいは商工観光課ももちろん横一線でや
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っていただきたい事業でありますので、この辺について、一つの提案として、隅田川で何百

万人も見るような早稲田と慶応のボートレース、あるいはテムズで行われるような、オック

スフォード、ケンブリッジの大会並みの、そこまではいかなくても、非常にもう全国的に興

味を持てるような競技を長島ダムの上でやるんだという、人を呼ぶんだと、そういうことも

どうかと思いまして、ぜひ具体的な方法は二の次として、町長の心構えというか、やってい

きたいかどうか、その辺、決意のほどをお伺いします。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 先ほどもお話ししましたけれども、私、実はわかふじ国体を経験して

おります。その中でカヌーで大変盛り上がったということもございますし、大変多くの皆さ

んが参画したということで、当時は本川根町の単独でやりましたけれども、当然ながら当時

の中川根、川根、金谷の皆さんにも大変お世話になって盛り上げていただき、対応ができた

という経緯があります。 

  しかしながら、あれから年数も相当たった関係で、いわゆるコースを張る器具とか、その

他の器具が果たして今全てが使えるかといいますと、全てが使える状態ではないということ

も聞いております。そうしますと、大きな大会はなかなか今現在では難しいという面もあり

ます。しかしながら、やはりあのころを思い出して、また、湖面を利用して、国土交通省に

も協力をいただいて、また中部電力にも協力をいただいて対応できるということは、以前と

変わっておりませんので、そのような全国大会並びに東海大会、中部地区の大会ぐらいは誘

致できるようなことをやる必要があるというふうに思っております。 

  それともう一つが、やはり川根高校等にもカヌーの関係のクラブもございますし、今現在

は、大村朱澄さん、オリンピックも出ましたし、今後も、今、強化選手として活躍している

というように、人が育った中で指導者もいるという中では、当然今後の人材育成にも役に立

つではないかという思いから、やはり復活して、もう一度対応する必要があるという思いで、

生涯学習課のほうにはそのような指示はしてございますけれども、やはりそのぐらいの大会

ぐらいはこちらで開催できるような場所にしたい。これは国体を経験しまして感じたことは、

接岨湖並びに八木周辺の大井川地区が全国で大変不便でどうしようもないというところでは

ないんです。どちらかというと一番便利で、全国からも集まりやすい場所であるということ

は、それぞれの関係の皆さんが承知していることなものですから、やればやりやすいという

ような数字があるもんですから、何とかいま一度復活するといいましょうか、再生するとい

いましょうか、そのような位置づけにしていきたいという思いは今でも持っておりますし、

そのような方向で進みたいというふうに思っております。 

○議長（中田隆幸君） ６番、芹澤廣行君。 

○６番（芹澤廣行君） 明確な、前向きな答弁ありがとうございます。できればそういう大会

の時期を、紅葉の時期、新緑の時期、ゴールデンウイークで寸又、接岨のはやる、ほかの閑

散期に何としても開催すると。年間通じて宿泊客を偏らせないようなことを、ぜひ生涯学習
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課、商工観光課、横一線になって、タッグを組んでやっていただきたいと。これは希望です。 

  ちょっとお待ちください、次の質問が思いつかないもんですから、ちょっと座らせてもら

いまして。 

○議長（中田隆幸君） 再質問ですか。６番、芹澤廣行君。 

○６番（芹澤廣行君） 最後の寸又川左岸の改修ということで、先ほど総合支所長兼商工観光

課のほうから写真をいただきまして、想像以上にひどい状態だということは認識しました。

こういう認識の上に立って、左岸も右岸も似たり寄ったりのような状況だとは思うんですけ

れども、ぜひとも国有林地である中で、非常に道路を開設したくても、いろいろな法律的な

縛りがあるとは思うんですけれども、車道、生産材を積んで通るような道じゃなくても結構

なもんですから、人一人が極めて安全な、100％安全だという保証はないにしても、人が通

れるぐらいの道の調査費を、ぜひ寸又峡、私の質問では左岸と書いてありますが、いわゆる

寸又、本村から、あるいは右岸を通ったルートで、何とか人が通れるような道の調査費を27

年度の予算に組んでいただきたいと思うんですけれども、その辺、町長どうお考えでしょう

か。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 今言われましたとおり、先ほど写真等でもお知らせしましたけれども、

大変、今現在は厳しい状況の林道であるということは間違いありません。特に私、この光岳

へ一度だけですが登ったことがありますけれども、大変アプローチが長いと。柴沢まで40km

ぐらい、寸又の口からあるということになりますと、その先が全てこういう状況であるとい

うことで、今、静岡の林野庁の事務所といろいろ話をしておりますけれども、今なかなかお

金と人がついていない状況です。と申しますのは、やはり今、奥のほうで仕事をしていない

というのが現況で、当然ながら今職員が２人しかいないという状況で、かつての800人もい

た作業員から２人になってしまって、何ができるかというと、何もできないということの現

況かと思っております。 

  しかしながら、この先に、やはり核である光岳があるということになりますと、静岡県と

して、また、私ども川根本町として、静岡市の皆さんもそうですが、やはり静岡側からも登

山道ができる、そのようなルートは確立すべきだということは、静岡市もおっしゃっており

ますし、私どもも当然申しております。その中で、今言われましたとおり、大きな車が通る

ほどでなくても、せめて登山道的なものをつくったらどうだというようなことも提案をして

おります。そうしますと、国有林の皆さんの作業する方も作業道は必要であるということに

なりますと、当然ながら人が歩けるということになり、その登山道の管理は当然やっていく

ということになるかと思います。 

  そのような形で、一遍に40kmを車が通れるほどというのは、この状態を見ると、また林野

庁の財政を見ますとなかなか厳しいだろう。しかしながら、何とか静岡県の表玄関である寸

又の左岸は通れるように、登山者が行けるようにしてほしいという要望は、環境省並びに林
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野庁、それから県にも静岡市にも伝えてあります。その中でだんだん協議しながら、一遍に

は無理かと思いますので、当然対応をしてくださるだろうとは思っておりますけれども、積

極的に、行政だけでなく議会の皆さんも当然一緒になって対応していただくことが近道かな

というふうに思っておりますので、今後少し検討する調査費的なものはつける必要があると

いうふうに思っておりますし、それが静岡市並びに県が一緒になってやれば、もう少し展開

が変わるではないかという思いで、当然ながら川根本町だけで全てが解決できるというもの

ではありません。所有は国有林でございますので、その辺を一緒になって対応するせっかく

の機会でございますので、そのような方針で進めたいというふうに思っています。 

  その前に、お立ち台までは今年９月にも行けるようにしていただきましたけれども、その

後台風が来たもんですから、その後の状態は確認してありませんけれども、せめて町として

は、お立ち台までは何とか一般の車も行けるような形にしてほしいという要望は当初からし

てあります。 

○議長（中田隆幸君） ６番、芹澤廣行君。 

○６番（芹澤廣行君） 大変前向きな答弁ありがとうございます。 

  先ほど昼飯を食べながら、この件について同僚の議員とちょっと話もしまして、車が通ら

なくても人が歩けるぐらいの道だったら、山の会とかエコツー、そういうボランティア的な

マンパワーも利用してやっていける事業じゃないかというふうな、車で来られなくてもいい

んですよ。危険を伴う仕事、しかも中が国有地ということで難しいと思うんですけれども、

町民の中には熱いそういう思いもあるということだけ認識してもらって、全町を挙げて、何

とか光岳が見えるぐらいまでのアタックはお願いしたいと思います。これは要望です。 

  では、最後になりますが、事前に通告はしていないもので恐縮なんですけれども、もし答

弁ができなければ結構ですけれども、いわゆるトーマス、ジェームスが来年来るわけですけ

れども、そのほかの、大井川鐡道が今年３月26日でしたか、ダイヤを改正した結果、決して

いい改正ではなかったと思うんですね。通学者は、島田あたりに来る人は極めて朝早い時間

に来て出発しなくちゃいけないと。そのほかにも、昨年まで寸又、接岨に宿泊を伴ったお客

さんも、どうもこのダイヤ改正だと１日で両方回れないよというふうな意見もございます。

そういう意見と同時に、これは町長に質問しても詮ない話とは思うんですけれども、大井川

鐡道の執行部に対して、ぜひともトーマス、ジェームスの始発を金谷本駅に何とか戻すよう

な要望を、これをしていかなければ、少なくとも新金谷から金谷の移動も大変ですし、愛知

県の方がＪＲを通りながら金谷駅を通過する人数というのは極めて少ない。少なくとも掛川、

焼津、島田、興津ぐらいですか、この方がＪＲを利用するときに、大井川本線の金谷駅で蒸

気機関車が煙を吐いていると、何だということになりますと、今はやりのユーチューブで流

したり、そういうふうなこともされる可能性があります。そうなりますと、とにかく地元の

みならず県外に発信できるような、そういう姿が本金谷で見られると思いますので、ぜひ、

無理な話かとは思うんですけれども、次のダイヤ改正については、ＳＬの発着をぜひ本金谷
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に戻していきたい旨、行政も大井川鐡道のほうに要望していただきたい、これはお願いです

けれども、よろしくお願いいたします。 

○議長（中田隆幸君） 要望でいいですね。 

○６番（芹澤廣行君） 要望でいいです。もし町長が考えがあればぜひ。 

○議長（中田隆幸君） 通告がありませんので、答えられる範囲で答えてください。町長、鈴

木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 実は、トーマスに関連しまして大変盛況だったということで、反省会

等々も何回か開催をさせていただいております。その中で、当然ながら今後、来年度に向け

てどうするかということを中心的に対応するという時間がとれると思いますので、その席で

は要望していきます。 

  その中で、今の新金谷の出発にどうしてなったかという少しだけ経緯を申し上げますと、

やはり多くの車が来て、人が来て、滞留するところがないというのが一つの金谷のデメリッ

トだというふうに思っておりますけれども、あそこにまたほかにも施設等があるということ

で、大井川鐡道にとっては一番いい場所だったというふうに思っております。しかしながら、

東海道を走る電車の中から見える景色も、以前は大変好評だったということも承知しておる

もんですから、そのようなことも含めてお願いをしていきたい。 

  それから、ダイヤの改正については、常々申し上げておりますけれども、なかなかそれが

変更になっていないというのが現況です。当然ながら地元の大きな反発もあったということ

は大井川鐡道も知っておりますし、私どもも当然知っておりますものですから、その辺をど

ういう形で理解を求めていくかというのは私たちの責任だと思っておりますので、一生懸命

ダイヤを、新たな改正、昔に戻るといいましょうか、そういう改正もお願いしているという

のが現況ではございます。 

  以上です。 

○６番（芹澤廣行君） ありがとうございました。私の質問はこれで終わります。 

○議長（中田隆幸君） これで６番、芹澤廣行君の一般質問を終わります。 

  続いて、11番、小籔侃一郎君、発言を許します。11番、小籔侃一郎君。 

○１１番（小籔侃一郎君） 12月議会、11番、小籔侃一郎です。 

  今回は、事例を踏まえながら、町の施設のより一層の有効活用についてとまちづくりにつ

いて、それから３番目に情報基盤整備について質問いたします。 

  ５月には、静岡の茶草場が世界農業遺産になりました。６月には南アルプス一帯がユネス

コエコパークに正式に登録承認されました。12月17日、きのうですね。ニュースによります

と、リニア新幹線工事がきのうから着工したということでございます。先ほど来出ています

トーマス機関車の運行等もあり、話題豊富な年であったと思います。 

  大きなイベントとは別に、この地域でもイベントがたくさん盛会裏に行われました。その

中で、町内団体の主催、あるいは川根という冠のついたイベントが町外でやらざるを得ない、
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そういうような状況があり、残念な思いをしておりました。例えば10月26日、第33回志太・

榛原・小笠コーラス交歓会が島田市川根町のチャリムで行われました。大橋教育長の御挨拶

をいただき、実質主催者として運営、交流が行われたところでございます。11月15、16日に

は、第１回親善シニアサッカー川根大会が島田市の金谷人工芝サッカー場において行われて

おります。約180名の参加ということで、井林辰憲衆議院議員、あるいは染谷島田市長のキ

ックインで開催されております。11月19日の静岡新聞朝刊でも、サッカーを通して交流や地

域活性化を図ろうと、県立川根高校サッカー部のＯＢが初めて企画したと紹介されておりま

すので皆様も御承知かと思います。神奈川県横浜市や愛知県豊田市からのチームも参加され、

島田市内100名余の宿泊あるいは食事、それに伴うお土産等の購入で経済効果がそれなりに

あったということです。川根大会ということですので、遠くから来た選手、役員の皆様は、

川根で試合をやりたかった、そういう声があったということで、今後の検討課題のようです。

なお、鈴木町長は、大会冊子の歓迎の御挨拶の中で、「当町の課題は何といいましても活性

化であり、この大会は具体的な一つの有効な方法と考えます」とメッセージを発しておりま

す。 

  11月16日あるいは22日は、第35回選抜少年野球学童部川根大会が、これは川根本町野球少

年団父母の会の運営で、富士から掛川市の広い範囲から16チームの選手、監督、コーチが、

およそ400人の人が下泉の川根本町町営グラウンドで行われました。本当にこの場所に会場

があってよかったなとつくづくそのとき思いました。川根本町の秋景色を含めて、大井川鐡

道のＳＬも見ることができました。地の利、環境の利で、川根本町の情報発信ができること

はこんなにすばらしいことかというような感じを改めて感じてきました。 

  それぞれの大会の運営にかかわる関係者の悩みは本当に大変なもので、参加人数とか会場

設定、施設の利用範囲と利便性はどうか、交通、駐車場はどうか、あるいは飲食ができるの

かできないのかというようなことも考えますと、本当に大変な思いをして運営されてきてい

るなと思います。 

  きょうは、具体的に町営施設の利活用ということで、山村開発センターの使用規定の弾力

的運営についてお伺いいたします。 

  来年の６月５、６、７日に予定されております第48回全国ホタル研究会・静岡県川根本町

大会というのが開会されます。事例発表、あるいは飲食を含めて懇親会のプログラムが設定

されております。聞くところによりますと、200名近いという人数で聞いておりますけれど

も、この人数、できる会場はただ一つ、山村開発センターしかないと、そんなふうに思われ

ます。施設条例の第４条に、酒気を帯びての入場及び施設内での飲食をしないことという項

目もございます。ただし書きがありまして、結婚式等、事前の許可を得た場合はこの限りで

はないということでありますので、まずこれを第１点、町長の判断をお伺いしたいと思いま

す。 

  質問１の追跡ということで、質問が２点ほどあります。 
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  １点は、去年、ちょうど１年前になると思いますけれども、次のように発言いたしました。

交流の場づくりあるいは教育の場づくりの一つに、町営サッカー場の人工芝化の事業化が有

効だと提案しますという発言です。サッカー競技のみならず、総合運動公園的な活用で、例

えば高校、大学生のサッカー合宿やグラウンドゴルフ等、スポーツ観光等に利活用がしやす

くなります。また、あかいしの郷施設など徳山区内の砂粉じん対策、救急ヘリの利便性向上

等々、生活環境整備の改善にもなります。利用範囲の広い、使い勝手の幅のある施設になる

とも考えます。今までに何度となく話題となっている事案です。総合運動公園案を提案した

いと述べました。町はこのとき、町の財政を考えながら、規模と金額等を勘案し進めていき

たいと考えておりますというような返答がありました。町営サッカー場の芝生化について、

国の地方創生政策も踏まえながらお伺いいたします。 

  まちづくりについてでございます。 

  １点目は、１年前、町長はこの場でよく、就任２カ月ということでございましたけれども、

先ほど言いましたように１年２カ月就任されてたちました。人づくり、活力づくり、魅力づ

くりに一体化されたまちづくりを行っていきたいというようなお話をされておりました。１

年２カ月の思いをお伺いしたいと思います。 

  それから２点目は、全国的に高齢化、人口減少、地方山村経済の悪化等もあり、先ほど来

質問にありましたように、休遊農地の増加、耕作放棄地の拡大、空き家問題等のニュースが

多くあります。町内でも林業、茶業の目に余る衰退で、集落維持や生活環境にも様々な困難

が見受けられております。せめて生活維持ができるようにしたいという声は強いものがあり

ます。特に少子化に対応した施策が求められますが、町長の思いと今後の少子化に対する施

策、お話をお聞かせいただきたいと思います。 

  それから、３点目は、情報通信基盤整備について、同僚議員２名、先ほどから情報通信基

盤については質問されておりましたので、今回は、きょうの議事日程第２にありますけれど

も、川根本町情報通信基盤整備施設条例について２点ほど伺います。 

  その１点目は、設置条例の第１条についてでございます。この項は、通信施設の目的条項

であると思います。2013年11月14日の最初の説明で、企画情報室の現在検討している事業計

画第一段階の中に、新防災システムの構築があります。野外一斉放送、戸別放送、Ｊ－ＡＬ

ＥＲＴ、防災、そして同報無線の代替として機能を有すると説明されてきました。各地区説

明会でも、今回の計画というパワーポイントのページで「同報無線の更新計画を含めた高度

情報基盤整備の計画です」とうたっております。ここに、手に持っておりますのは、これは

23会場それぞれで配られた説明書でございます。中身は五、六カ所違ったところがございま

すけれども、ほぼ同じようなもので、自分、24回のうち23回出席したそのときの資料でござ

います。 

  設置条項第１条に、この「防災情報システムの構築」の文句は一切入っておりません。情

報通信格差の是正と同列に防災情報システムの構築が入っていなければいけないんじゃない
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かと、そんなふうに考えて今質問しておりますけれども、ここと同じ京セラコミュニケーシ

ョンが施工した広島県安芸高田市では、端末機設置完了した１年後ぐらいに防災無線スピー

カーが市の経費削減という名目で撤去されたと聞いております。現実に撤去されたようでご

ざいます。地域の不満も聞いております。そんな懸念も考え含めて、第１条でしっかり明記

する必要があるんじゃないかと、そういうことでお伺いいたします。 

  ２点目は、15条についてでございますけれども、15条は撤去費用の負担の範囲をうたって

おりますけれども、防災無線の再構築を目的に野外スピーカーと屋外放送の代替として設置

したいというものでありまして、災害情報を目的とした端末装置は、本来全戸に設置される

べきものでございます。ですけれども、この条項は、加入者は端末機を設置した時点で、

後々支払い義務が生じるかもしれない、撤去費用、いろいろな説明を伺いますと５万円以上

ということでございますけれども、この撤去費用の約束手形を振り出すことになります。現

時点で18％ぐらいの514戸が未回収だとしておりますが、こういうようなことを考えますと、

ここにいない御家族を含めて撤去費用を考えますと、承諾書を出すのをためらうんじゃない

かと、そういうお話も聞きましたし、そんな現実があるかと思います。 

  ただ、ただし書きがありますが、町長が撤去費用の全額あるいは一部を町において負担す

ることが適当であると認めた場合はこの限りではないとしています。この撤去費用について

は世帯負担をなしにする考えはないかお伺いいたします。 

  それから、一番最後になりますけれども、最後に確認という意味で、工事仕様書がありま

すけれども、至るところに甲の監督員という言葉が出てきます。誰を指すのかお伺いいたし

ます。工事発注契約の甲は川根本町を甲として契約してありますので、甲の監督員とは誰を

指すのかお伺いいたします。 

  以上が演台からの質問でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（中田隆幸君） ただいまの11番、小籔侃一郎君の質問に対し、町長の答弁を求めます。

町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） それでは、11番、小籔議員の質問に対しましてお答えをさせていただ

きます。 

  まず最初に、開発センターの運用について、飲食懇親会ができないけれども、できるよう

にしてほしいという要望だと思いますけれども、その中で説明をさせていただきます。 

  先ほどもお話ありましたけれども、「酒気を帯びての入場及び施設内での飲食をしないこ

と。ただし、結婚式等、事前の許可を得た場合はこの限りではない」というふうな規定がご

ざいます。この規定に基づきまして、過去にも実際には結婚式が行われたという経緯もあり

ますし、事前に許可があれば、山村開発センターでの飲酒・飲食は可能であります。 

  また、山村開発センターに併設されている健康増進施設につきましても、健康増進施設条

例第４条には、「健康増進施設を使用しようとする者は、あらかじめ町長の許可を受けなけ

ればならない」とあります。その他、酒気を帯びての入場や飲酒・飲食を禁止する条例や規
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則の規定はありません。このことから、健康増進施設におきましても、山村開発センターと

同様、町長の許可を受けた場合には、飲食・飲酒は可能であると考えております。 

  なお、過去には平成21年10月25日と26日に開催されました第24回国民文化祭・神楽フェス

ティバルにおきまして、公共施設である町内の本川根小学校の体育館での飲食・飲酒が特別

に許可され、開催されたという例があります。 

  以上のことを踏まえますと、多くの方が集まる大きな大会におきましては、そのような公

的な施設等々も利用していくことがいろいろな大会の誘致にもつながるという思いから、対

応をするべきだというふうに思っておりまして、これは特に問題なく許可をするという話に

なろうかと思います。 

  それから、２番目の町営施設の利活用で、特に町営のサッカー場についての質問がござい

ました。その中で、平成25年第４回の議会でも前に質問をいただいたという経緯がございま

す。 

  町内サッカー場は、地元の川根高校の振興と、小学生から社会人も利用でき、町の活性化

が図られることを念頭にして、サッカーが可能なグラウンドとして整備をされているという

ことは御承知のとおりでございます。 

  現在は町営サッカー場として、川根高校サッカー部や体育の時間、地元の中川根サッカー

スポーツ少年団やグラウンドゴルフの皆さんに御利用いただいております。平成25年度の利

用者数は2,662人となっております。なお、現在の川根高校サッカー部員は７名ということ

になっております。サッカースポーツ少年団員数は、小学校４年生から６年生で19名と聞い

ております。 

  町営サッカー場は、多目的な利用と活用を行うことができる場所であることを認識してい

るところであります。町営サッカー場敷地を有効に利活用しようとする場合につきましては、

整備後の管理を含めた施設デザインが大切な要素と思われます。施設のデザインによっては、

それぞれに応じた問題や多くの課題が出てくるものと思われます。また当然、町の財政も考

慮しなければなりません。以前に、サッカー場につきましては、多くの要望が出ていること

も承知をしておりますし、私自身もお願いをされました。また、現在使用されております川

根高校の体育授業、グラウンドゴルフやサッカー場としてだけでなく、例えば救急ヘリポー

トとしての活用や運動公園的な広場的な利用、あるいは一部を駐車場として利用するなど、

多くの活用方法が考えられるというふうに思っています。特に桜の時期には駐車場がないと

いうような苦情等もお聞きしておりますので、多くの利用が可能になるというふうに思って

おります。 

  今後、今は芝生ではないと思いますけれども、芝生化を含めて総合的に判断をして方向性

を決めて進んでいきたいというふうに思っております。 

  それから、２番目のまちづくりについてです。 

  これは私に対しての質問でございますけれども、まず冒頭で申し上げなければいけないの
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は、就任して１年２カ月、大変議会の皆様方にも、また、町のそれぞれの課長の皆さん、三

役の皆さんにも大変お世話になってここまで来たということで、一言冒頭でお礼を申し上げ

るべきだったと思いますけれども、ありがとうございました。 

  就任当初、私は基本的には、心がふれあう感動のまちづくりを推進をしていくということ

を述べています。そのためには、三つのことを積極的に進めていきたいというふうに考えて

おりました。一つ目は、安心して住めるまちづくりです。自然災害に備えた防災対策、人口

減少、少子高齢化に対応し、町民が健康で明るく過ごすための保健・医療・福祉・教育施策

の充実を図ること、二つ目は、農林業が元気で豊かな経験、自然を生かしたまちづくりをや

りたいということです。農林業の振興や農林業と商工観光業の連携による地域活性化、６次

産業化のほか、町民全体の財産である歴史的資産や豊富な自然遺産を生かした施策を展開す

ること、三つ目には、交流とふれあいのまちづくりです。誘客対策の実施による地域間交流

の促進や、人づくり、魅力づくり、活力づくり活動への支援等を行っていきたいというよう

な思いがあります。 

  それから１年２カ月の間、様々な施策を打ち出してまいりました。また、推進をしてきた

というふうに思っております。例えば防災対策として、消防無線のデジタル化の整備、健

康・医療・福祉では遠隔診療の確立、医師不足の解消、教育分野ではキャリア教育の推進、

農林業では、世界農業遺産に登録されました茶草場農法の推進、お茶を活用した結婚式への

祝い品贈呈、自然資源を生かした施策ということで、南アルプスエコパークに登録されまし

たエコパーク関連施策の推進と、主要施策といたしまして現在まで推進をしてきたという思

いがあります。また、情報網の整備ということで、高度情報基盤整備事業を現在進めており

ます。 

  27年度には、目標に向かって現在まで進めてきた施策をより充実させるために検証し、ま

た、継続しながら重点的にエコパーク登録に関連した施策、高度情報基盤が整備された後の

様々な利活用施策、人口減少、人づくりに関連した施策を進めていきたいというふうに考え

ております。 

  なお、国においては、新聞、テレビ等で御承知のとおり、地方創生に向けての対策が進め

られております。これは、今年度において国の景気を回復軌道に戻すため、自治体が自由に

使える交付金の創設などを補正予算計上する方針を固めているほか、来年度予算編成におい

ても、まち・ひと・しごと創生法案に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための予算

が要求されているところであります。 

  この地方創生につきましては、現在のところでは関連する事業の概要等の説明がまだされ

ておりませんので詳細については不明ではありますが、この地方創生事業は、いわゆる地方

自治体が自ら考え、責任を持って取り組みを行う施策に対し、国の様々な支援をいただける

という内容であります。このことから、地方自治体の様々なアイデアによる国の予算獲得の

大きなチャンスだと捉え、来年度以降の事業展開を進めていきたいと考えているところであ
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ります。 

  さらに、平成29年度からは川根本町の第２次総合計画が策定される予定でおります。27年

度は、策定に向け準備を進めるわけですが、この構想・計画につきましては、第１次総合計

画を検証し、私が掲げた心がふれあう感動のまちづくりを目指し、様々な施策を打ち立て進

めていきたいと考えておりますので、議員の皆様方にも積極的な御助言、御指導のほどをよ

ろしくお願い申し上げたいというふうに思います。 

  それでは、まちづくりについての２番です。少子高齢化の施策や今後の抱負でございます。 

  高齢化に対しての施策でございますけれども、少子化対策と同様に、第１次川根本町総合

計画や第６次高齢者保健福祉計画に基づき施策を展開していきます。 

  事業の内容といたしましては、疾病の早期発見等のための特定健康診査や後期高齢者健康

診査、インフルエンザや高齢者肺炎球菌ワクチンなどの予防接種費用助成、一般の交通機関

を利用することが困難な高齢者への支援としての外出支援サービス事業、要介護者とならな

いための生きがい対応型デイサービス事業、高齢者が健康で自立した生活ができるよう支援

する配食サービス事業、ひとり暮らし等の高齢者の緊急事態に対する緊急通報システム、自

宅での緊急搬送に対応するための緊急医療情報キット整備事業、地域包括支援センターによ

る介護予防事業や相談業務など、きめ細かな高齢者施策を現在展開しています。 

  今後の抱負ということでございますが、少子化の観点から考えますと、当町の合計特殊出

生率は1.57と、全国平均の1.41、静岡県の1.53を上回っていることから、決して子育ての環

境は劣っているのではないと考えております。いかに子育て世代を町に呼び込むかが少子化

の鍵を握っていると考えます。その点に着目した施策を展開してまいりたいというふうに思

っております。 

  高齢化の面では、先ほど鈴木議員の質問でも触れさせていただきました高齢者の自立度を

示す「お達者度」をさらに高めていくことが目に見える数値と捉え、男性は今以上の上位を、

女性は現在の順位を保ち、生き生きと自立した高齢者が増えていくよう、引き続き介護予防

や疾病予防に努めてまいりたいと考えております。 

  なお、少子高齢化問題については、早期に解決できる問題ではないと思っておりますけれ

ども、町全体の課題として、第１次総合計画の検証を行いながら、第２次総合計画策定の中

で十分協議を行い、進めていきたいというふうに考えております。 

  ３番目の情報通信基盤整備の関係です。 

  当工事につきましては、平成27年４月１日運用開始に向け、ただいま請負業者、担当職員

とも作業を進めております。この工事の主要部分は、光ファイバーケーブルの敷設と無線局

設置になります。特に主要部分となる光ファイバーケーブルの敷設について、お借りする既

設ＮＴＴ電柱については、既に使用する全ての電柱の許可をいただき、また地権者からの同

意もいただいており、工事に着手できる状態になっております。 

  しかしながら、中部電力電柱については、申請している電柱のうちの一部しか準備調査の
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結果報告がもらえておらず、重ねて早期報告をお願いしている状況でございます。12月に入

り許可をいただいた地域については、年末になってしまいましたが、来週より金物の電柱設

置などのケーブルを敷設する準備に取りかかります。 

  ６月中旬に提出した幹線部分に引き続き、今月から各家庭への引き込み工事に係る電柱使

用につきましても、中部電力に対し使用申請を始めました。しかし、幹線部分の手続が全て

完了してから調査に入るとの返答を受けており、こちらも再度お願いし、早急に調査に着手

をいただけるよう努めているという状況であります。 

  ケーブル敷設に必要な資材や無線局のコンクリート柱などの資材については、発注を大方

済ませ、一部は現場事務所に到着しており、材料検収も済んでおりますので、いつでも現場

に着手できる状況です。 

  進捗状況についてはこのような状況であり、４月１日からの運用開始に非常に危機感を持

っておりますが、一日も早く関係機関から許可をいただき、全工事区間で着手できる状況を

つくりたいというふうに思っております。 

（「その部分は飛ばしてありますので」の声あり） 

○町長（鈴木敏夫君） あと、10行ぐらいですので一応説明しておくよ、せっかくあれ。それ

で関連して言ってください。 

（「そうですか」の声あり） 

○町長（鈴木敏夫君） まあ、いいですよ。あと10行ぐらいで、せっかくつくってもらった原

稿ですので、読みますので。 

  それでは、設計変更について説明させていただきます。 

  多分、先ほど太田議員の質問にも全て答えていない面もあるかもしれません。重複するか

もしれませんが、申し訳ありません。 

  無線エリア内における光ネットワーク化について、設計変更で対応していきたいとここま

で説明をしてまいりました。ただいま総務省と協議をしている状況であり、回答をいただい

た上で正式な変更手続に入ります。この設計変更について、無線エリアと光エリアの通信格

差を少しでも解消するという目的であり、地区説明会でも樹木が成長した場合の電波への影

響や光エリアとの通信速度の格差を指摘されました。通信環境を当初計画より改善し、整備

費用も若干抑えられる見込みであります。また、当初無線エリアとしていました集落までの

通信手段は、高速無線システムを変更することなく利用する考えであり、無線を活用するこ

とによるメリットはそのまま生かされるものと考えております。 

  ただし、この工事の実施に伴い、既設電柱の使用申請の手続を踏まなければなりません。

ただいまの申請手続に必要な期間を考えますと、工期内の完成は大変難しいという状況では

ありますけれども、総務省との計画変更の協議が完了次第、議会の皆様と相談させていただ

きたいというふうに思っております。 

  以上です。 
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○議長（中田隆幸君） 企画課長、山本銀男君。 

○企画課長（山本銀男君） 条例についての御質問にお答えをいたします。 

  まず、第１条に防災情報システムの更新ということの字句を入れてはっきりしていただき

たいということでございますけれども、私が言うとおかしいんですか。 

（「町長が答弁です」の声あり） 

○議長（中田隆幸君） 通告がなかったもんですから、条例は入っているけれども、詳細が入

っていないもので、町長としては答弁ができないと。 

○町長（鈴木敏夫君） いや、できないことはないけれども。 

○議長（中田隆幸君） 暫時休憩します。 

 

休憩 午後 １時５６分 

 

再開 午後 ２時０４分 

 

○議長（中田隆幸君） それでは、休憩前に引き続き、町長から答弁を求めます。町長、鈴木

敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 大変時間をとらせて申し訳ありませんでした。 

  今三つほどお答えをしていないということでございますので、お答えをさせていただきま

す。 

  まず、外部のスピーカーを撤去したところがあるけれども、そのようなことはないかとい

う確認だと思いますけれども、そのようなことは考えておりませんし、やるべきではないと

いうふうに思っております。これについては、当然ながら防災の関係もあるということで対

応したスピーカーでございますので、やはりそのようなことは絶対にないと断言してもいい

と思います。 

  それから、防災の関係で、やはり最後に、撤去するときにお金がかかるから、入る人もそ

れが負担になってなかなか大変だという御意見だったと思います。これについては、当然な

がら入るときに無料でございますので、そのまま置いておけば無料であるということでござ

いますので、特にお金が負担で対応をするということは考えておらないし、撤去費用をいた

だくということにはなっておりますけれども、そのようなことはまずないだろうというふう

に考えております。 

  それから、担当の職員はどうなっているかというようなお話がありました。職員でござい

ます。総括の監督員は山田、主任が根本、それから担当が森下、この３人で現在対応してい

るということで御理解いただければありがたいというふうに思います。 

  なお、まだちょっと答弁漏れがありましたら、後ほど担当のほうから少し説明をさせてい

ただきますけれども、以上でございます。 
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○議長（中田隆幸君） 答弁が終わりましたので、再質問を許します。11番、小籔侃一郎君。 

○１１番（小籔侃一郎君） 再質問させていただきます。 

  先ほど健康増進センターの件で、４条の件でお話しされましたけれども、第８条に「特別

の理由があるときは使用料を減額し又は免除することができる」というのが第８条でござい

ます。今回の第48回全国ホタル研究会川根大会も対象になると考えますが、お伺いをいたし

ます。 

○議長（中田隆幸君） 総務課長、前田修児君。 

○総務課長（前田修児君） ただいまの御質問でありますけれども、条例、今のほうは健康増

進施設のほうですよね、の条例の第８条に今の記載があります。それから、条例の施行規則

のほうに第７条というのがありまして、条例の今の「第８条に規定する使用料の減額又は免

除については、別表に定めるところによる」というのがございます。その中で、別表第７条

関係の使用料の減額又は免除という欄に、まず１点目は、町及び町の教育委員会が主催又は

共催で会議、大会等に使用する場合は免除。それから、町農林業関係団体及び町社会教育関

係団体等が主催で会議、大会等に使用する場合は免除というのがございます。この中で見ま

すと、これが本年度の第47回全国ホタル研究会の福井県勝山大会のプログラムを今手にして

おるんですけれども、これを見ますと、主催が全国ホタル研究会、共催が福井県ホタルの会

ということで、後援に各市町の名前が入っております。ということでありますけれども、こ

この考え方ですけれども、今の免除の項目の中の２点目、町の社会教育関係団体等というの

があるもんですから、ここで明確にはこのホタル研究会のほうが該当するかどうかというの

は明言は避けたいと思いますけれども、当然検討の余地があると思います。それは町長が許

可するものということになりますので、町長部局と話をしながら、このホタル研究会のほう

が該当するかどうかというのを検討してまいりたいと考えております。 

  ちなみにこの金額というのは、町外団体の場合は2,000円、町内の方は社会体育団体とな

っておるものですから800円、夜間４時間までが。そこら辺の兼ね合いもありまして、社会

体育関係団体では、恐らくこのホタルというのはないのではないかというふうな判断を今で

きますけれども、それにしても最高かかって2,000円ということになろうと思います。それ

の免除については今後検討の余地は十分にあると担当のほうは考えております。 

○議長（中田隆幸君） 11番、小籔侃一郎君。 

○１１番（小籔侃一郎君） 先ほどの最初のほうの質問の２点目で、町長は、サッカー場につ

いては総合的に考えていくというお話でございましたけれども、去年もそのような答弁の範

囲内だったと思いますけれども、もう一歩、二歩進めて、そういうようなものをつくるにつ

いての調査費をつけるお考えがあるかどうかお願いいたします。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 地方債を考えておりましたけれども、これは教育委員会とも審議しな

がら対応してほしいということを申し上げておりますので、間もなくそのような委員会等を
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立ち上げて対応していけるものと思っております。 

○議長（中田隆幸君） 11番、小籔侃一郎君。 

○１１番（小籔侃一郎君） それでは、次の再質問ですけれども、先ほど追跡の質問をいたし

ましたけれども、それの前に子育てについていろいろお話しされました。子供や子育て家庭

を行政が積極的に支援して、安心して子供を産み育てることができるまちづくりというのは

最重要な課題ということは、町長も先ほどおっしゃっておりました。その中で、例えば川根

本町里山移住留学とか学校給食費無料化等々の思いがあります。一応提言だけしておきます

けれども、追跡の質問の二つ目は、高齢化率約45％の川根本町にあって、少子高齢化で過疎

化が顕著であります。そのような中で、去年一般質問もしておりますけれども、役場職員の

地区担当制度というのを提案しておりました。そのときに、少し時間をいただき検討してい

きたいということでありました。この節、高度情報基盤整備が整備されます、来年４月です

ね。その前後に、この設備が宝の持ち腐れにならないように説明責任、あるいは説明によっ

て利用者の活用能力が向上する、そのようにしなければいけないというような環境にあると

思いますけれども、役場職員の地区担当制度というようなものの追跡質問でございます。お

伺いします。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） その件につきましては、先ほど議員がおっしゃったように、各地区の

担当としてそれぞれ説明会をしていただき、引き込み線の関係等の説明をさせていただいた

というのがまず一つあります。これは当然ながら、地区への皆さんに説明するには、地元の

職員が一番状況がわかっていいだろうということをやっていただきました。 

  また、そのほかにお祭り等の関係、それから老人会の関係等々につきましても、やはり事

務のやり方が、今、役場へ提出する書類等においても、なかなか煩雑であるというようなこ

ともお聞きして、なるべく地元のお祭り等にも参加し、またそのような事務のお手伝いもす

べきだということで、職員には常々申し上げております。それで、やはり地区の皆さんがそ

れぞれの職員を、言葉は悪いんですが、いろいろ利用して有効かつ地元のためになるような

形でお使いをいただきたいということも申し上げておりますので、そのような方向性は変わ

っておりません。どうか職員を地元で言っていただいて、育てていただくということも一つ

の人づくりではないかなという感じがしておるもんですから、そのようなことは職員には言

ってありますので、いろいろな場面で使っていただければ成長するではないかというように

思っておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○議長（中田隆幸君） 11番、小籔侃一郎君。 

○１１番（小籔侃一郎君） 今、町長の答弁にもございましたけれども、いろいろな場面で役

場職員が地区のお祭りあるいは行事に参加されているのは承知しております。例えば徳山地

区、藤川地区は誰々というような名前のついた担当がいるかどうかというので、ちょっと気

になった場面がありましたので質問をさせてもらいました。各地区は誰に言ったらいいんだ
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ろう、誰に相談してこの地区のことはいいんだろうというのがワンストップでできる体制が

必要かなと思いました。 

  時間もありますので、次の質問に移ります。先ほどの条例の関係で質問をさせていただき

ます。 

  15条のこと、先ほど撤去費用は恐らくかからないであろうというようなことでございまし

た。年度当初の数字で、１人世帯が514世帯、高齢者の１人が59世帯、高齢者２人世帯が466

世帯、合計1,039の世帯が、いずれは後継ぎが帰ってくればいいんですけれども困った状況

になるというような思いで、先ほど15条の４を最大限運用の基準をそしゃくしていただきま

してということで、思いで発言いたしました。もう一度、撤去費用については少なくとも通

常の状態であればかからないというような確認をお願いいたします。 

○議長（中田隆幸君） 企画課長、山本銀男君。 

○企画課長（山本銀男君） 条例上は全ての方を無料にできるという文言でとめることはでき

ないので、このようにただし書きとして設けさせていただきました。おっしゃるとおり、負

担はかけないようにということで、十分町長が認めた者となる該当要綱として、詳細につき

ましては規則で明確にしないと、また不公平なところが出るといけませんので、そういうこ

とで対応をしていきたいと考えております。 

○議長（中田隆幸君） 11番、小籔侃一郎君。 

○１１番（小籔侃一郎君） そのような対応で、残り18％弱、500件以上の未回収があるとい

うようなときの説明に使って、全戸が入ることが、先ほど来、課長、いろいろ答弁の中で伝

えられておりましたけれども理想でございます。取りかかった初めの防災無線の代わりにな

るというような意味合いからいきましても、必要なことと思います。 

  それともう１点、先ほど来、４月１日運用が理想というようなことの中で、進捗率がそれ

ぞれ工事現場から担当者のところへは報告義務がありますので、報告されていると思います

けれども、８月の工事契約内容で、現時点、果たして４月１日に運用できるかどうかという

問題がございます。それに絡みまして、施設費用の実費負担の云々で１月31日までという期

日が付されておりました。仮にこれが４月１日に運用できるもの、地区の期限であるなら、

それは話わかりますけれども、例えば６月になる、８月になる、９月になるといった状況の

ときに、この締め切りの期限は延期できるものかどうかということがあると思うんです。そ

の辺の柔軟的な期日の延期はあるのかないのか、延長は考えられるかというところをお答え

願います。 

○議長（中田隆幸君） 企画課長、山本銀男君。 

○企画課長（山本銀男君） 条例上でうたってありますこの１月31日までというのは、あくま

でも利用をしたいという希望でございます。ですので、利用をしたいという希望があれば、

その期限までに出していただければ一体的な工事の中で対応ができるということで日を定め

させていただいたものです。ですので、実際に工事がもし遅れるようなことになった場合で
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も、設置をするという意思表示があることによって、工事の速やかなスケジュール的なもの

で対応できるということで設定をさせていただきました。一つの工事の中で、後から追加で

出されたときには、どうしてもその工事への対応ができるかどうかという問題がございます

ので、31日という一つの期限は、工事を進める上でも大きな日付として捉えて、こちらのほ

うにうたわせていただきました。 

  それで、じゃ、延期があるのかということですけれども、それは今後の進捗状況を見てい

く中で、設置の同意がなぜ遅れるのかという、そこですね、そこの原因によっては若干変わ

ってくるとは考えております。現時点では、31日は一つの区切りとして住民の皆さんに示し

て、工事をするときには地区内で一体的に地区工事を進めていきたいというふうに考えてお

ります。 

○議長（中田隆幸君） 再質問ありますか。11番、小籔侃一郎君。 

○１１番（小籔侃一郎君） きょうは、ダブった質問が出るといけないと思いまして省いたと

ころがございます。 

  それでは１点だけ。先ほど防災のことで聞きましたけれども、Ｊ－ＡＬＥＲＴが８月の契

約時に発注されていないということでございましたけれども、その理由をお願いいたします。 

○議長（中田隆幸君） 企画課長、山本銀男君。 

○企画課長（山本銀男君） 当時の設計の中では、非常にＪ－ＡＬＥＲＴの接続、そこが大変

難しいところがあったと。安芸高田市のほうでも設置していく上で、期限、同じにはできな

かったということを聞いております。そういう意味で、今回期限に、情報基盤のほうを特に

優先をして、８月のときには入札にかけさせていただきました。そして現在は、本年度に着

手できないかということで検討をしているところです。 

○議長（中田隆幸君） 11番、小籔侃一郎君。 

○１１番（小籔侃一郎君） 今、安芸高田市のお話ございましたけれども、確かに安芸高田市

は、「お助けフォン」ができてから約１年近く後にＪ－ＡＬＥＲＴがつながっておりますけ

れども、この町は、同報無線の代わりでこの事業を始めますよといったことが本当にポイン

トになると思うんです。それによって住民の皆様が、いろいろあるけれども、情報通信のた

めもあって、防災のこともあってということで始められた事業ですので、できる限り４月１

日開局と同時に、Ｊ－ＡＬＥＲＴ、あるいはＬアラートが運用できることをお願いいたしま

して、質問を終わらせていただきます。御清聴ありがとうございました。 

○議長（中田隆幸君） その前に、生涯学習課長、山下安男君から小籔侃一郎君に対しての答

弁がございます。 

○生涯学習課長（山下安男君） 先ほど町営サッカー場の芝生化のことで町長からお話があり

ましたけれども、町営サッカー場の今後の想定は、社会体育施設にとどまらないと想定され

ます。そうなると、幅広い関係者による例えば委員会とか協議会の中で話していく、進めて

いくという必要があると考えています。 
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  以上です。 

○議長（中田隆幸君） いいですか。11番、小籔侃一郎君。 

○１１番（小籔侃一郎君） 終わりを宣言しましたけれども、今のお話で、そういうものを

「という考えがあります」じゃなくて、実行に移してほしいんですね。そういうことで進ん

でいただきたいと、そんなふうに思います。ありがとうございました。 

○議長（中田隆幸君） これで11番、小籔侃一郎君の一般質問を終わります。 

  次に、１番、薗田靖邦君、発言を許します。１番、薗田靖邦君。 

○１番（薗田靖邦君） 大変眠くなる時間ですが、１番、薗田靖邦です。 

  通告に従って質問します。 

  昨年12月から振り返って、情報基盤整備事業に関する質問を特例債の使い方も含め３回質

問しました。昨年12月には、情報基盤を整備するはずなのに、情報が入り乱れて、誰が何を

整備していくのか、そこがわからないという質問をしました。また、事業を進めていく上で

の財政の状態、方向性、活用等について伺いました。今年に入って３月で、中身の充実、ソ

フト、アプリケーション、利用者さんとの対応、ハード面についての質問でした。今年最後

の質問も、やはり整備されていく事業の今後の対応、何度も質問せざるを得ない状況も察し

ていただき、質問をさせていただきます。 

  まず１番目に、ＩＣＴ利活用検討委員会の役割。二つ目に整備工事完了後の利活用につい

て。三つ目に、東海ブロードバンドサービス株式会社について。四つ目の工事進捗状況は、

先輩議員何人もお話しされて、私も言いたいことだけ四つ目は言わせていただきますので、

その辺で演台からの質問とします。お願いします。 

○議長（中田隆幸君） ただいまの１番、薗田靖邦君の質問に対し、町長の答弁を求めます。

町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） それでは、１番、薗田議員にお答えをさせていただきます。 

  本年の11月12日に設立をいたしましたＩＣＴ利活用検討委員会につきましては、工事完了

後に期待される高度情報基盤の利活用について検討していただくため、有識者や町内の各分

野で御活躍されている方々を委員として構成している委員会でございます。各世帯に整備す

る告知端末機の利活用や整備されるネットワークを利活用し、この町が少しでも便利で暮ら

しやすくなるよう十分に意見交換をしていただき、有効な利活用につなげていきたいという

ふうに思っております。 

  この事業の財源としている国庫交付金は、インフラ整備だけではなく、その後の利活用が

重要な交付条件とされております。十分に検討していただき、情報通信技術の利活用による

生活の向上につなげていきたいと考えているところであります。 

  今回の高度情報基盤整備工事は、町政懇談会でも繰り返し説明してきたとおり、最低限の

インフラ整備と位置づけ、工事完了後に町民の皆様が必要とされる利活用のための機能をつ

け加えていく考えであります。 
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  東海ブロードバンドサービス株式会社については、町内に本社を設置することで提案時の

約束を忠実に果たしていただきました。これから地元の企業として、町としてもできる限り

のことはしていきたいというふうに考えております。 

  経営への直接的な支援をすることは当然できません。しかし、提供するインターネットに

加入しやすい環境づくり、例えば町が教室や講座を主催し、インターネット利用者人口を増

やしていく、このことは間接的な支援であるばかりか、インターネットを利用することで町

民の皆様が不自由されていることを解消し、それが結果として生活の向上にもつながると思

っております。当町への高速インターネット提供に、唯一手を挙げていただいた事業者であ

ります。運営事業者として、また企業としても努力をしていただき、事業規模を拡大し、当

町における雇用の場の確保にもつなげてもらえればと期待もいたしているところであります。 

  工事の進捗状況につきましては、これまで太田議員、小籔議員の質問にお答えをしてきた

とおり、少し遅れておりますけれども、今月下旬から本格的に着手をしていくという報告を

受けております。 

  以上です。 

○議長（中田隆幸君） 答弁が終わりましたので、再質問を許します。１番、薗田靖邦君。 

○１番（薗田靖邦君） まずＩＣＴ利活用検討委員会についてですが、やはり情報基盤のこと

になると、私の質問は、財政シミュレーションとかハード面などで余り一般受けしない質問

が多いと言われたこともあり、大変ショックなときもあったんですが、今回私もＩＣＴ利活

用検討委員会のメンバーでもありますので、再確認の意味で、皆さんへのお知らせも含め、

ＩＣＴ委員の果たす役割、町長答弁していただいたんですが、意見交換だけで終わらせない

ための状況、委員の皆さん、今ちょうど共有から入って、今後の展開を確実なものにしたい

という思いもあると思いますが、その辺のもっと深い部分をちょっとお話ししていただけた

らうれしいんですが。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 昨日の静岡新聞にもいろいろ論評として書いてありました。あれを見

ますと本当にそのとおりで、やはりせっかく大きなお金をかけたものが、宝の持ち腐れにな

ってはいけないという中で、この地域に合ったそのようなソフトを開発し、端末にはそのよ

うな多くの皆さんが飛びつくような形で対応できる、そのようなことを検討していただきた

いというふうに思っておりますし、もう少し大きく言いますと、やはり一番心配な医療関係、

福祉関係、教育関係、これについての遠隔の会議または遠隔の診療等々いろいろな幅広い分

野で利活用ができるということもお聞きしておりますし、具体的にやっているという中では、

当然この町に合った方向性を見出していくということが必要ではないか。それには当然多く

の皆さんが参加をしていただけるということを期待をすることが必要というふうに思ってい

ます。 

○議長（中田隆幸君） １番、薗田靖邦君。 
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○１番（薗田靖邦君） 今の町長の答弁いただいて、今後検討委員会から出される利活用プラ

ンについては、各担当課で十分協議して、実現に向けて努力をしていただける話になってい

くのでしょうか。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） これはどこかで統括しないと、ばらばらでやってそのままというわけ

にいかないと思います。ですので、企画等で、当然ながら各課のやりたいというんでしょう

か、こういうソフト欲しいよ、端末をこうしたいよということがあった場合には、調整役が

必要だというふうに思っています。それぞれ好きなことを言って、これが必要だ、これが必

要だといっても、まとめがきかないという中で、若干の優先順序はつくかもしれませんけれ

ども、その間は部署を、対応していただく総括的なところをつくる必要があるというふうに

考えておりますので、それは当然来年度前に対応していかなきゃ間に合わないだろうという

ふうに思っております。 

○議長（中田隆幸君） １番、薗田靖邦君。 

○１番（薗田靖邦君） 委員会で今後話は進められていくとは思いますが、中長期的なもの、

時間が制限されるもの、委員会でも検討していかなければいけないことが多いと思います。

今回の予算は当然皆さんの税金であり、インフラ整備後のアクション、仕掛けですね。イン

ターネット利用者と非利用者のカテゴリ分けも必ず必要になってきます。行政側のアクショ

ンと民間側のアクションとの間に入って、サービス均等化に行政も努力していただきたいと

思っております。 

  そこで、そうした各課の対応も含め、衆議院選挙も終わり、先ほど町長も申していました

けれども、安倍政権が強く推す施策「地方創生」、ＩＴを活用した地方創生、利活用検討委

員会で検討していく利活用方法と地方創生を目的とするＩＴ利活用、先ほど町長も言ってお

りますが、遠隔診療医療の面、教育、これも先ほど教育長を中心にがっちりやっていってく

れると思いますが、生活支援など地域のサービス向上をさせて、企業の進出や移住・定住を

推し進めることができ、まちづくりにもつながっていくと思います。これからの国の予算も

明確になってくると思います。来年の予算計上に向けて各課それぞれ地域創生計画を作成す

ることで、利活用のための新たな財源確保も可能になるのではないかと思いますが、先ほど

町長、まちづくりのほうで答弁していただきましたが、また同じような質問で申し訳ないん

ですが、どうしてもやはりこれから先、皆さんが心配しているのは財源確保と、ソフト、ア

プリから入ってくると思います。そこでお金がかかってくるもんですから、その辺の財源確

保のことも考えて、地域創生計画に向けて作成することで、ＩＴを利用してさらに財源確保

も可能になると思いますので、また繰り返しの答弁になるかとは思うんですが、お願いいた

します。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 地方創生の関係が具体的にまだ目玉が決まっていないということがご
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ざいます。そのような中で、当然ながら、やはりモデルとして対応できるものを相当数計画

しない限りはお金がつかないということで、今回の地方創生は、結論から言いますと、全国

の競争であるというような意識のもとで対応する必要があるという中で、やはりこのように

大変中山間が苦しい状況にあるという中では、モデル的な事業を全国に先駆けて検討する必

要があるというふうに思っております。それがいわゆるモデルとしての地方創生に対する私

たちのメッセージになるというふうに思っておりますので、今言われましたとおり、医療・

福祉・教育関係については、当然ながら対応を積極的にやっていくことが必要というふうに

思っております。 

  特に今言われました遠隔診療、それから、中高一貫教育の絡みもございますけれども、川

根高校の存続に関することについても、やはり町がどのような対応をするかということで県

の動きが変わるということも感触として感じておるもんですから、そのことも含めて、先進

的な考えを持って進めていくことが必要というふうに考えております。これも当然ながら行

政だけではなかなか力不足になりますので、議会の皆さんにも御後援をお願いしたいという

ふうに思います。 

○議長（中田隆幸君） １番、薗田靖邦君。 

○１番（薗田靖邦君） 今の町長の答弁、どっちにしてもこの地方創生、来年から始まること

ですが、職員の方々も、来年の本当に事業に向けてよい予算計上をできるように、皆さんで

頑張っていただければと私も思っておりますので、お願いします。 

  続けて次の質問に入ります。 

○議長（中田隆幸君） 質問内容をしっかりして。 

○１番（薗田靖邦君） 次の質問に入ります。 

  次に、整備工事完了後の利活用についてです。 

  今回整備される無線局、屋外スピーカーについても、同様に維持管理を担当する部署は企

画課なのか、防災担当とするのか、どちらですか。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 統括するのは企画でやりたいということを申し上げましたけれども、

これは各課からいろいろ出てくる事業が、ソフトづくりにも出てくるということがあるもん

ですから、統括的には企画がやるべきだと思いますけれども、検討は各課で、それぞれの専

門分野で対応しなければいけないという統括を企画で今やっているような形で、もう少し人

が増えるかもしれませんけれども、対応する必要があるというふうに思っております。そこ

で取捨選択をし、優先順位を決めていくということになろうかと思います。 

○議長（中田隆幸君） １番、薗田靖邦君。 

○１番（薗田靖邦君） 緊急時の対応は、やはり行政側としてはここに重きを置いて、緊急の

対応ですので、企画課なのか防災なのか、その辺をまた煮詰めていっていただければと思い

ます。 
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  次に、本年度実施している整備工事については、先ほど町長も最低限のインフラの整備と

の位置づけということですから、それ以降の利活用に関する予算措置、事業担当について伺

います。 

○議長（中田隆幸君） 答弁を求めます。総務課長、前田修児君。 

○総務課長（前田修児君） ただいまの御質問でありますけれども、今、平成27年度の予算ヒ

アリングを行っておりますけれども、特段このＩＣＴ利活用に関して、例えば医療の面です

とか、教育の面ですとかという、予算的には今のところは私のほうは具体的には聞いており

ませんけれども、当然それは先ほど答弁があったように、企画中心にいろいろな形で利活用

をこれから考えていって、ＩＣＴ関連の予算は、当初に出なくても補正等で上げていくとい

うことになろうかと思っております。 

○議長（中田隆幸君） １番、薗田靖邦君。 

○１番（薗田靖邦君） 来年以降のことですから、その辺はまた考えてやっていただければと

思います。 

  次に、保守点検とサービスに関する東海ブロードバンドサービス株式会社についてです。 

  運営への直接的な支援をすることはできないが、地元の企業として、また当町インターネ

ット提供に唯一手を挙げた事業者として、町長、先ほど申してくれました。私も、地域貢献

できる会社になってほしいと思っています。全協等での話し合いの中で疑問に感じている部

分はまだあるんですが、地域貢献、社会貢献が会社の規模拡大にもつながると思います。 

  以前、川根本町を足がかりにして、静岡県内の事業拡大も視野に入れたいという考えが東

海ＢＢさんにありました。現時点での見込みはどうなっているか、ちょっとわかるでしょう

か。 

○議長（中田隆幸君） 企画課長、山本銀男君。 

○企画課長（山本銀男君） 直接的に会社の今後の展開については発言することはできないか

と思いますけれども、県内においてのサービス提供について努力しているということは聞い

ております。 

○議長（中田隆幸君） １番、薗田靖邦君。 

○１番（薗田靖邦君） いずれにしても地域貢献できる会社にとお伝えください。 

  ４番目の、これ最後になるんですが、工事進捗については、先輩議員、先ほどからずっと

言われていることですので、少しＪ－ＡＬＥＲＴのことも先輩議員言ったんですが、どうし

てもやはり僕が最初にＪ－ＡＬＥＲＴのこの全国瞬時警報システムのことは、防災面で、接

続にはどうしても必要なことだと私は思っていて、当町の面積の広さと山を背負っての集落

形態が、これが最も必要なシステムだということは皆さんもきっとおわかりだとは思うんで

すが、先ほど課長のほうからも答弁はあったと思いますが、今後も設計変更が考えられるか、

工期の延長も視野に入れていますか。もう一度ちょっと御返答をお願いしたいですけれども。 

○議長（中田隆幸君） 企画課長、山本銀男君。 
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○企画課長（山本銀男君） Ｊ－ＡＬＥＲＴ関連の工事は、今の工事の設計変更ではなくて、

一つの事業として進めていくということで考えております。当然速やかにできる形を検討し

ております。 

○議長（中田隆幸君） 総務課長、前田修児君。 

○総務課長（前田修児君） ただいまのＪ－ＡＬＥＲＴの件につきましては、当総務課、防災

担当課としましても、非常に重要な位置づけと考えております。当然Ｊ－ＡＬＥＲＴだけで

はなくて、防災面については、今の「かわねフォン」の中でいろいろな緊急情報がお知らせ

として出ると思います。そのことを含めて、Ｊ－ＡＬＥＲＴの接続がしっかりとしないと緊

急時に対応が遅れてしまうとか、そういうことも十分考えられるということで、その点につ

きましては企画課とも十分協議をして、同時進行でぜひともやってもらいたい、そのような

形でお願いをしているところではあります。 

○議長（中田隆幸君） １番、薗田靖邦君。 

○１番（薗田靖邦君） 私は消防委員長もやっていますので、防災面のハードの充実をぜひこ

こはお願いしていただきたい、お願いします。 

  これからは、さらに町民の皆さんが便利で快適な生活環境をつくり、安全・安心な地域づ

くりのために、この事業の整備推進の意味を、政の事業ではない当町の計画に組み込まれた

日々の暮らし、また、将来に結びつく事業だということの本質を大切にしていきたいと思い

ます。 

  また、町長もきのうの「黒潮」、新聞記者の記事で、ちょっと私、彼女に引用してもいい

かということで、少しその引用文を述べて質問を終わりたいと思いますが、きのうの静岡新

聞、島田支局記者の記事を借ります。 

  「町内全世帯を網羅するネットワークは、町内の距離的障害を克服し、過疎地域の福祉や

医療、教育など様々な分野の可能性を高める新たなサービスだけでなく、既存のサービスに

付加価値を加える」、皆さんも先ほどから言っています「宝の持ち腐れにならないように、

費用対効果に見合った利活用策を知恵を絞って提案し、進めてほしい」。私も肝に銘じて、

町民の皆さんが笑顔になる事業にと思います。 

  以上で質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（中田隆幸君） これで１番、薗田靖邦君の一般質問を終わります。 

  続いて３番、野口直次君、発言を許します。３番、野口直次君。 

○３番（野口直次君） ３番、野口直次。 

  通告に従い一般質問をいたします。 

  国の人口減少の中、地方創生と叫ばれ始めた今、一生懸命やる方にはそれなりに対処して

いく、来年度はめり張りのある予算をという町長の力強い言葉の中、本町の教育の平成の大

改革とも言える教育ビジョン、戦後最も厳しく長い茶業・林業の低迷、また、商工、観光を

含め所得低下に伴い、後継者不足、税収の落ち込み、雇用の問題等と課題は山積みです。 
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  そんな中、職員が住民の安全・安心のため、生活の足「道路」を見守っている方々、日々、

生活、健康、福祉、介護と携わっている人々と接する機会が増え、この１年２カ月を振り返

り、勉強させていただきながら、日々感謝と、どうなっているかなという疑問の繰り返しの

中、自分自身、地域が少しでも前へと思っています。 

  下記の三つの一般質問をさせていただきます。 

  最初に、今後の本町学校教育のあり方、方向性を問う。 

  それこそ教育長は、大学を退官いたしまして、各大学からの勧誘もあったと思うんですが、

地元というですか、この川根本町のために来ていただきましてありがとうございます。私は

余り褒めることはないんですが、お願いいたします。 

  近年、余りにも学校間の児童生徒数の減少、また、中学生になってもクラス替えができな

い現実、部活動の制限、学校によっては男女間の比率がゼロという学年もあり、そんな中、

女の子らしさ、男らしさ、さらに複式学級の増加、私自身、統合が必要と考えていたやさき、

新しく注目される学校教育のビジョンの春風が川根本町にも吹き始めています。 

  本町の学校教育のビジョンの策定の今後の考え方及び来年度を含め、進め方を問う。 

  ②町にあっては、町民、父兄の中には、生徒減少に伴い統合を望む考えが見受けられる中、

どのように今後の町の教育施策を説明し進めるか。 

  ２、農業の今後の現況の施策を問う。 

  ①農業共済の加入状況と共済加入できなかった人たちに対して町の対策は。 

  ②茶業の低迷の中、農地流動の課題とその対策及び今後の取り組み。 

  ③農家、専業農家、生産法人、農事法人に対しての支援の方法、来年度の予算を含めて今

までとは大きく変化するのか。 

  ３、国・県道の今後の道路計画の見直し、町としての要望・陳情の進め方を問う。そして、

町道等の管理は。 

  ①国道362号３カ所、静岡、青部、上長尾の今後の見通し、その中の町としての要望は。 

  ②道路の安全確保対策、また、地区の要望を含め町の考え方を問います。 

  以上です。よろしくお願いいたします。 

○議長（中田隆幸君） ただいまの３番、野口直次君の質問に対し、教育長及び町長の答弁を

求めます。教育長、大橋慶士君。 

○教育長（大橋慶士君） 太田議員のほうの質問にございました部分と多少重複する部分がご

ざいます。それで、少し太田議員に説明したことと文言を変えて、もう一度私の教育ビジョ

ンの体系を説明した上で、それで今後の進め方ということを説明させていただきたいと思い

ます。私の説明の後、２番、３番については町長のほうから答弁させていただきます。 

  平成17年の中央教育審議会教育制度分科会地方行政部会というところからの答申がありま

した。ここでは、地方分権の時代においては、地域の実情とニーズに適合した教育をそれぞ

れの自治体が主体性と創意工夫、そして責任を持って推進していくということが求められま
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した。 

  平成27年度から推進する学校教育ビジョン「学力向上ネットワークプラン」は、川根本町

の六つの小中学校を緩やかな一つの学校とみなした本町ならではの教育、いわば本町だから

こそできる教育であります。児童生徒１人当たりの教職員数は、太田議員にも申し上げたよ

うに、他の市町村に比して圧倒的な優位性を持っており、これは町の財産であります。した

がって、この町の財産を手放す必要はないと私は考えております。したがって、子供たちの

数が減少したからといって、質問要旨にあるように、統合をせいて考えるのではなく、町の

財産である教職員を生かし、小規模であることをプラスと捉えた川根本町ならではの教育施

策を推し進めます。具体的には、キャリア教育を基盤としながら、各学校の縦横の連携グル

ープにおいて生み出すＲＧ授業の展開により、学習効果の高い授業や活動を生み出し、これ

らの取り組みを通して、子供たちの生きる力を育むとともに、確かな学力の定着を図ってま

いります。また、学校の枠を超えた新しい人間関係の構築される中で、学ぶ楽しさを実感し

ながら、子供たちの中で自尊感情や自己有用感、自己効力感が大きく膨らんでいくことにな

ります。 

  なお、ＲＧ授業については、本施行となる来年度については、小学校で10回40時間、中学

校で５回20時間のＲＧ授業を実施する予定でおります。 

  ＲＧ授業については、これまで９月から11月にかけて１回目の試行を行いました。この結

果を受けて、現在、町校長会を中心に、全教職員が一丸となってＲＧ授業を推進することが

できるような体制づくりを進めているところです。さらに１月、２月に２回目の試行を実施

する計画でおります。その際には、学校給食も合同で行うことになっております。御案内い

たしますので、ぜひ議員の皆さんも、生き生きと学ぶ子供たちの姿を御参観いただければと

思います。 

  教育委員会としましては、学校が主体的に教育ビジョンを具現化していくことができるよ

う、全面的にサポートするための環境づくりに努めてまいります。具体的には、個別・グル

ープ別指導を行ったり、各学年が一堂に会したときに授業を行ったりする上で必要な備品を

整える必要があります。また、実際に子供と向き合う教員の資質向上を図る上で必要な21世

紀型の新しい教育、これは最近21世紀型の教育スキルということが言われております。実は、

子供たちが主体的に学ぶ教育の方法というのも、世界的に開発をされております。そういう

ものも含めてということで、新しい教育について主体的に研修を深めることができるよう支

援を行ってまいりたいと考えております。これらについては予算化を進めておりますので、

ぜひ議員の皆さんにも御配慮をお願いしたいと思います。 

  以上でございます。 

○議長（中田隆幸君） 次に、町長の答弁を求めます。町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） それでは、野口議員の質問に対しましてお答えをさせていただきます。 

  ２項以降の農業に関してでございます。 
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  野口議員におかれましては、熱心に農家と意見交換をされ、農家の経営状況や農家の考え

方に基づき質問をされたものだと思っております。 

  茶共済につきましては、町議会の御理解をいただき、この９月議会におきまして、補正予

算により補助制度を立ち上げることができました。平成27年度産に向けた加入状況は、18団

体の181戸となり、補助制度ができたからというわけではないとは思いますが、新規に10団

体128戸の加入が実現できたことは、町内の農業経営の安定化に一定の策を打つことができ

たものと考えております。野口議員が指摘しているとおり、茶共済制度は、第三者が年間総

生産量を示すことができる生産者の加入を前提としている制度ですので、自製農家が加入し

にくいという側面がございます。この点につきましては、何らかの対応を共済制度に求めて

いくこととしております。 

  農業経営の安定化、リスクマネジメントは、全ての農業者が事業として行っているわけで

すので、経営手法として必要なことであります。生計という観点で申し述べさせていただけ

れば、兼業化のその一つの手段であり、先人がやってきた複合経営もその一つの手段であり

ます。本町における農業は、久しく茶に特化した経営形態でありますが、複合作物に取り組

む農家も多く、特に柚子は昭和56年に大規模な作付を実施して以来、農業経営振興会や生産

組合に加入する農家の皆さんの苦労と努力の成果が見え始めてきております。大変うれしい

ことであります。また、法人化の取り組みも農業の共同化というばかりでなく、人材育成の

側面としても機能し始めております。 

  これらの状況を踏まえ、茶共済加入以外の方法でリスクを回避する手段を普及指導してま

いりたいというふうに考えております。また、その具体的な支援も拡充をしてまいりたいと

いうふうに思います。 

  農業の担い手の高齢化に地域として取り組む手段として、農地流動化を推進していくに当

たりましては、農地が集約するということは、経営面積の拡大を行っているということであ

り、省力化や低コスト化、あるいは効率化が課題として浮上してまいります。農地流動化の

ポイントは、担い手のやる気であるわけですが、取り組みをしやすいように初期投資の段階

で町の支援を検討してまいります。 

  生産意欲、経営拡大志向が強い個人あるいは生産法人といった農業者への支援を強化して

いくことは、担い手を育成することと同義であるわけでございますので、平成27年度事業と

して対応してまいりたいというふうに考えております。 

  いずれにしましても、個人農家の積極的な取り組み、農業生産法人の動向など明るい動き

も見え始めておりますし、何といっても11月27日には、川根本町柚子がしずおか食セレクシ

ョンに認定され、いよいよ県内外の注目を集めることとなってきましたこと、生産者のたゆ

まぬ努力に敬意を感じますとともに、川根本町農業の先駆的かつ大きな期待が持てる農業経

営のあり方の一つだと認識をしているところであります。 

  ３番目の国道362号３カ所の今後の見通しについての御質問がございました。 
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  今年第１回議会定例会での芹澤議員への答弁と重複する箇所もございますけれども、御了

承いただきたいと思います。 

  現在、町内を通る国道362号では、国道事業として富士城及び青部の２カ所、また過疎代

行事業で上長尾の合計３カ所でバイパス工事が進められております。このうち、特に早期の

完成を切望をしておりますのは青部のバイパスです。この道路の完成は、合併前の旧中川根

町と旧本川根町を一体化するかけ橋として、また、産業、観光の活性化、過疎対策など多く

の課題解決への対策として効果が期待をできます。 

  本年10月21日から、元藤川と青部下沢間の藤沢橋が供用開始となり、この橋を利用される

方も増えております。また、青部付近でも盛り土等の道路工事が行われております。残るは

トンネル工事ですが、県では来年度から工事に着手すると明言をしていることから、全面開

通もそれほど遠くはないものと考えております。早期の全面開通について県や国への要望は

続けており、本年度は、国土交通省では事務次官等にも直接要望をしております。 

  次に、富士城バイパスです。川根本町の、また、日本の宝である南アルプス地域が、６月

11日、ユネスコエコパークに登録されたことから、静岡県側の玄関口として、静岡市、川根

本町間の国道整備は今後ますます重要となってきます。また、平成28年４月から消防救急業

務が静岡地域という枠組みで広域化されますが、大災害や大事故が発生した際の広域連携の

ためにも国道整備は不可欠のものであります。現在施行中のⅡ－１工区では、延長230ｍに

及ぶ11号橋の完成が待たれておりますが、完成までには残念ながらまだ数年を要すると県か

ら説明を受けております。 

  静岡市と川根本町小長井間の国道整備に関しましては、静岡市羽鳥、藁科、清沢各地区の

皆様と、静岡市、川根本町間国道バイパス建設促進期成同盟会を組織し、静岡市・県・国へ

の要望活動をしております。この道路は、静岡市との交流、物流を活性化する上でも早期の

整備が待たれておりますので、関係機関への要望をこれまで以上続けてまいります。 

  上長尾バイパスの件ですが、本年度中に長尾川橋付近で国道に接続する計画です。それ以

降の道路詳細計画はまだ決まっておりません。現道の沿線には教育施設や社会福祉施設があ

りますので、安全な交通を確保するためにも、引き続きバイパス整備が推進されるよう、

県・国への要望を続けてまいります。 

  道路の安全対策、また、地区の要望を含め町の考え方はという質問がございました。道路

管理上、安全な交通を確保する必要がありますので、そのために必要な維持管理を行ってお

ります。各地区から提出していただいております要望には様々な内容があり、中には町とし

て対応できかねるものもありますが、要望にはできるだけお応えできるよう努めてまいりた

いというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（中田隆幸君） 答弁が終わりましたので、再質問を許します。３番、野口直次君。 

○３番（野口直次君） どうもありがとうございます。 
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  再質問させていただきます。 

  最初に、学校教育のビジョン推進体制と保護者や地域の説明はどのようにするかお願いい

たします。 

○議長（中田隆幸君） 教育長、大橋慶士君。 

○教育長（大橋慶士君） これまで11月11日に行われた町ＰＴＡ連絡会の教育講演会の場にお

いて、出席の保護者に対して教育ビジョンの取り組みを説明しております。そして、その中

で理解と協力を求めてまいりました。また、各学校には授業参観や保護者会において説明の

要請をいたしたところです。 

  今後につきましては、先ほど太田議員にも説明しましたけれども、校長会を通して12月中

に小中学生の全家庭に学校教育ビジョンのリーフレット、これなんですけれども、これを配

布いたします。本年中に配布をするということです。また、４月の教育ビジョンの本施行に

向け、町の広報紙や新聞報道、さらに各学校の参観等の機会を活用して、教育ビジョンの考

え方や具体的な取り組みについて説明を行い、広く町民や保護者に周知をしてまいる所存で

あります。 

○議長（中田隆幸君） ３番、野口直次君。 

○３番（野口直次君） 町長に質問させていただきます。 

  それこそ現場の校長を中心に、教育委員会あるいは県がサポートしていきながら、新しい

教育の方針、キャリア教育を含めて頑張っていただくということが大変わかった中で、やは

りこのビジョンを推進していくには、教育には人、物、金が重要で、教育というのはとまっ

ている時間はないと思いますので、これからの町長の考えをお聞きいたします。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 基本的に教育というのは人づくりだと思っております。人づくりをや

っていくには、当然ながら投資が必要というふうに考えております。今言われたとおり、そ

れぞれの施設、環境、それから教育の備品等につきましては対応をできるだけしていくとい

うことが人材育成にプラスになるというふうな基本的な考え方は以前と変わっておりません

ので、そのような考え方のもとで進めていっていただくということの後押しをしていきたい

というふうに思っております。 

○議長（中田隆幸君） ３番、野口直次君。 

○３番（野口直次君） 本当にこの教育というのは、長くて時間がかかるもんでしょうけれど

も、こうやって、太田議員もおっしゃっておりましたけれども、県下で初めてという中で試

行錯誤しながら進んでいくということは、緩やかな大きな統合にも一部考えられますけれど

も、本当に子供たちが生き生きしていく中で、今後も頑張っていただく中で町長にもう一度

お聞きしたいのは、とにかくあってはならんですが、これから町が貧乏になっても、子供た

ちの教育費は惜しまないということでお願いをしたいと思います。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 
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○町長（鈴木敏夫君） 先ほど申し上げたのはそのことを言ったつもりだったんですが、すみ

ません、つながらなくて申し訳ないんですが、やはり人材育成には長期的な投資が必要だと

いうことはわかっております。そのような中で、当然ながらできる範囲になるかもしれませ

んけれども、最優先的な課題であるということが人づくりの私に与えられた命題かなという

ふうにも思っておりますので、やはり教育関係については、当然ながら惜しみない後援をし

ていくことが必要というふうに考えております。これはいろいろな場面で、今度は、先ほど

教育の関係については教育長に全て答弁させていただきましたけれども、基本的には町全体

の中で、教育がある程度しっかりしていないと、先ほどから質問がございます若者定住につ

いても問題があるし、そのようなことを拡充していくことが将来につながる、人づくりに特

につながると。 

  もう少し言いますと、私は基本的には、人材育成のためには教育の基金をつくってもいい

と思っています。そのようなことをやらない限りは、なかなか大きな展開ができないだろう

というように考えておりますので、今引きずられて口が滑りましたけれども、そのような方

向も考えているということだけは御理解いただきたいと思います。 

○議長（中田隆幸君） ３番、野口直次君。 

○３番（野口直次君） 次の２番目の農業について質問させていただきます。 

  今年度は、昨年同様、各農家に肥料、農薬の助成は考えなかったのか。また、ＪＡは早々

被害地域が昨年より小規模と判断し、取り合わなかったと聞いております。ひょうの被害を

はじめ、２年連続農家のダメージは大きい。今年度の農業共済の加入の説明は先ほど聞いた

んですが、この共済加入のみでよかったのかと日ごろ考えます。その辺をちょっと質問させ

ていただきます。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 実は、ひょうの話は、余り大きな被害があったということを言わない

ほうがいいだろうとか、報道しないほうがいいだろうという制約も、実はいろいろな方から

言われたこともあります。しかし、うそ隠しなく調べていただいたことは事実です。 

  その中で、今後抜本的に何が必要かということを考えたときには、生産者の所得補償、こ

れが重要だろうということ、やはり、例えばの話で申し訳ないんですが、500万必要なとき

に、今お茶で300万あるけれども、そのほかどうしたらいいだろうというときに、安定した

300万がないと500万までは到達しないということがあるもんですから、そこで肥料の１俵や

２俵で対応するという話ではないだろうという観点から、共済に加入していただくというよ

うなことをやりました。 

  結果的には大変多くの皆さんに加入をしていただいたということもありますけれども、こ

れが全て100％で、これで農家は安心だという話じゃありません。これからも凍霜害が来る

可能性は当然ありますし、今後やはり基本的には、生産者の安定した所得確保をするべきだ

ということで、このような方法をとったということで、いろいろなことを考えましたけれど
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も、今でき得る最大限の目標は、農家の所得確保ということだったものですから、このよう

な方法をとったということで御理解をいただきたいと思いますし、今後、共済等ももっと入

っていただく方が増えたほうが私は安定すると思っておりますし、それが持続的な農業につ

ながるというふうに思っております。 

○議長（中田隆幸君） ３番、野口直次君。 

○３番（野口直次君） 今、町長がおっしゃったように、先ほどのほかの議員の質問にもあっ

たんですが、本当にモデル的ないろいろなことをやってみたいということ、私はこれが一番

きょうの議会の中で、私は農業畑ですので、聞いていて非常にうれしいなと思いました。本

当に実施して、それをまね、言葉は悪いんですが、それを見て、これは私でもできる、これ

はまた次の子供たちにもおやじがやらせてもいいという、そういうことも出てくると思いま

すので、ぜひそういうモデル的なまた農作物の転換をしていただきながら進めていただきた

いと思います。 

  もう一つ、農業の関係でお聞きいたします。 

  農地の賃借契約の利用権設定の近年の茶協を考えると、賃借料はほぼゼロ円か無償が多い

と聞いています。多いと聞いているが、貸し手側の立場を考えた場合、せめて農地の固定資

産税並みの何らかの助成はできないか。そうすると、耕作放棄地になる前に、手前でそんな

にお金をかけずに農地の流動ができるじゃないかなと思います。それで、私たちもこの制度

を利用させていただいて借りているんですが、生活がお茶で余り楽じゃないもんですから、

本当にお盆と暮れぐらいに少しお礼をする程度が現実なんです。それで、ある地域でも、や

はり、これは国・県のまた農業の法律もありますので、本当に荒れたりとか何かっていうふ

うになっていかんと、実際動けないのは事実なんですが、本当に荒れる前に、先ほど述べた

ように、少しでも農地が皆さんの借り貸しができるようになればと思いますので、その点、

弾力的に進めていただきたいと思いますので、その辺の何かアイデアというか、これは突然

の私の提案ですので無理だとは思いますが、どうかお願いいたします。 

○議長（中田隆幸君） 産業課長、後藤泰久君。 

○産業課長（後藤泰久君） 国の制度であります中間管理事業というのがありまして、そちら

のほうでは貸し手側にも借り手側にも助成が出るような制度がございますが、面積の要件と

か貸し付けの要件とか、なかなかここに合ったものであれば、そこを紹介するんですが、個

別にそこら辺は対応していきたいと思います。 

  小規模な町単独でのそういう助成は、今のところは考えておりません。 

○議長（中田隆幸君） ３番、野口直次君。 

○３番（野口直次君） 考えていないけれども、考えていただけるということで期待いたしま

す。 

  最後というか、３番目の質問をさせていただきます。 

  それこそ山間地域で距離の長い町道を管理していただいているのは大変だと思うんですが、
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日常には、具体的にはどんな保守管理をしていただいているかということの中で、地区と地

区の間、山道ですね。国道も入るとは思うんですが、県がパトロールを定期的に行っている

のを昔はよく見たんですが、このごろ黄色いパトロールカーを割合見なくなったもんですか

ら、担当はどこの事務所でどうやってやっているのか。例えば川根寸又峡線77の田野口、原

を経由して下泉間も県道と聞いておりますが、その辺の保守はどんなふうになっているでし

ょうか。 

○議長（中田隆幸君） 建設課長、大村浩美君。 

○建設課長（大村浩美君） 県のパトロール、回数まではちょっと把握していませんが、最低

月に２回ぐらいは、やはり野口議員おっしゃったように黄色い車でパトロールのほうはやっ

ています。全てのそのパトロールのときに箇所を決めて回っているのか、それとも全路線を

回っているのかまでもちょっと把握していません、申し訳ありませんが。月に１回は全ての

路線は確認のほう、パトロールはしているはずです。 

○議長（中田隆幸君） ３番、野口直次君。 

○３番（野口直次君） そのパトロールの県道とか国道をやっていただいているのは、その都

度、もし町役場とか何かには、いろいろな情報は、例えばここの地域という、そういうのは

あるんでしょうか。 

○議長（中田隆幸君） 建設課長、大村浩美君。 

○建設課長（大村浩美君） どこの地域をパトロールするとかいうのは特にうちのほうにはあ

りませんが、パトロールで例えば何か異常があれば、その連絡は町のほうに入ります。それ

で、こういう異常があったので、こういう対応を今後するとか対応したとかいう連絡はあり

ます。 

○議長（中田隆幸君） ３番、野口直次君。 

○３番（野口直次君） 最後の質問をさせていただきます。 

  緊急の度合いもあるでしょうが、ちいちゃな落石、倒木、側線の薄くなった場合、落ち葉、

雑草が生い茂って道路幅がわかりにくい。町道、農道、林道の場合は直接役場ですか。それ

とも区を通して役場に連絡するのか。また、国・県道の場合はどうしたらいいか、初歩的な

ことですが、もう一度確認の意味で教えていただきたいと思います。 

○議長（中田隆幸君） 建設課長、大村浩美君。 

○建設課長（大村浩美君） できれば区長さんのほうからまとめてといいますか、町のほうに

言っていただければと思います。緊急の場合は直接役場のほうで結構ですけれども、そうい

う形でお願いしたいと思います。 

○議長（中田隆幸君） ３番、野口直次君。 

○３番（野口直次君） 国道も県道もそれでよろしいですか、もう一度お聞きいたします。 

○議長（中田隆幸君） 建設課長、大村浩美君。 

○建設課長（大村浩美君） それでお願いします。 
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○３番（野口直次君） どうも一般質問、ありがとうございました。できるだけ皆さんと一緒

にまた、いい27年になるように微力ながら頑張っていただきたいと思いますので、きょうは

ありがとうございました。これで一般質問を終わりにさせていただきます。 

○議長（中田隆幸君） これで３番、野口直次君の一般質問を終わります。 

  ここで暫時休憩をとりたいと思います。 

  35分まで10分間休憩をしたいと思います。 

 

休憩 午後 ３時２４分 

 

再開 午後 ３時３４分 

 

○議長（中田隆幸君） それでは、休憩前に引き続き会議を再開します。 

  ５番、中澤莊也君、発言を許します。５番、中澤莊也君。 

○５番（中澤莊也君） 最後の質問者になります。５番、中澤莊也です。 

  一般質問通告書に従って質問を行います。 

  最初にお断りしておきますが、太田議員、芹澤議員、野口議員との質問の内容がダブる点

もあるかもしれませんが、その点は御容赦願いたいと思います。できるだけ違った視点で、

硬軟織り交ぜて質問をさせていただきます。 

  質問事項は、一歩踏み込んだ耕作放棄地対策をと、ユネスコエコパーク登録後の取り組み

についてであります。 

  最初に、耕作放棄地対策について伺います。 

  農業従事者の高齢化や後継者不足、近年の茶価の低迷等もあり、町内の至るところに耕作

放棄地が見られるようになり、ここ数年は年々増加の一途をたどっています。地域の活性化

や地場産業の振興を図るためには、一歩踏み込んだ耕作放棄地対策が必要であります。町が

取り組むべき喫緊の課題の一つと考えます。 

  農地の流動化が進まない大きな要因として、昭和27年に制定され、平成21年に大きな改正

を見た農地法による数々の規制が考えられます。農用地の除外、農地法第４条による地目変

更、第５条による所有権移転を伴う種目変更の許可権限者は全て都道府県知事となっており、

申請から許可に至るまで最低でも１年以上の期間を有し、申請者からは手続の簡素化や期間

の短縮を求める声があちらこちらで聞かれます。県は、農地法第４条、第５条については、

市町が手を挙げれば許可権限の移譲を認めています。我が町において４条、５条の権限移譲

を行う考えはないか。町の土地利用計画を早急に策定し、あわせて農用地域の見直しを図る

考えはないか伺います。 

  また、耕作放棄地対策として、町の取り組んでいる事業の内容、取り組み状況、課題、問

題点、地域の反応等についても伺います。 
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  次に、ユネスコエコパーク登録後の取り組みについてであります。 

  本年６月12日に南アルプスがユネスコエコパークに登録され、我が町全域も移行地域とし

て認定されました。町長も我が町を町内外に知らしめる絶好の機会として捉えられ、議会等

において、拠点の整備、人材の育成、アクセス道路の整備、エコツーリズムの推進等、前向

きな発言をされておられます。 

  しかし、ユネスコエコパークに認定されたことの意義や、光岳南限の原生自然環境保全地

域の持つ意味やそのすばらしさを知っている町民はごくわずかであります。かく言う私も、

原生自然環境保全地域にまだ一度も足を踏み入れたことがございません。まずユネスコエコ

パークに登録されるような豊かな自然、歴史、文化を我が町は持っているのだという町民へ

の周知、私たちは森と水の守り人、番人というのはやらされるという意味がありますので、

あえて守り人という言葉を使わせていただきます。として、この地に暮らしているのだとい

う町民の誇りの醸成、意識の高揚を図ることが肝要と考えます。 

  そこで、町が今まで取り組んできた住民への周知、インタープリター等の養成、拠点施設、

アクセス道路等の整備状況、エコツーリズムの推進や今後の取り組みについて、町当局のお

考えを伺います。 

○議長（中田隆幸君） ただいまの５番、中澤莊也君の質問に対し、町長の答弁を求めます。

町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） それでは、中澤議員の質問に対しましてお答えをさせていただきます。 

  今は軟の御質問でございましたので、後半の質問には硬が来ると思ってびくびくしており

ますけれども、答弁をさせていただきます。 

  中澤議員は行政書士でもあり、日々様々な行政手続に関する相談を受けておられることと

存じます。また、川根本町エコツーリズムネットワーク協議会の会長として、観光的視点、

環境的視点、そして生活文化といったあらゆる視点から、日ごろの経験や活動に基づく知見

による御質問を頂戴したと思っております。 

  まず初めに、耕作放棄地対策と農地法の御質問についてお答えをさせていただきます。 

  耕作放棄地対策は、太田議員からの質問もございましたので、重複する部分につきまして

は省略をさせていただきます。 

  このことにつきましては、議員各位をはじめ、多くの町民の関心が高いものであります。

耕作放棄地が増加している現況において、農地法第４条及び第５条の権限を町への移譲を求

めて農地流動化を円滑に進めていく御提案をいただきました。農地法の運用に際しましては、

議員も御存じのとおり、法律、政令、省令に加え通達まで、非常に多岐にわたる法令知識が

必要な業務で、第４条、地目変更、第５条、所有権移転に関する許可については、町の農業

委員会が審議した後に意見書を県に提出をすることで、県が許可を行うこととなっておりま

す。この農業委員会の審議におきましては、小規模な自治体においては、やはり県の指導を

仰ぎながら適正に法令の運用を行う事務を実施することが町民全体の利益につながるものと
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考えております。 

  一方で、農地集積バンクのような事業は、国が進める中間管理事業、農協を中心とした農

地利用円滑化制度において進められているところで、積極的に取り組んでまいりたいと考え

ております。その際に、受け皿となる農業者の存在が重要でありまして、農業生産法人を含

む農業者の育成が鍵となるわけでございます。良質な川根茶の生産をはじめとする我が町の

農業を推進すると同時に、効率的な省力化農業に取り組む農業者の育成支援を行ってまいり

たいというふうに思っております。 

  法人による農業経営につきましては、町としても期待を寄せているところでありますが、

そのほかにも機械の共同所有や農地の共同管理などの手法がございます。個人においても複

合経営により経営農地の拡大に取り組まれている農家もございます。多彩な農業形態が実現

できるよう、農協営農及び農林事務所普及指導と連携して我が町の農業振興を進めてまいり

たいというふうに思っております。 

  ２番目のユネスコエコパーク認定後の取り組みについてお答えをさせていただきます。 

  ６月11日に、当町全域を含む静岡、山梨、長野３県10市町、302haの地域がユネスコに、

南アルプスエコパークに登録され、ほぼ半年が経過をいたしました。このユネスコエコパー

クは、ユネスコが、世界人類に誇り保護すべき自然環境を中心に、自然環境との共生活動に

率先して取り組んでいる地域として認定したことは、議会の場で幾度となく答弁をしてまい

りました。ユネスコエコパークの認知度に関しましても、中澤議員の６月議会の御質問の答

弁時にも申し上げましたが、同じユネスコが登録する世界遺産と比べ、残念ながらその認知

度は余り高くないと言わざるを得ない状況が現実であります。 

  議員御指摘のとおり、エコパークに登録された地域としてのＰＲ、住民への周知、人材育

成等が、本登録をより有効なものとしていくための最重要課題であると認識をしております。 

  これらに関する登録後の当町での取り組みを御報告させていただきますと、ＰＲ活動とし

て、静岡市内を中心に発行されているタウン誌へのユネスコエコパークに登録された町「川

根本町」の特集記事掲載や、同じく井川地区がエコパークに登録された静岡市と協力し、各

種イベント等、様々な機会、場所でのＰＲイベントを実施したほか、産業文化祭、ふるさと

祭り、接岨湖まつり等の町内イベントにおいてもＰＲ活動を実施してまいったところであり

ます。 

  町民への周知促進に関しましては、「エコパークとは」という基礎的部門から学ぶ勉強会

の開催等や町広報紙への関係特集記事の掲載等も行ってきたところであり、最近では商工会

等各種団体においても、独自にエコパークの町としての活用方策を学ぶ学習会が開催される

など、多くの方々への周知、活用促進に向けての動きが見られている状況ではあります。 

  しかしながら、まだまだＰＲ、住民への周知活動等は不足している状況にあり、効果的な

住民周知等を推進していくための有効的な方策を進める第一歩として、担当課にとどまらず、

役場庁舎内関係課による検討会議を開催し、それぞれの担当業務において、エコパークに登
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録された町としての様々な展開を図っていくことを確認したところであり、今後各課等にお

いて、エコパークに登録された町として進める様々な事業展開を次年度以降の予算等に反映

していく予定でおります。 

  中でも、人材育成に関しましては、エコツーリズム等のガイド、指導者養成のみならず、

エコパーク「自然との共生」に関する人材育成、人材教育が求められており、環境教育の充

実や地域を再認識するための取り組み等、様々な取り組みをより一層拡充していくことによ

り推進してまいりたいと考えております。 

  次に、施設整備に関する質問でありますが、当面は寸又峡山岳図書館、資料館やまびこ、

フォーレなかかわね茶茗舘をエコパークの情報発信拠点施設として、エコパークに関する

様々な情報を提供するよう随時対応していくものとしております。 

  寸又左岸林道整備に関してですが、先ほど芹澤議員の質問にもお答えさせていただきまし

た。現在、森林管理署のみならず、環境省、県等の関係機関とも様々な観点から協議検討を

行ってきている状況であります。しかしながら、同地域の厳しい自然条件等から、利用に際

しての安全確保等の面、自然環境保全の面等、様々な課題を抱えているところであり、今後

も関係機関等との協議をさらに重ね、よりよい方向性を見出すよう検討努力していくもので

あります。 

  寸又左岸林道の整備につきましては、芹澤議員の質問と重複いたしますので省略させてい

ただきます。 

  以上です。 

○議長（中田隆幸君） 答弁が終わりましたので、再質問を許します。５番、中澤莊也君。 

○５番（中澤莊也君） まず町のほうでいろいろな、耕作放棄地の関係でございますが取り組

みをされているわけです。総合計画の中にでも数値目標を計上されていまして、町のほうで

先ほど、農地の再生には、一般の方は補助率が２分の１で、認定農業者の方は６割の補助が

あるということで、そういう一生懸命農業をやられる、町長がよく言う篤農家と言われる方

たちだと思いますが、そういう人たちをこれから農業の担い手として、町の茶業振興、農業

振興をしていこうという考え方のようでありますが、現在の認定農業者、私のところにある

資料では、22年には77人で、平成28年には94人という目標数値を掲げられておりますし、認

定農業者への農地の集積ということを考えていらっしゃるようです。22年には15.9％、28年

に20％、耕作放棄地の再生利用面積については年間52ａ、平成28年には年100ａということ

で、そのための目標達成の取り組み、狭小で急傾斜面に立地する農地、そういうものが荒廃

農地になっているという、以前、課長からの答弁がございましたので、そういうものに対す

る考え方についてまず伺います。 

○議長（中田隆幸君） 産業課長、後藤泰久君。 

○産業課長（後藤泰久君） まず最初に、総合計画の数値目標でございますが、認定農家数、

平成22年契約時ですが、77人でしたが、平成26年62名という数字であります。農地の集積率



－124－ 

ですが、計画策定時が15.9％、26年度が11％、耕作放棄地の再生面積目標52ａに対しまして

26年度は今のところございませんという今年の現状であります。 

  耕作放棄地に対する政策方針はということですので、今、農業委員会のほうで農地を見て

おりまして、山となってしまってある農地もありますので、そちらは非農地化を進めていく

ということで、それから、農地から外れた農地といいますか、山つきの農地は柚子なり栗な

りの転作をしていただくように進めたいと。そして、先ほど太田議員が勧められたナギナタ

ガヤを利用して、景観も、それから果樹ということで複合のほうに進んでいただきたい。ど

うしてもここは守っていかなければならないという農地については、借り手をなるべく探し

て、継続して茶園としていってもらいたいということで進めたいと思います。 

  以上です。 

○議長（中田隆幸君） ５番、中澤莊也君。 

○５番（中澤莊也君） 今、課長のほうで目標数値が22年が77人で26年が62人ということで、

ほとんど達成されていない。その原因をどのような形で考えているのか伺います。 

○議長（中田隆幸君） 産業課長、後藤泰久君。 

○産業課長（後藤泰久君） やはり全国的にそうなんですが、高齢化ということ、それから後

継者不足ということで、計画策定時より茶業も変わってきておりますので、このような数値

になってしまっているのではないかと思います。 

○議長（中田隆幸君） ５番、中澤莊也君。 

○５番（中澤莊也君） 今、課長の答弁の中で、やはり高齢化、後継者不足、茶価の低迷等、

そういう環境が非常に厳しいということで、今農業をやられている方の中にも、後継者がい

ないので、これから自分たちの土地、農地をどうしていこう、農地が荒れてしまうおそれが

あるという危惧を抱いている方はたくさんいらっしゃいます。先ほど私が農地法の関係で、

いろいろ法律とか規則、省令、通達等もあって、なかなか難しがるよという御答弁がござい

ましたが、一つの農地の流動化というか、地域が活性するには、農地法、地域の創生という

ことが出てきたと思います。モデル地区をつくって手を挙げていく、そういう中では、やは

り町がこれから取り組む施策の中で、機構改革も含めて人的な配置をしながら農地の流動化

を進めていく必要があると考えますが、町のほうに考えを伺います。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） これは何人かの議員からそれぞれ質問がありました。大変喫緊の課題

であります。それについて何もやらないというわけにいかないということも申し上げており

ますし、やはりこれをやれば解決するということがなかなか大変であるということも承知し

ております。その中で転換作物の話を具体的にしておりますし、山になったところはもう放

棄してもらうということもやっております。その中で、やはり私は、景観を保つためには、

今現在できることは、農地の集積というのは非常に権利、義務が働いて難しいということも

実感として思っておりますので、何とかできるところから、モデル的に町が先頭になって対
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応していき、それをモデルにしてほかにつないでいくという方法しかないのかなという感じ

で先ほど太田議員には答弁させていただきましたけれども、抜本的にそのような感覚でやら

ない限りは、なかなか一般論として言うのは簡単ですが、具体的になると大変だということ

も承知しておるもんですから、やはり町が積極的に対応していく、それが将来の流動化なり

転作につながればいいなというふうに思っております。 

○議長（中田隆幸君） ５番、中澤莊也君。 

○５番（中澤莊也君） 町の実情を見ても非常に厳しいというのは私も認識しているつもりで

あります。ただ、事務的な手続というのが簡素化できたら、少しは都市が動いてくるのでは

ないかということで、以前参加させていただいた研修会においても、県の農業担当者の方か

らそういうことがございましたので、各市町においても、湖西市とかそういうところは手を

挙げていらっしゃるようであります。権限移譲の関係で役場の職員の方に、非常に事務が煩

雑化していたり多くの権限移譲で事務が多様化しているというのは承知しておりますが、や

はりやるべきことはやるという姿勢を見せていただきたい。それが町の、私は農地が動く、

町の活性化につながるんではないかということを思っております。その辺について、もう一

度、農地の流動化ということで、手続の面で町の考え方を伺いたいと思います。 

○議長（中田隆幸君） 産業課長、後藤泰久君。 

○産業課長（後藤泰久君） 県内におきまして、現在権限の移譲を受けている市ですが、４ha

以下の許可権限を受けているのが静岡市、浜松市、沼津市、三島市、富士市、磐田市、掛川

市、袋井市でございます。２ha以下の権限を受けているのが富士宮市、島田市、焼津市、藤

枝市、菊川市、牧之原市でありまして、町では今のところありません。それなりの職員と知

識が必要とされるということで、人的配置は私は言えませんが、かなり事務が煩雑で専門的

知識も必要ということと思います。 

○議長（中田隆幸君） ５番、中澤莊也君。 

○５番（中澤莊也君） そういうことも十分承知の上で申しているわけでありまして、その辺

も検討をしていただきたいというのは、以前、私が質問させていただいた中で、農振地域の

見直しということで以前質問させていただいて、その中で課長が答弁されていることでござ

いますが、そういう除外等についても検討する組織については川根本町に合ったものができ

るのか、そういうことについて検討していきたいというふうに答弁をされております。この

ことについて検討をされたのか、今後こういう農地の見直しを来年度以降図ろうとしている

のか伺います。 

○議長（中田隆幸君） 産業課長、後藤泰久君。 

○産業課長（後藤泰久君） 農振地域の見直し、今年基礎調査をやっておりまして、来年度見

直しの年であります。川根本町は、御承知のとおり集落としての機能がなくなったところも

ありますし、そこら辺も加味して農用地から除外をするかどうかというのは、一度農用地除

外すると、農業施策を受けられなくなってしまう、農道をつけたくてもつけられなくなって
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しまう、防霜ファンも補助金ももらえなくなってしまうということになりますので、地域の

方と十分協議しながら進めていきたいと思っております。 

○議長（中田隆幸君） ５番、中澤莊也君。 

○５番（中澤莊也君） 今、課長のほうから農振地域について、一度外してしまうと農業の補

助とかそういうものが受けられないということで、地域の実情を勘案しながら進めていきた

いということで、確認ですが、平成27年度に見直しを図るということでよろしいでしょうか。 

○議長（中田隆幸君） 産業課長、後藤泰久君。 

○産業課長（後藤泰久君） 平成27年度に見直しを行います。 

○議長（中田隆幸君） ５番、中澤莊也君。 

○５番（中澤莊也君） 今年、町のほうで予算を計上されて、茶業の振興推進マップというも

のをつくられたかと思いますが、これをどのような形で農地の流動化につなげていくのか、

その辺についての考え方を伺います。 

○議長（中田隆幸君） 産業課長、後藤泰久君。 

○産業課長（後藤泰久君） そのマップ、昨年度つくりまして、それをもとに農振地域の見直

しとかに活用していくつもりでおります。 

○議長（中田隆幸君） 再質問ありますか。５番、中澤莊也君。 

○５番（中澤莊也君） 耕作放棄地ということで関連があるかと思いますが、これは少し静岡

新聞の記事に載っていたものでありますが、鹿児島に知覧町というところがあって、菊永製

茶組合というのが、視察に行かれた方もあるかと思うんですが、組合員が37人で158haの農

場を3.5km圏内に集約してやっているというところがあります。そこで、規模の拡大はこれ

以上進められないというお話があって、なぜかというと、高齢化と茶価低迷の影響で、放任

園や転作地が出始めた。工場の処理能力を高めて最適な時期に製造する量を増やすと、そう

いうような方向に転換していきたいという組合長からの話があるとともに、福永製茶という、

今年天皇賞を受賞された農家で、費用と手間をかければ品質差ははっきりあらわれる。宮崎

県では様々な価格や品質への対応こそが宮崎茶の生命線ということをうたっています。農業

をこれから進めるに当たって、川根本町耕作放棄地ということは、やはり今一番重要なのは、

茶園が耕作放棄地化しているということでありますので、この辺についての考え方があれば

伺いたいと思います。もしあれなら、いいです。 

○議長（中田隆幸君） 具体的に。 

○５番（中澤莊也君） 手短に言います。川根茶の目指す方向性ということであります。 

○議長（中田隆幸君） 産業課長、後藤泰久君。 

○産業課長（後藤泰久君） やはり川根茶は、銘茶川根茶ということで、その品質を守ってい

きたいということ、全国に品評会にも続けて出していけるような良質茶を維持していきたい

という思いです。 

○議長（中田隆幸君） ５番、中澤莊也君。 
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○５番（中澤莊也君） 耕作放棄地対策について最後の質問になりますが、国で進めている農

地集積バンクですか、それと、町がＪＡと協力して取り組んでいる農業銀行というのが多分

あると思うんですが、農地銀行ですか。これについては、総合計画の中でお茶と温泉という

項目があり、施策の中で生産基盤の整備と経営の安定化ということがうたわれております。

経営規模の拡大や作業効率の向上、耕作放棄地や遊休農地を解消するために農協等と協力し、

農地銀行の業務を拡充する、より一層農地の有効活用を推進したいという話ということにな

っております。農地銀行の状況、町が加入されて、公募をされて、樹園地の提供者がなかっ

たということで報道されております農地集積バンクについて現状を伺いたいと思います。 

○議長（中田隆幸君） 産業課長、後藤泰久君。 

○産業課長（後藤泰久君） 国が進めている中間管理事業で、川根本町は９月１日から町内全

域募集ということで載せております。状況として、借り手は今のところございません。 

  それから、農協と進めております農地利用円滑化制度ということで、こちらのほうは今年

18件ほどあります。3.8haほどの貸借が契約を結ばれております。 

  以上です。 

○議長（中田隆幸君） ５番、中澤莊也君。 

○５番（中澤莊也君） それでは、ユネスコエコパークの登録後の取り組みということで再質

問をさせていただきます。 

  まず、確認をさせていただきたいのは、芹澤議員が質問されている中で、町長は、左岸林

道の調査費は予算計上をしていくと言明されたのか、今後予算計上を検討していきたいと言

われたのか、その辺の確認をまずさせていただきたいと思います。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 調査する研究費を計上したいということを申し上げました。 

○議長（中田隆幸君） ５番、中澤莊也君。 

○５番（中澤莊也君） 確認ですが、27年度予算にということでよろしいですね。わかりまし

た。ありがとうございます。 

  それと、先ほど野崎課長に写真も提示していただいて、非常にお立ち台から以降の道路が

荒れているなというのは誰もが認識したところでありますが、ほとんどの山が国有林、国の

ものでありますので、そこに安全性ということが先ほどあって、非常に難しいというお話が

ございましたが、ＮＰＯとかボランティアでそこを人が通れるぐらいの登山道をあけるとい

うことは可能なのでしょうか、その辺について伺いたいと思います。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） その件については、森林管理署等も、やはり作業に行けないから困る

と。例えば山へ入れないから困るという実情があるようです。車は行けなくても、歩く道だ

けというか、作業道になりますか、そういうのは確保したいということも言っておるもので

すから、その辺も絡めて対応していくということになろうかと思います。 
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  それから、先ほど来の左岸の林道の調査費をつけるんじゃなくて、寸又全体の対応を研究

する調査費をつけたいということを申し上げまして、ちょっと特化していませんので、左岸

だけには。すみません。 

○議長（中田隆幸君） ５番、中澤莊也君。 

○５番（中澤莊也君） 道路のアクセスということで再度質問をさせていただきますが、先ほ

ど林野庁、県、静岡市、川根本町、いろいろ協議、検討しながら進めていかねばならないと

いうお話がございました。３県10市町にまたがるユネスコのエコパークの登録、県・市町が

あるわけですが、その中で光岳の重要性というのは議論されていらっしゃるのでしょうか。

今後そういう場で検討をお願いしたいと思うんですが、その可能性について伺います。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 私どもから見ると、光岳が一番南側にあるもんですから、何とかそこ

をと思っておりますけれども、残念ながら、今アプローチがいいのは長野県、山梨県なんで

す。その中で向こうからは登山も、簡単とは言いませんけれども、ある程度、寸又の左岸ほ

ど悪くはないということを見ますと、向こうから登る方が約８割以上ということを見ますと、

なかなか光岳のほうまでの議論は今現在しておりません。 

  ただ、県知事も大変南アルプス、いわゆる今までの国立公園が世界自然遺産に登録したい

というような希望もあるもんですから、今現在は南アルプスエコパークに登録された御存じ

の山梨市の早川、それから静岡市、川根本町、一番南のブロックになりますけれども、そこ

では連携を持って検討し、多くの皆さんに来ていただくようにしていこうじゃないかという

協議は立ち上げたということで御理解いただいても結構です。これには当然ながら、県も参

画していただかないとできないという面があるもんですから、南のブロックで、いわゆる大

井川の流域になりましょうか、大井川流域、ひっくり返りますけれども、早川も大井川の水

が行っているものですから、一緒になって南側でいろいろな政策を考えていこうという場は

つくっていただきましたし、つくりました。そのような中で、今後静岡県側をどうするか。

これを大井川の行きどまりをどうするかということも将来的には検討課題になると思います

けれども、そのような方向性も今現実に動いているということを御理解いただきたいと思い

ます。 

○議長（中田隆幸君） ５番、中澤莊也君。 

○５番（中澤莊也君） ユネスコエコパークの中で、先ほど私が申しましたとおり、必要なこ

ととして町長も掲げられております人材の育成ということで、多分今年度、人材育成に対し

てインストラクター、ガイド養成の講座を実施して、ガイドの質をアップする研修と新しい

ガイドの発掘、養成ということが多分予算の措置がされていたと思いますが、現在の進捗状

況について伺います。 

○議長（中田隆幸君） 商工観光課長、野崎郁徳君。 

○商工観光課長（野崎郁徳君） それでは、お答えさせていただきます。 
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  以前の議会でも同様な御質問をされたかと思います。今の取り組みにつきまして、中澤議

員が会長を務められていますエコツーリズム協議会等を通じまして、事業を実施していくよ

う今準備をしているところです。実際の事業につきましては、ちょっと立ち遅れて申し訳ご

ざいませんが、年明け早々には事業を実施する予定でおります。 

  当初に考え方としましては、いろいろな形のガイドさん、インタープリターとはといった

形の基礎的な講座をまず実施するという考えであります。個々の場所のガイドにつきまして

は、当然今の地域、当町内のいろいろな形でガイドを行っていらっしゃる方のほうがスキル

的には高いものがあろうという形で考えておりますが、いろいろな形でのガイドとしての本

質、インタープリターとしての考え方等の基礎的講座をまず今年度は実施をするという考え

でおります。 

  以上でございます。 

○議長（中田隆幸君） ５番、中澤莊也君。 

○５番（中澤莊也君） 今、年度年明けにガイド等の養成講座を開設していただくということ

で、これはぜひやっていただきたいことであります。 

  今の中で、課長の説明では座学的なものということに捉えましたが、やはり私は、現地に

行って実際ガイドをしている人のスキルを自分なりに解釈して、自分の質の向上につなげる

ということが非常に大切だと考えますので、ぜひ現地の研修、そういうものも含めていただ

きたいと考えますが、課長の考え方を伺います。 

○議長（中田隆幸君） 商工観光課長、野崎郁徳君。 

○商工観光課長（野崎郁徳君） 先ほど答弁が、議員は座学と捉えられて申し訳ございません。

決して座学と言ったつもりではないんですけれども、いろいろな形で、今、議員言われたよ

うな形で、実際の研修等も含めた意味で、いろいろな形の「ガイドとは」とか「インタープ

リターとは」という形の基礎とかベースの部分を学ぶ場というふうに考えております。 

○議長（中田隆幸君） ５番、中澤莊也君。 

○５番（中澤莊也君） ぜひそのような形でお願いしたいと思います。 

  先ほど周知のということの中で、やはり町長もＰＲ不足だということを感じられているよ

うであります。議会で視察に行ってまいりました宮崎県綾町も、昨年エコパークに登録され

たわけですが、その中でおもしろい取り組みというものがありましたので、もし町のほうで

もそれをまねすることができればぜひお願いしたいと思います。 

  それは認定証を自分たちでコピーして、各集会所に展示して、自分たちのところはユネス

コエコパークに登録されたすばらしい自然、歴史、文化を持っているということで住民の方

に周知をされているようですので、その辺の取り組みもぜひお願いしたいと思います。これ

については答弁は結構ですが、前向きな検討をお願いいたします。 

  それと、やはり川根本町の今カヌーの体験等、接岨湖を使ったそういうエコツーリズムの

体験を求める方が非常に多くなっていますが、やはり少し残念なのは、エコツーリズムとい
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うものが町内の人たちに浸透していないという実情がございますし、やはりそれをするには、

町が仕掛け、町民を対象にした簡単なトレッキング、議会の議員が積極的にそういうものに

参加する、町の行政でもそういうものに参加するという姿勢が必要ではないかと思いますが、

その辺についての考え方を伺います。 

○議長（中田隆幸君） 商工観光課長、野崎郁徳君。 

○商工観光課長（野崎郁徳君） 議員、答弁は不要というお話ありましたけれども、綾町のほ

うで認定証を活用していることは承知をしております。南アルプスユネスコエコパークの認

定証につきましては、２月に認定証を受け取る式を南アルプス市のほうで行う予定でおりま

す。それを受けた後、10市町の協議会の中で一応確認をさせていただきまして、今言われた

ような形で、町民に対してエコパークに登録された町であるということのあかしであります

認定証を活用できるような方策を検討したいと思っております。 

  以上です。 

○議長（中田隆幸君） 町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） 町が積極的に指導しろというようなお話だったんですが、私は、それ

でも結構だと思いますけれども、せっかくエコツーリズム協議会があるという中では、そう

いう皆さんが一生懸命やるところへみんなが応援するという形がいいかというふうに思って

おります。当然ながら応援しなきゃいけないというように思っています。 

  それから、少し今ＰＲ不足を感じているのは、看板が少し少ないなということ。特に登山

道、何と言う山だったか、尾呂久保から向こうへ行くのを。度忘れした。 

（「大札山です」の声あり） 

○町長（鈴木敏夫君） 大札山等も看板が少ないということもお聞きしておりますし、あれか

ら実は沢口山のほうへも抜けるルートがあるということも、私、何回か通りましたけれども

看板が非常に少ない。ですから、お客さんといいましょうか、行きたいけれども行けない、

そういうような皆さんが非常に多いということも聞いておりますし、また、ハイキングコー

スが余り管理されていないということもあって、看板がないということもありますけれども、

道路も整備をされていないということもありますけれども、なかなか案内が少ないというこ

ともお聞きしておるもんですから、それぞれのハイキングコース、大変景色のいいところが

たくさんあるものですから、そのようなＰＲもやれば、今後トーマスが２年続くということ

になりますと、そういう皆さんにも、来ていただいた皆さんに、もっともっといいところが

ありますよという案内もできるではないかという思いがあるもんですから、積極的にＰＲで

きるような形にしていきたい。こちらに見えるお客様は、いろいろな趣味の方がおるもので

すから、やはりハイキング、トレッキングが好きな方、釣りが好きな方、登山が好きな方、

いろいろおるもんですから、その皆さんに対応できるような人材を育成していくということ

が、基本的には千年の学校につながるのかなというふうに思っております。 

○議長（中田隆幸君） 議員からの答弁はできませんので。議員がやってくださいというのを、
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答弁はできません、議員のほうから。それを考えてやってください。 

○５番（中澤莊也君） 指名はしていなかったじゃないですか。 

○議長（中田隆幸君） 指名じゃなくて、議員も考えたいと言ったのを。 

○５番（中澤莊也君） わかりました。 

○議長（中田隆幸君） ５番、中澤莊也君。 

○５番（中澤莊也君） 今、議長から御指示を受けました。誠に申し訳ございませんでした。 

  今、町長からその案内看板が少ない、ハイキングコースが少し荒れているということで、

これは来年度の予算にぜひ反映させていただきたいということで、最後の質問にさせていた

だきますが、しばらくぶりに大札山にトレッキングのガイドで行かせていただきました。大

札山自体は非常にすばらしい山で、紅葉なんかもすばらしかったわけですが、やはり登山道

が、人が入ることによって自然に負荷がかかりますので非常に荒れていると。今まで崩れて

いなかったところもパイプでやられている。景観的にも余り好ましくないではないかと思わ

れる点と、頂上にベンチがあるわけですが、そういうものも朽ち果てているということです

ので、看板も含めて環境の整備ということを来年度の予算の中でぜひ考えていただきたいと

思います。それについての御答弁をお願いして、私の質問を終わらせていただきます。 

○議長（中田隆幸君） 商工観光課長、野崎郁徳君。 

○商工観光課長（野崎郁徳君） 今、議員御指摘の大札山の状況については、当課としても状

況を確認させていただいております。来年度予算の中で対応するという形、具体的に大札山

登山道整備事業という形の予算計上はいたしませんけれども、整備事業費の中で対応をする

という予定で予算要求はさせていただく予定になっています。 

  以上です。 

○議長（中田隆幸君） これで５番、中澤莊也君の一般質問を終わります。 

  以上で一般質問を終わります。 

 

─────────────────────―  ◇  ───────────────────── 

 

◎日程第２ 議案第５１号 川根本町情報通信基盤施設条例の制定につ 

             いて 

○議長（中田隆幸君） 日程第２、議案第51号、川根本町情報通信基盤施設条例の制定につい

てを議題とします。 

  本案について、情報通信基盤施設条例特別委員会委員長の報告を求めます。情報通信基盤

施設条例特別委員会委員長、鈴木多津枝君。 

○情報通信基盤施設条例特別委員長（鈴木多津枝君） 日程第２、議案第51号、情報通信基盤

施設条例特別委員会報告を行います。 

  それでは、本定例会で情報通信基盤施設条例特別委員会に付託されました事件について、
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会議規則第77条の規定により報告いたします。 

  12月10日の本会議において、議案第51号、川根本町情報通信基盤施設条例の制定について

の付託を受け、12月15日午前９時から大会議室において審査を行いましたので、その審査の

経過と結果について報告いたします。 

  まず、川根本町情報通信基盤施設条例の制定についての概要について、担当課長より説明

を受けながら進めました。 

  この条例は、地域における情報通信格差の是正を図り、高度情報化並びに地域の活性化並

びに便利で快適な生活環境づくり及び安全・安心な地域づくりを推進するために条例を設置

し、施設の名称、事業内容、利用者、管理運営、利用料、引き込み工事などに係る住民負担

などにつきましての関係規定を定めたものです。 

  委員会では、担当者の説明終了後、委員からの質疑が行われました。 

  主たる内容を抜粋しますと、質問、条例の名称を「設置及び管理に関する条例」としたら

どうか。回答、合併時の例規のすり合わせにより、「設置及び管理に関する条例」の表記を

「施設条例」に統一することとしたため、この名称とした。 

  規則はいつできるのか。まだ未定稿となっているので開示できる状況ではない。 

  １条関係について。質問、設置の目的を明確にするため、「防災」も条文に入れたらどう

か。町としての基本的な考え方はどうか。回答、安全・安心な地域づくりの中に防災も含ま

れていると考えている。 

  ２条関係について。質問、第４号中の伝送施設の光終端装置「ＯＮＵ」とは何か。「かわ

ねフォン」という言葉がどこにも出てこないが、端末機の名称として決まっているのだから、

「かわねフォン」と入れるべきではないか。回答、「かわねフォン」は個別受信設備に含ま

れる。個別名称なので、条例には入れない。 

  ３条関係について。質問、サブセンターとセンター機能は同じものなのか。障害発生時に

補えるのか。回答、サブセンターに障害が起こった場合、センターで機能を補うことができ

る。 

  ４条関係について。質問、４条中２号に「医療」を入れたらどうか。回答、条文に「医

療」を入れるのにどんな方法で入れるか検討したい。 

  要望、緊急情報などの町の安全に関する情報の提供に関する事業を入れてほしい。 

  ６条関係について。質問、利用者の範囲は。外国人も含まれるのか。回答、町民は全て認

める。 

  ７条関係について。質問、管理運営を委託する町長が指定する者とは誰か。回答、契約の

形なので、原則は町の施設は町が管理するが、ただし、管理する者がいなければ「委託する

ことができる」とした。 

  ９条関係について。質問、年によって利用料金は変わるのか。直営の施設の場合でも料金

を取るのか。回答、水道料と同じで、直営施設であっても料金を取る。住民でも複数台利用
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する場合には利用料金を負担する。公共機関で複数台利用する場合も、担当課で必要な予算

を計上する。 

  10条関係について。質問、成年後見人の同意書提出についての対応はどうか。回答、出し

たくても出せない人と判断する。 

  質問、期限を切るより、全世帯が設置してこそ目的が達成されるのではないか。工事費が

実費となるその他の世帯とは何か。回答、施設に入居している方や入院していて申し込みた

くても申し込めなかった人を除くその他の人という意味。同意書を出されない人の大半はこ

ういう方と思う。 

  質問、設置費用を町の負担で行うのを１月31日までと期限を設定したのはなぜか。回答、

当年度事業に間に合わせるための措置。 

  質問、それまでに申し込みの同意書、承諾書を出してもらうための方法の検討が必要では

ないか。回答、未回収の世帯には電話による依頼中、半数は同意書の紛失という理由。情報

格差を生まないためには強制的にでも設置したいが、強制は現状では難しい。 

  11・12条関係について。質問、事業所などに端末機器を引き込む工事費は着手前に納付し

なければならないとしているが、２台以降の端末機はどうなるのか。回答、機器は無償貸与、

それについての設置費、利用料は有料となる。 

  質問、茶工場は一般事業所扱いか。回答、一般事業所としての扱いとなる。 

  14・15条関係について。質問、各条文に「その他町長が認めた場合」などの特例条項がた

くさん出てくるが、規則も示されておらず曖昧である。基準の明確化を望む。これはよい、

これはだめなど具体的な表現で示してほしい。 

  19条関係について。質問、免責事項で天災地変とあるが、落雷による被害も賠償されない

のか。回答、損害賠償保険に加入している。光ケーブルは電気を通さないため落雷の被害は

ないが、コンセントから入るので注意が必要である。 

  20条関係について。質問、木を伐採する場合などに一時的にケーブルをおろしてもらえる

か。回答、事前に申し込みいただいて、町が費用負担することを想定している。 

  質問、住宅火災や類焼などによる損害賠償の責任も利用者は負うのか。回答、火災保険で

出る場合はそれで対応したい。 

  21条関係。質問、規則はいつできるのか。意見、条例に附随する規則なので、できるだけ

早く議会へ出していただきたい。 

  全体的には、質問、孤立した場合や停電時の利用やメリットは。また、ＮＴＴ電話は撤廃

しないほうがいいと説明すべきでは。回答、センターは庁舎など自家発電機がある。端末機

は４時間のバックアップ機能を持たせたい。状況がいろいろあるので一概には言えないが、

最終的には個人の判断による。携帯電話、ＮＴＴ電話と併用したほうがより便利になる。携

帯電話を利用しない方は、ＮＴＴ電話はやめないほうがよい。 

  質問、１月31日の期限を過ぎたら設置費用が必要になることを住民に知らせることが重要。
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未提出者のリストを区長には配付してあるのか。回答、区長会で状況を説明し、最終的に相

談に乗っていただきたいと要請した。 

  質問、利用料の月800円の根拠は。回答、プロポーザル提案時から設定されている金額。

昨年12月に提案され、800円がその中には明記されていた。 

  質問、会社の経営計画で運営業者の概算経費は出ているのか。回答、会社からの提案とし

て、５年間の収支の説明はもらってある。５年目くらいに累積赤字が解消するという計画で

あった。それまでの間は資本金を食い潰してもやると答えていたと記憶している。 

  その他の意見・要望です。全体的な説明ができるようにしてほしい。今後の会社の経営計

画、運営についての計画を出してほしい。１月開催の全員協議会で説明を受けたい。防災担

当に屋外スピーカーの確認調整をお願いしたい。調査を要望する。１条に防災機能、災害機

能文面を入れることを要望する。 

  以上のことが確認されました。 

  審査の結果、採決を起立によって行いました。 

  賛成全員で原案のとおり可決しました。 

  以上で、審査の経過と結果の報告を終わります。 

○議長（中田隆幸君） 御苦労さまでした。 

  委員長報告が終わりました。 

  これから委員長報告に対する質疑を行います。 

  質疑はありませんか。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長（中田隆幸君） 質疑なしと認めます。 

  これで質疑は終わります。 

  これから討論を行います。 

  討論はありませんか。 

  まず、原案に反対者の発言を許します。10番、鈴木多津枝君。 

○１０番（鈴木多津枝君） 10番、鈴木多津枝です。 

  議案第51号、川根本町情報通信基盤施設条例の制定について、反対の立場から討論します。 

  15日に開かれた特別委員会の委員長として反対討論を行うことを残念に思わずにはいられ

ないことを、まず最初に申し上げます。 

  反対の大きな理由は、この条例が初日の総括質疑でも述べましたように、端末機「かわね

フォン」加入の決断がつかない町民の方々を、１月31日という期限を切って、期限内に同意

すれば工事費は全額町が見るが、それ以降につけたくなっても、工事に係る費用の実費を負

担してもらうなどと、迷っている町民の方々へ、おどしにも似た内容になっていること、そ

して、町がこの事業で想定している維持管理費用負担は、３月６日の予算特別委員会資料の

説明でも、サーバー管理費、回線監視費、障害時保守費、通信機器保守費は町が業務委託費
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として運営業者に払うものだが、ＩＲＵ契約で業者が支払う賃貸借料相当額となり、相殺さ

れて実際の金額のやりとりはありません。上位回線費用、人件費、販売促進費は運営業者が

持つ費用で、町の負担は設備光熱費、支障移転費、電柱共架料、占用料、電波利用料で約

1,000万円と修繕費を500万円の1,600万円ぐらいを考えているとの説明がありました。それ

にもかかわらず、それで運営できるのかと繰り返し私は問いただしてきたにもかかわらず、

６月議会でも端末機の維持管理費を支払うなど一言も触れず、運営会社は５年間は資本金を

食ってでもやっていくと言っているとか、５年後からは黒字にできる見通しなどと答えただ

けでしたが、工事請負契約の締結に全議員の賛成を取りつけた途端、９月議会の私の一般質

問に、端末機の維持管理費を１台につき月額800円を町が払うと、議会軽視の答弁がされま

した。 

  初日の総括質疑で町長に撤回を求めましたが、撤回する意思はないと一言で切られました。

しかし、15日の委員会審査では、このことは昨年12月のプロポーザルによる計画書にも書か

れていたとか、３月議会の予算の説明で報告しているなどとの答弁があり、本当に驚きと言

うほかありません。 

  また、条例には町民への多大な負担を伴う規定がありながら、そこには町長が認めれば軽

減や減免も行う規定も設けられていますが、その基準は示されず、安心できるという内容に

はなっていません。 

  それに町長は、私が初日の総括質疑でこれまでのこの事業の進め方に対して、議会軽視の

姿勢とか強制的な行政主導で進めてきた事業、期限を設けるなど、いつ川根本町はこのよう

な行政の強権政治がまかり通るようになったのかなどときつい言葉で批判したことに対して、

「そのような言われ方をするとは思わなかった。心外」などと憤慨されました。それなら委

員会審査で、もしかしたら期限を設けるのは取りやめるとの姿勢が示されるかと期待してい

たのですが、残念ながらそのような姿勢は全く示されませんでした。 

  情報格差を解消するとして十数億円の巨費を投じ、財政負担もこれからどこまで膨らむか

もわからない当事業に、町民の方々から不安や心配の声が絶えないのは当然だと思います。

そういう人が同意書を出せないでいる現状で、期限を切って、遅れれば幾らかかるかもわか

らない実費負担を規定するなど、かえって町民の間に情報格差をつくり、行政への不信を高

めるのではないでしょうか。これまで十分な説明もしてない町が、疑問や不安を抱えて申し

込みの決断がつかない町民に、重い負担をかけるようなことをしていいのでしょうか。これ

まで職員の皆さんが懸命に努力されてきた、温かな心が通うまちづくりを台なしにしてしま

うのではないでしょうか。 

  わずか１カ月半しかない期限を設けて、理解や決断ができない町民を切り去っていくこと

は、第１条に述べている、地域における情報通信格差の是正を図り、高度情報化並びに地域

の活性化並びに便利で快適な生活環境づくり及び安全・安心な地域づくりを推進するため、

川根本町情報通信基盤施設を設置するとの設置の目的に反するもので、決してやってはなら
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ないことのはずです。 

  この事業は、佐藤前町長のとき、町単独の光通信は要らないという多くの人により進めら

れた住民投票請求を退けた議会や町長へのリコール運動にまで発展し、町を二分する大事件

となった事業です。本来なら町民へのパブリックコメントなども行い、町民の声を受けとめ

て、誰にも愛され、将来への夢や希望を実現する事業となるよう、もっと慎重で温かな配慮

が必要なはずです。町民の意向を確認するアンケートも行わず、どういう方法で整備するの

が一番いいのか、関心を持つ町民を巻き込んで知恵や要望を取り入れる検討会を立ち上げる

よう要望しましたが、それもありませんでした。今になってようやく立ち上げるなど、進め

方が逆です。町民の反対の声を届けると、どんな事業でも反対する人はいるなどと言われ、

既に決まったこととして、立ちどまることなく強引に進めてきたとしか言えない事業です。

全町民の協力を得なければならない重大な責任がある事業です。 

  いまだに多くの町民の方が、町の財政負担は大丈夫か、老人が多いのに本当に役に立つほ

ど使えるのか。スマホやタブレット端末などが主流の時代に町独自のプロバイダーで将来若

い人たちのお荷物になるのではないか。固定の端末で災害時に的確な情報が得られるのか。

倒木などで光ケーブルが切られたらどうなるのか。特に災害時に使えなくなる様子がテレビ

などで報道される昨今、いろいろな不安がぶつけられ、同意書を出してもよいのか、後で後

悔するようなことにならないかと不安を抱いておられ、たくさんの声が寄せられています。

町民への説明はもとより、端末機の同意書を出してもいいのかと不安をぶつけてこられます。 

  町始まって以来の巨額で長期的に負担を伴う事業でありながら、町民への説明も、何より

も代弁者である議会への説明も果たされていませんでした。この事業が真に町民に信頼され、

役に立つ事業とするためにも、説明不足、議会軽視の進め方や町民に情報格差をつくりかね

ない当条例案には賛成できないことを明らかにして反対討論とします。 

○議長（中田隆幸君） 次に、原案に賛成者の発言を許します。11番、小籔侃一郎君。 

○１１番（小籔侃一郎君） 11番、小籔でございます。 

  第51号、川根本町情報通信基盤施設条例の条文について、賛成の立場で討論いたします。 

  これは12月10日議会初日において特別委員会に付託され、特別委員会が12月15日に開催さ

れましたけれども、内容は先ほどの委員長の報告のとおりであります。 

  特別委員会、また、きょうの一般質問でも、条例、条文等の質問、答弁がありました。こ

の中でも条文について審議されたと思っております。委員会で川根本町情報通信基盤施設条

例の名称を多くの市町を参考に、施設設置及び管理にする条例としたい提案にも、先ほど報

告ありましたけれども、合併時に条例の名称を単純にしようというような申し合わせのもと

で、川根本町情報通信基盤施設条例としたと説明がありました。自主的に制定する法律、条

令では、地方公共団体が定める決まりであり、その地区内でのみ適用されるもので、条文は

法律、条令などの箇条書き文という縛りの中で、事細かに表現できにくい側面があります。

そのために、随所にただし書きで早晩対応しようとしています。ただし書きが町民、住民の
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利益のためになるよう運用されることを強く望み、情報通信価格是正を図る一つのツールと

して、地域の活性化、便利で快適な生活環境づくりと防災無線の更新と防災情報システムの

構築で安全・安心な地域づくりのために、町長の言う最低限の情報通信基盤整備、あえて繰

り返しますけれども、最低限の情報通信基盤整備をするという趣旨を重ね、賛成討論といた

します。 

  以上です。 

○議長（中田隆幸君） ほかに討論はありませんか。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長（中田隆幸君） これで討論を終わります。 

  これから議案第51号を採決します。 

  この採決は起立によって行います。 

  本案に対する委員長の報告は可決です。 

  議案第51号、川根本町情報通信基盤施設条例の制定については、委員長の報告のとおり決

定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中田隆幸君） 起立多数です。 

  したがって、議案第51号、川根本町情報通信基盤施設条例の制定については、委員長の報

告のとおり可決されました。 

 

─────────────────────―  ◇  ───────────────────── 

 

◎日程第３ 議案第６１号 平成２６年度川根本町一般会計補正予算 

             （第８号） 

○議長（中田隆幸君） 日程第３、議案第61号、平成26年度川根本町一般会計補正予算（第８

号）を議題とします。 

  本案について町長から提案理由の説明を求めます。町長、鈴木敏夫君。 

○町長（鈴木敏夫君） それでは、議案第61号です。平成26年度川根本町一般会計補正予算第

８号について提案理由の説明をさせていただきます。 

  皆さんのお手元にお配りしてあります第１表につきまして、繰越明許費の限度額の追加を

したいものであります。 

  一般の１ページをごらんください。 

  第４款衛生費、第１項保健衛生費、町単独事業、坂京飲料水供給施設施工監理業務委託及

び町単独事業、坂京飲料水供給施設取水設備電気工事につきましては、平成26年12月５日に

実施をいたしました同工事の入札会において、高圧受変電盤の製作に発注から約６カ月を要

する等の理由から、全指名業者が辞退してしまい入札が不調となってしまったことから、工
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事完成には工期を延長しなければならなくなり、年度内完成が不可能になったためでござい

ます。 

  以上、よろしく御審議の上、御採択賜りますようお願い申し上げます。 

 

─────────────────────―  ◇  ───────────────────── 

 

◎会議時間の延長 

○議長（中田隆幸君） なお、本日の会議時間につきましては、日程の都合によりまして延長

をいたしますので、あらかじめ御了承ください。 

 

─────────────────────―  ◇  ───────────────────── 

 

○議長（中田隆幸君） 説明が終わりましたので、質疑に入ります。 

  質疑はありませんか。10番、鈴木多津枝君。 

○１０番（鈴木多津枝君） 入札が不調に終わって、見通しが立っていないんでしょうか、次

の入札の。その地域の方々、坂京の方々、全協でも疑問が出されたんですけれども、水の供

給が滞りなく困らない状態で行われるのか説明を求めます。 

○議長（中田隆幸君） 総務課長、前田修児君。 

○総務課長（前田修児君） 入札につきましては、本案が議決されましたら、１月の入札会で

入札を執行いたします。 

○議長（中田隆幸君） 建設課長、大村浩美君。 

○建設課長（大村浩美君） 取水ポンプのほう、本年度、別の予算でクリーニング、清掃のほ

うをやらせていただきまして、現在給水等をしなくても十分な水は取れています。ただ、ち

ょっと工期が延びたことにより、また、天候等により雨が少ないときにはまた水位が減る可

能性がありますが、そのときには職員のほうでまた給水作業という行為はありますけれども、

坂京の方には水の供給はしっかりするようにしていきます。 

○議長（中田隆幸君） 再質疑はありませんか。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長（中田隆幸君） これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。 

  討論はありませんか。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長（中田隆幸君） 討論なしと認めます。 

  これで討論を終わります。 

  これから議案第61号、平成26年度川根本町一般会計補正予算（第８号）を採決します。 
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  この採決は起立によって行います。 

  本案に賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中田隆幸君） 起立全員です。 

  したがって、議案第61号、平成26年度川根本町一般会計補正予算（第８号）は、原案のと

おり可決されました。 

 

─────────────────────―  ◇  ───────────────────── 

 

◎閉  会 

○議長（中田隆幸君） 以上で本日の日程は全部終了しました。 

  会議を閉じます。 

  これをもちまして平成26年第４回川根本町議会定例会を閉会します。 

  御苦労さまでした。 

 

閉会 午後 ４時５７分 

 


